
議案第1号

専決処分について

次の事件は、その処理に急を要したため、地方自治法(昭和22年法律第67号)

第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分をしたので、同条第3項の規

定によりこれを報告し、承認を求める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

1専決第1号

2専決第2号

令和5年度長岡市一般会計補正予算

令和5年度長岡市一般会計補正予算
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専決第1号

専決処分書

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の雛により・次のとお噂
決処分する。

令和6年1月17日

長岡市長 磯田達伸

令和5年度長岡市一般会計補正予算
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専決第2号

専決処分書

 地方自マ台マ去ω召継律  第  ・麺とおり専
決処分する。

令和6年!月25日

長岡市長
磯田達伸

令和5年度長岡市搬会計補正予算
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議案第21号

長岡市犯罪被害者等支援条例の制定について

長岡市犯罪被害者等支援条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

犯罪被害者等を社会全体で支えるとともに、誰もが安全で安心して暮らすこと

のできる地域社会の実現を目指すため、条例を制定するもの
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長岡市犯罪被害者等支援条例

(目的)

第1条この条例は、犯罪被害者等基本法(平成i6年法律第i6i号)に基づき、本

市における犯罪被害者等の支援に関する基本理念を定め、本市、市民及び事業

者等の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援のための施策の基本

となる事項を定めることにより、犯罪被害者等が必要とする施策を総合的に推

進し、もって犯罪被害者等の被害の早期回復及び軽減を図るとともに、犯罪被

害者等を支える地域社会の形成を図り、安全で安心して暮らすことのできる地

域社会の実現に寄与することを目的とする。

(定義)

第2条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

(1)犯罪等犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。

(2)犯罪被害者等犯罪等により被害を受けた者及びその家族又は遺族をい

 う。

(3)市民等本市に居住する者及び本市に通勤、通学等をする者をいう。

(4)事業者等本市で事業その他の活動を行う個人又は団体をいう。

(5)関係機関等国、県、警察その他の行政機関及び犯罪被害者等の支援を行

う民間の団体その他犯罪被害者等への支援に関係する団体をいう。

(6)二次被害犯罪等による直接的な被害を受けた後に生じる周囲の偏見又

は無理解による言動、インターネットなどを通じて行われる誹謗中傷、報道

機関による過激な取材等により犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、名誉の

毀損、平穏な生活の侵害、プライバシーの侵害、経済的な損失その他の被害

をいう。

(7)再被害犯罪被害者等が、その被害を受けた犯罪等の加害者から再び受

ける犯罪等による被害をいう。

(基本理念)

第3条犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ

るよう配慮して行わなければならない。

2犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けた時から再び平穏な生活

を営むことができるようになるまでの問、必要な支援が途切れることなく受け

ることができるよう行わなければならない。

5



3犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等に係る個人情報の取扱いに配慮し、二

次被害及び再被害が生ずることのないよう十分配慮して行わなければならな

い0

4犯罪被害者等の支援は、市、関係機関等、市民等及び事業者等が相互に連携

して行わなければならない。

(市の責務)

第4条市は、前条の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、犯罪被

害者等の支援に関する各種施策を総合的に推進するものとする。

2市は、前項の施策を実施するに当たっては、関係機関等と連絡調整を緊密に

行うものとする。

(市民等の責務)

第5条市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び

犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、犯罪被害者等を地域社会

で孤立させないように努めるとともに、二次被害等が生ずることがないよう十

分な配慮をすることとし、市が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協

力するよう努めるものとする。

(事業者等の責務)

第6条事業者等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及

び犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を深め、その事業活動を行うに

当たっては、二次被害が生じることがないよう十分配慮するとともに、市が実

施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。

(相談及び情報の提供等)

第7条市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができる

ようにするため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うも

のとする。

(経済的負担の軽減)

第8条市は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、

犯罪被害者等に対し、見舞金の支給その他の必要な支援を行うものとする。

(日常生活の支援)

第9条市は、犯罪被害者等が安心して日常生活を営むことができるようにする

ため、犯罪被害者等の状況に応じ、必要な生活上の支援を行うものとする。

(安全の確保)
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第10条市は、犯罪被害者等が二次被害及び再被害を受けることを防止し、その

安全の確保を図るため、犯罪被害者等に係る個人情報の取扱いに配慮するとと

もに、その他の必要な支援を行うものとする。

(居住の安定)

第11条市は、犯罪等若しくは二次被害により、又は二次被害若しくは再被害の

防止のため、従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の居住の

安定を図るため、市営住宅への入居における特別な配慮その他の必要な支援を

行うものとする。

(雇用の安定)

第12条市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、犯罪被害者等が置かれて

いる状況について、事業者等への理解の増進に努めるものとする。

(人材の育成)

第13条市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等の支援を行

う人材を育成するための研修の実施その他必要な施策を講じるものとする。

(市民等及び事業者等の理解の増進)

第14条市は、犯罪被害者等が置かれている状況並びに犯罪被害者等の平穏な生

活への配慮の重要性及び犯罪被害者等の支援の必要性について、市民等及び事

業者等の理解を深めるため、広報及び啓発活動を行うものとする。

(支援の制限)

第!5条市は、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと認めら

れるときは、犯罪被害者等の支援を行わないことができるものとする。

(委任)

第!6条この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。

附則

この条例は、令和6年4月1日から施行する。
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議案第22号

長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部改正について

長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

 る。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一

部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例

長岡市個人番号の利用等に関する条例(令和4年長岡市条例第48号)の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加えるものとする。

  改正後改正前

  (定義)(定義)

  第2条この条例において、次の各号第2条この条例において、次の各号

  に掲げる用語の意義は、当該各号にに掲げる用語の意義は、当該各号に

  定めるところによる。定めるところによる。

  (1)～(9)(略)(1)～(9)(略)

  (10)特定個人番号利用事務法第

  19条第8号に規定する特定個人番

  号利用事務をいう。

  (11)利用特定個人情報法第!9条

  第8号に規定する利用特定個人情

  報をいう。

  (個人番号の利用範囲)(個人番号の利用範囲)

  第4条法第9条第2項の条例で定め第4条法第9条第2項の条例で定め

  る事務は、別表第!の第!欄に掲げる事務は、別表第!の第!欄に掲げ

  る市の機関が行う同表の第2欄に掲る市の機関が行う同表の第2欄に掲

  げる事務、別表第2の第!欄に掲げげる事務、別表第2の第!欄に掲げ

  る市の機関が行う同表の第2欄に掲る市の機関が行う同表の第2欄に掲

  げる事務及び市の機関が行う特定個げる事務及び市の機関が行う法別表

  人番号利用事務とする。第2の第2欄に掲げる事務とする。

  2・3(略)2・3(略)
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4市の機関は、特定個人番号利用事

務を処理するために必要

な限度で利用特定個人情報

であって自らが保有するも

のを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワ

ークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該利用特定

個人情報の提供を受けることができ

る場合は、この限りでない。

5・6(略)

4市の機関は、法別表第2の第2欄

に掲げる事務を処理するために必要

な限度で同表の第4欄に掲げる特定

個人情報であって自らが保有するも

のを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワ

ークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該特定個人

情報の提供を受けることができ

る場合は、この限りでない。

5・6(略)

附則

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律等の一部を改正する法律(令和5年法律第48号)の施行の日から施行す

 る。
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言義案第23号

長岡市地厳流センターまちなかキャンノ{ス闘条例の部改正について

長姉地域交流センターまちなかキャンノ畷岡条例の部を改正する条例を次
のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

まちなかキャンパス長岡の部を行政庁舎に用途変更することに伴い・会謎
等の一部を廃止するもの
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長岡市地域交流センターまちなかキャンパス長岡条例の一部を改正する条

例

長岡市地域交流センターまちなかキャンパス長岡条例(平成23年長岡市条例第

5号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分に字句が記され、改正後部分に

字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削り、次の表の改

正前の欄中の表の実線で記された罫線に対応する次の表の改正後の欄中の表の罫

線が破線で記されている場合は当該罫線を削るものとする。

改正後

(施設)

第3条長岡市地域交流センターまち

なかキャンパス長岡(以下「まちなか

キャンパス」という。)の施設は、次

に掲げるとおりとする。

(1)～(5)(略)

(使用の許可)

第5条まちなかキャンパスの施設

を使用しようとする者は、市長

の許可を受けなければならない。許

可を受けた事項を変更しようとする

ときも、同様とする。

2・3(略)

別表(第6条関係)

まちなかキャンパス使用料(営利

改正前

(施設)

第3条長岡市地域交流センターまち

なかキャンパス長岡(以下「まちなか

キャンパス」という。)の施設は、次

に掲げるとおりとする。

(1)～(5)(略)

(6)交流ルーム

(7)情報提供ルーム

(使用の許可)

第5条まちなかキャンパスの施設

(情報提供ルームを除く。以下同

じ。)を使用しようとする者は、市長

の許可を受けなければならない。許

可を受けた事項を変更しようとする

ときも、同様とする。

2・3(略)

別表(第6条関係)

まちなかキャンパス使用料(営利
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目的の場合に限る。)

区分

(略)

使用料(1時間当

たり)

1

1一一一一一一一一弓

(略)

一

備考(略)

目的の場合に限る。)

  区分使用料(1時間当たり)
  (略)

  50i会議室1,800円

  502会議室900円

  503会議室900円

  (略)

  交流ルーム2,300円

備考(略)

附則

この条例は、令和6年7月1日から施行する。
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議案第24号

長岡市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び長岡市職員の育児休業

等に関する条例の一部改正について

長岡市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び長岡市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

地方自治法の一部を改正する法律の施行等を踏まえ、関係する条例について所

要の改正を行うもの
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長岡市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び長岡市職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する条例

(長岡市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正)

第1条長岡市会計年度任用職員の給与等に関する条例(令和元年長岡市条例第

ll号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以

下「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が

記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された

字句を削るものとする。

改正後

(手当等の支給)

第10条フルタイム会計年度任用職員

には、初任給調整手当、地域手当、

通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務

手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、期

末手当及び勤勉手当を支給する。

2パートタイム会計年度任用職員に

は、初任給調整手当、地域手当、特

殊勤務手当、特地勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当及び宿日直手当に相当する報酬

並びに期末手当及び勤勉手当を支給

する。

(期末手当)

第2!条期末手当は、6月!日及び12

改正前

(手当等の支給)

第io条フルタイム会計年度任用職員

には、初任給調整手当、地域手当、

通勤手当、特殊勤務手当、特地勤務

手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当及び

期末手当を支給する。

2パートタイム会計年度任用職員に

は、初任給調整手当、地域手当、特

殊勤務手当、特地勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当及び宿日直手当に相当する報酬

並びに期末手当を支給

する。

(期末手当)

第21条期末手当は、6月!日及びi2
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月1日(以下これらの日を「基準日」

という。)にそれぞれ在職する会計

年度任用職員(規則で定める職員を

除く。)に対して支給する。これら

の基準日前1箇月以内に退職し、又

は死亡した会計年度任用職員(第25

条第1項の規定の適用を受ける者及

び規則で定める者を除く。)につい

ても、同様とする。

2期末手当の額は、期末手当基礎額

に、給与条例第24条第2項に規定す

る特定幹部職員以外の職員に適用さ

れる同項に規定する期末手当基礎額

に乗じる割合を乗じて得た額に、基

準日以前6箇月以内の期間における

その者の在職期間の同項各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。

3～6(略)

(勤勉手当)

第21条の2勤勉手当は、基準日にそ

れぞれ在職する会計年度任用職員

(規則で定める者を除く。)に対し、

基準日前において規則で定める日以

前6箇月以内の期間における当該職

員の勤務成績及び基準日以前6箇月

月}日(以下これらの日を「基準日」

という。)にそれぞれ在職する会計

年度任用職員(規則で定める職員を

除く。)に対して支給する。

2期末手当の額は、期末手当基礎額

に、100分の130

を乗じて得た額に、基

準日以前6箇月以内の期間における

その者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。

(1)6箇月!00分の100

(2)5箇月以上6箇月未満!00分

の80

(3)3箇月以上5箇月未満100分

の60

(4)3箇月未満 !00分の30

3～6(略)
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以内の期間における当該職員の勤務

の状況に応じて支給する。これらの

基準日前1箇月以内に退職し、又は

死亡した者(規則で定める者を除

く。)についても、同様とする。

2勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額

に、任命権者が規則で定める基準に

従って定める割合を乗じて得た額と

する。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の総額は、当該

職員の勤勉手当基礎額に給与条例第

25条第2項第1号に規定する特定幹

部職員以外の職員に適用される割合

を乗じて得た額の総額を超えてはな

らない。

3前項の勤勉手当基礎額は、それぞ

れその基準日現在において会計年度

任用職員が受けるべき給料の月額及

びこれに対する地域手当の月額の合

計額又は基本報酬の1月当たりの額

及び地域手当に相当する報酬の1月

当たりの額の合計額とする。

4会計年度任用職員で職務の複雑、

困難及び責任の度合等を考慮して規

則で定めるものについては、前項の

規定にかかわらず、同項に規定する

合計額に、これに職の職制上の段階、

職務の級等を考慮して規則で定める

職員の区分に応じて100分の20を超

えない範囲内で規則で定める割合を

乗じて得た額を加算した額を第2項

の勤勉手当基礎額とする。
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5前各項に定めるもののほか、会計

年度任用職員の勤勉手当について

は、給与条例第24条の2及び第24条

の3の規定を準用する。

(技能労務職員である会計年度任用

職員の給与の種類及び基準)

第26条技能労務職員である法第22条

の2第1項第2号に規定する会計年

度任用職員(以下この章において「技

能労務職員であるフルタイム会計年

度任用職員」という。)に支給する

給与の種類は、給料、地域手当、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、期末手当、勤勉手当及

び退職手当とする。

2技能労務職員である法第22条の2

第1項第1号に規定する会計年度任

用職員(以下この章において「技能

労務職員であるパートタイム会計年

度任用職員」という。)に支給する

給与の種類は、給料、地域手当、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、期末手当及び勤勉手当

とする。

附則

!～3(略)

(技能労務職員である会計年度任用

職員の給与の種類及び基準)

第26条技能労務職員である法第22条

の2第1項第2号に規定する会計年

度任用職員(以下この章において「技

能労務職員であるフルタイム会計年

度任用職員」という。)に支給する

給与の種類は、給料、地域手当、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、期末手当及

び退職手当とする。

2技能労務職員である法第22条の2

第1項第1号に規定する会計年度任

用職員(以下この章において「技能

労務職員であるパートタイム会計年

度任用職員」という。)に支給する

給与の種類は、給料、地域手当、通

勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当及び期末手当

とする。

附則

!～3(略)

(期末手当に関する特例)

4当分の問、第2!条第2項の規定の

適用については、同項中「100分の

130」とあるのは、「100分の65」と
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(長岡市職員の育児休業等に関する条例の一部改正)

第2条長岡市職員の育児休業等に関する条例(平成4年長岡市条例第3号)の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以

下「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は

当該改正前に部分に記された字句を削るものとする。

  改正後改正前

  (育児休業をしている職員の期末手当等の支給)第7条(略)2給与条例第25条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員(育児休業をしている職員の期末手当等の支給)第7条(略)2給与条例第25条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員(地方公務員法第22条の2
  第i項に規定する会計年度任用職員

  (以下「会計年度任用職員」という。)

  のうち、基準日以前6箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整)第8条育児休業をした職員(地方公を除く。)のうち、基準日以前6箇月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整)第8条育児休業をした職員(会計年
  務員法第22条の2第!項に規定する度任用職員を除く。)

  会計年度任用職員(以下「会計年度

  任用職員」という。)を除く。)が職務に復帰した場合において、部内が職務に復帰した場合において、部内
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の他の職員との均衡上必要があると

認められるときは、その育児休業の

期間を100分の100以下の換算率によ

り換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復

帰した日及びその日後における最初

の昇給の日又はそのいずれかの日

に、昇給の場合に準じてその者の号

給を調整することができる。

の他の職員との均衡上必要があると

認められるときは、その育児休業の

期間を100分の100以下の換算率によ

り換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復

帰した日及びその日後における最初

の昇給の日又はそのいずれかの日

に、昇給の場合に準じてその者の号

給を調整することができる。

附則

この条例は、令和6年4月1日から施行する。
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議案第25号

長岡市手数料条例の一部改正について

長岡市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市手数料条例の一部を改正する条例

長岡市手数料条例(平成12年長岡市条例第3号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、次の表の改正後の欄中の表の実線

で記された罫線に対応する次の表の改正前の欄中の表の罫線が破線で記されて

いる場合は当該罫線を加えるものとする。

改正後 改正前

別表(第2条関係)

1～9の3(略)

10建築基準法(以下この表におい

て「法」という。)に規定する認

定及び許可申請関係

別表(第2条関係)

1～9の3(略)

10建築基準法(以下この表におい

て「法」という。)に規定する認

定及び許可申請関係

    区分金額区分金額

    (略)(略)

    39法第87条の3第7項の規定による許可申請(建築物用途変更使用許可申請)に対する審査!件につき三60,000円39法第87条の3第7項の規定による許可申請(建築物用途変更使用許可申請)に対する審査1件につき!60,000円
    40建築基準法施行令(昭1件につ

    和25年政令第338号)第き27,000

    137条の12第6項又は第円

    7項の規定による既存不

    適格建築物の大規模の修

    繕又は大規模の模様替の

    認定申請に対する審査

    41(略)(略)40(略)(略)
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10の2～10の5(略)

10の6建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律(平成27

年法律第53号。以下この表におい

て「法」という。)に規定する適

合性判定関係

(略)

10の7建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律(以下こ

の表において「法」という。)に

規定する認定申請関係

(略)

ll～12(略)

12の2介護保険法(平成9年法律

第123号。以下この表において「法」

という。)に規定する介護保険事

業者の指定申請関係

区分

!法弟79条第1項に規定

する指定居宅介護支援事

業者の指定の申請に対す

る審査

2法第79条の2第!項に

規定する指定居宅介護支

援事業者の指定の更新の

申請に対する審査(7の

イに掲げる場合に係る指

定を併せて受けようとす

る場合を除く。)

金額

1件につき

24,700円

!件につき

,700円

(略)

7法第115

条の22第1

アイに掲げ

る場合以外

1件につき

24,700円

10の2～10の5(略)

10の6建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律(平成27

年法律第53号。以下この表におい

て「法」という。)に規定する適

合性判定関係

(略)

10の7建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律

の表において「法」という。)

規定する認定申請関係

(略)

ll～12(略)

i2の2介護保険法(平成9年法律

第i23号。以下この表において「法」

という。)に規定する介護保険事

業者の指定申請関係

(以下こ

に

区分

i法第79条第!項に規定

する指定居宅介護支援事

業者の指定申請に対す

る審査

2法第79条の2第!項に

規定する指定居宅介護支

援事業者の指定の更新申

請に対する審査

金額

!件につき

4,700円

!件につき

,700円

(略)

7法第115i

条の22第1i

!件につき

4,700円
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項に規定す

る指定介護

予防支援事

業者の指定

の申請に対

する審査

(介護予防

支援事業と

居宅介護支

援事業を同

一の事業所

において行

うために、

法第79条第

1項に規定

する指定居

宅介護支援

事業者の指

定を併せて

受けようと

する場合を

除く。)

の場合

イ指定居

宅介護支援

事業者が当

言亥指定にイ系

る居宅介護

支援事業と

同一の事業

所において

介護予防支

援事業を行

う場合

8法第115条の31におい

て読み替えて準用する法

第70条の2第1項に規定

する指定介護予防支援事

業者の指定の更新の申請

に対する審査(当該指定

の更新に係る介護予防支

援事業と居宅介護支援事

業を同一の事業所におい

て行う事業者が法第79条

1件につき

,700円

1件につき

,700円

項に規定すi

る指定介護i

予防支援事i

業者の指定i

の申請に対i

する審査i

8法第115条の31におい

て読み替えて準用する法

第70条の2第1項に規定

する指定介護予防支援事

業者の指定の更新の申請

に対する審査

1件につき

,700円

24



  の2第1項に規定する指

  定居宅介護支援事業者の

  指定の更新を併せて受け

  ようとする場合を除く。)

  (略)

13危険物施設許可申請等関係

区分 金額

(略)

3消防

法第11

条第1

項前段

の規定

に基づ

く貯蔵

所の設

置の許

可の申

請に対

する審

査

(略)

オ浮き屋根式特定屋外タ

ンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所の

設置の許可の申請に係る

審査次に掲げる浮き屋

根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所の区分に応

じ、それぞれ次に定める

金額

(ア)危険物の貯蔵最

大数量がi,OOOキロリッ

トル以上5,000キロリッ

トル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所

及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所i件に

つきi,450,000円

(イ)危険物の貯蔵最

大数量が5,000キロリッ

トル以上m,OOOキロリ

ットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵

(略)

13危険物施設許可申請等関係

区分 金額

(略)

3消防

法第ll

条第1

項前段

の規定

に基づ

く貯蔵

所の設

置の許

可の申

請に対

する審

査

(略)

オ浮き屋根式特定屋外タ

ンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所の

設置の許可の申請に係る

審査次に掲げる浮き屋

根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所の区分に応

じ、それぞれ次に定める

金額

(ア)危険物の貯蔵最

大数量が1,000キロリッ

トル以上.5,000キロリッ

トル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所

及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所1件に

つき1,180,000円

(イ)危険物の貯蔵最

大数量が5,000キロリッ

トル以上.10,000キロリ

ットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵
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所及び浮き蓋付特定屋

外タンク貯蔵所i件

につき},720,000円

(ウ)危険物の貯蔵最

大数量がio,000キロリ

ットル以上50,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所i

件につきig20000円

(エ)危険物の貯蔵最

大数量が50,000キロリ

ットル以上ioO,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所i

件につき2,360,000円

(オ)危険物の貯蔵最

大数量がioO,000キロリ

ットル以上200,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所三

件につき2,740,000円

(カ)危険物の貯蔵最

大数量が200,000キロリ

ットル以上300,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯
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所及び浮き蓋付特定屋

外タンク貯蔵所1件

につき1,410,000円

(ウ)危険物の貯蔵最

大数量が10,000キロリ

ットル以上50,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所1

件につき1590000円

(エ)危険物の貯蔵最

大数量が50,000キロリ

ットル以上100,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所1

件につき1,950,000円

(オ)危険物の貯蔵最

大数量が!00,000キロリ

ットル以.ヒ200,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定

屋外タンク貯蔵所!

件につき2,270,000円

(カ)危険物の貯蔵最

大数量が200,000キロリ

ットル以ま200,000キロ

リットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯



     屋外タンク貯蔵所i屋外タンク貯蔵所1

     イ牛につき5,640,000円f牛につき4,550,000円

     (キ)危険物の貯蔵最(キ)危険物の貯蔵最

     大数量が300,000キロリ大数量が300,000キロリ

     ットル以上400,000キロットル以上400,000キロ

     リットル未満の浮き屋リットル未満の浮き屋

     根式特定屋外タンク貯根式特定屋外タンク貯

     蔵所及び浮き蓋付特定蔵所及び浮き蓋付特定

     屋外タンク貯蔵所i屋外タンク貯蔵所1

     件につき7240000円件につき5820000円

     (ク)危険物の貯蔵最(ク)危険物の貯蔵最

     大数量が400,000キロリ大数量が400,000キロリ

     ットル以上の浮き屋根ットル以上の浮き屋根

     式特定屋外タンク貯蔵式特定屋外タンク貯蔵

     所及び浮き蓋付特定屋所及び浮き蓋付特定屋

     外タンク貯蔵所i件外タンク貯蔵所1件

     につき8,790,000円につき7,070,000円

     (略)(略)

     (略)(略)

     14～15(略)三4～15(略)

     備考(略)備考(略)

附則

この条例は、令和6年4月1日から施行する。
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議案第26号

長岡市公民館条例の一部改正について

長岡市公民館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

中央公民館の一部を行政庁舎に用途変更すること等に伴い、教室等の一部を廃

止するとともに、使用区分等の改正を行うもの
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長岡市公民館条例の一部を改正する条例

長岡市公民館条例(昭和53年長岡市条例第5号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前

部分に記された字句を削り、次の表の改正前の欄中の表の実線で記された罫線に

対応する次の表の改正後の欄中の表の罫線が破線で記されている場合は当該罫線

を削るものとする。

改正後 改正前

別表第3(第8条関係)

長岡市中央公民館使用料

別表第3(第8条関係)

長岡市中央公民館使用料

       区分ii______1___一__1______ii使用料区分午前午後夜間       午前9時午後1時午後6時

       i:i兵1時間から正午から午後から午後
       :ii当たり)まで5時まで9時30分

       iii一まで
       和室1iii300円和室1800円1,000円900円
       和室2ii200円:和室2500円700円600円
       3A教室ii300円工作室700円!,000円900円

       3B教室iii400円視聴覚室400円500円400円
       多目的室iiii200円講座室1,200円1,600円1,400円
       1ii::
       多目的室ii200円音楽室1400円500円400円

       2iiiiii
       多目的室i200円音楽室2400円500円400円

       3iiiii
       ii30i教室600円800円700円

       iir一""""""1""一一"""†""""""t""一""""iiii302教室600円800円700円
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       「""""""i""一""""「"""…一「""""""il一一.一一.一一.一一.一」.一一.一一.一一.一一.L一.一一.一一.一一.一1.一一.一一.一一.一一.i303教室600円800円700円
       :iiiiiき_._._一、ミ_一_._.、1_._一_.1_一_._.、i304教室600円800円700円

       ii305教室600円800円700円

       一一一一一一一一一一一一一一大ホール""""""†"""一""寸"一"""""ii700円大ホール2000円2,600円2300円

       創作活動iii1400円陶芸工作1000円1,300円1200円
       室ii:1室

       備考1使用料は、市長が別に定める備考i使用時間が本表に定める使用
       それぞれ1時間又は30分の使用時間に満たない場合でも、時間

       時間の区分により、算定するも割計算は行わない。

       のとする。2創作活動室の使用に当たり電気陶芸窯を使用する場合の使用料の額は、上記の表の創作活動2陶芸工作室の使用に当たり電気陶芸窯を使用する場合の使用料の額は、上記の表の陶芸工作
       室の使用料に、電気陶芸窯の使一用1回当たり1,500円を加算した額とする。室の使用料に、電気陶芸窯の使一用1回当たり1,500円を加算した額とする。
附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

(経過措置)

2前項の規定にかかわらず、施行日から令和6年6月30日までの間に長岡市中

央公民館を使用する場合については、なお改正前の別表第3の規定の例による。

この場合において、同表中「工作室」とあるのは「3A教室」と、「視聴覚室」

とあるのは「多目的室!」と、「講座室」とあるのは「3B教室」と、「音楽

室!」とあるのは「多目的室2」と、「音楽室2」とあるのは「多目的室3」

と、「陶芸工作室」とあるのは「創作活動室」とする。
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議案第27号

長岡市児童館設置条例の廃止について

長岡市児童館設置条例を廃止する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

地域のニーズに応じ機能やサービスを柔軟に見直すため、児童福祉法上の施設

としての取扱いを改めることから、条例を廃止するもの
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長岡市児童館設置条例を廃止する条例

長岡市児童館設置条例(昭和59年長岡市条例第21号)は、廃止する。

附則

この条例は、令和7年4月1日から施行する。
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議案第28号

長岡市児童交流会館条例の一部改正について

長岡市児童交流会館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

長岡市児童館設置条例の廃止に伴い、新たに児童交流会館とする施設を加える
もの
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長岡市児童交流会館条例の一部を改正する条例

長岡市児童交流会館条例(平成17年長岡市条例第93号)の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、次の表の改正後の欄中の表の実線

で記された罫線に対応する次の表の改正前の欄中の表の罫線が破線で記されてい

る場合は当該罫線を加えものとする。

改正後

(名称及び位置)

第2条児童交流会館の名称及び位置

は、次のとおりとする。

  名称位置

  (略)

  長岡市与板ふれあい交流センター長岡市与板町与板甲339番地i
  長岡市才津児童会長岡市才津西町220

  館0番地子

  長岡市青葉台児童長岡市青葉台4丁

  会館目i5番地

(行為の制限)

第3条長岡市越路児童交流会館、長

岡市与板ふれあい交流センター、長

岡市才津児童会館及び長岡市青葉台

児童会館(以下「児童交流会館」と

いう。)においては、次に掲げる行

為をしてはならない。

改正前

(名称及び位置)

第2条児童交流会館の名称及び位置

は、次のとおりとする。

名称 位置

(略)

長岡市与板ふれあ

い交流センター

長岡市与板町与板

甲339番地1

1槽r督槽r督精興r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r』一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨r一騨rJ

一

34



(1)公の秩序又は善良な風俗に反

する行為

(2施設又は設備を損傷し、又は破

損する行為

(3)他人に危害を及ぼし、又は迷惑

となる物品若しくは動物の類を携

行する行為

(4)前3号に掲げる行為のほか、施

設の使用上又は管理上支障がある

と認められる行為

(使用の許可)

第4条長岡市越路児童交流会館又は

長岡市与板ふれあい交流センター

(以下「越路児童交流会館等」とい

う。)を使用しようとする者は、長

岡市教育委員会(以下「委員会」と

いう。)の許可を受けなければなら

ない。許可に係る事項を変更しよう

とするときも、同様とする。

(使用の不許可)

第5条(略)

(特別の設備)

第6条第4条の規定により使用の許

可を受けた者(以下「使用者」とい

う。)は、越路児童交流会館等の使

用上特別の設備を使用しようとする

ときは、あらかじめ委員会の許可を

受けなければならない。

(権利譲渡等の禁止)

第7条(略)

(使用許可の取消し等)

(使用の許可)

第3条長岡市越路児童交流会館又は

長岡市与板ふれあい交流センター

(以下「児童交流会館」とい

う。)を使用しようとする者は、長

岡市教育委員会(以下「委員会」と

いう。)の許可を受けなければなら

ない。許可に係る事項を変更しよう

とするときも、同様とする。

(使用の不許可)

第4条(略)

(特別の設備)

第5条第3条の規定により使用の許

可を受けた者(以下「使用者」とい

う。)は、児童交流会館の使

用上特別の設備を使用しようとする

ときは、あらかじめ委員会の許可を

受けなければならない。

(権利譲渡等の禁止)

第6条(略)

(使用許可の取消し等)
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第8条委員会は、次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは、使用

の許可を取り消し、若しくは変更し、

又は使用の中止を命ずることができ

 る。

(1)(略)

(2)第5条各号の規定に該当する

に至ったとき。

(3)(略)

(原状回復の義務)

第9条使用者は、越路児童交流会館

等の使用を終了したときは、直ちに

使用した施設、設備(第6条の設備

を含む。)、器具等を原状に復さな

ければならない。前条第1項の規定

により使用の許可を取り消され、若

しくは変更され、又は使用の中止を

命ぜられたときも、同様とする。

(損害賠償)

第10条児童交流会館を使用した者

は、故意又は過失により児童交流会

館の施設、設備、器具等を損傷し、

又は滅失したときは、委員会の定め

る額を賠償しなければならない。

(委任)

第11条(略)

第7条委員会は、次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは、使用

の許可を取り消し、若しくは変更し、

又は使用の中止を命ずることができ

 る。

(1)(略)

(2)第4条各号の規定に該当する

に至ったとき。

(3)(略)

(原状回復の義務)

第8条使用者は、児童交流会館

の使用を終了したときは、直ちに

使用した施設、設備(第5条の設備

を含む。)、器具等を原状に復さな

ければならない。前条第1項の規定

により使用の許可を取り消され、若

しくは変更され、又は使用の中止を

命ぜられたときも、同様とする。

(損害賠償)

第9条使用者

は、故意又は過失により児童交流会

館の施設、設備、器具等を損傷し、

又は滅失したときは、委員会の定め

る額を賠償しなければならない。

(委任)

第io条(略)

附則

この条例は、令和7年4月1日から施行する。
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議案第29号

長岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について

長岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

放課後児童クラブの運営体制維持のため、児童支援員の資格取得に係る経過措

置を延長するもの
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長岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例

長岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例(平

成26年長岡市条例第52号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

  改正後改正前

  附則附則

  1(略)1(略)

  (経過措置)(経過措置)

  2この条例の施行の日から令和7年2この条例の施行の日から令和6年

  3月31日までの間における、第93月31日までの間における、第9

  条第3項各号列記以外の部分の規条第3項各号列記以外の部分の規

  定の適用については、同項中「修了定の適用については、同項中「修了

  したもの」とあるのは、「修了ししたもの」とあるのは、「修了し

  たもの(令和7年3月31日までにたもの(令和6年3月31日までに

  修了することを予定している者を含修了することを予定している者を含

  む。)」とする。む。)」とする。

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第30号

長岡市老人デイサービスセンター設置条例の一部改正について

長岡市老人デイサービスセンター設置条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

デイサービスセンターおおの苑を廃止するとともに、各施設の利用料金の内容

を整理するため、所要の改正を行うもの
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長岡市老人デイサービスセンター設置条例の一部を改正する条例

長岡市老人デイサービスセンター設置条例(平成4年長岡市条例第33号)の一

部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分に字句が記されず、改正後部分

に字句が記されている場合は当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に

加え、改正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当

該改正前部分に記された字句を削り、次の表の改正前の欄中の表の実線で記され

た罫線に対応する次の表の改正後の欄中の表の罫線が破線で記されている場合は

当該罫線を削るものとする。

改正後

(名称及び位置)

第2条老人デイサービスセンターの

名称及び位置は、次のとおりとする。

名称 位置

(略)

(略)

(使用料)

第4条第2条の表に掲げる老人デイ

サービスセンター(以下「センター」

という。)を利用した者は、次の各号

に該当する場合は、当該各号に定め

る使用料を納入しなければならな

 い。

(!)・(2)(潤各)

(3)デイサービス事業のサービス

改正前

(名称及び位置)

第2条老人デイサービスセンターの

名称及び位置は、次のとおりとする。

  名称位置

  (略)

  長岡市デイサービ長岡市栃尾大野町

  スセンターおおの3丁目4番2号 
 

皐夕巳

  (略)

(使用料)

第4条第2条の表に掲げる老人デイ

サービスセンター(以下「センター」

という。)を利用した者は、次の各号

に該当する場合は、当該各号に定め

る使用料を納入しなければならな

 い。

(1)・(2)(田各)
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  の提供に伴い必要となる費用であ

  って利用者の負担とするのが適当

  な費用及び便宜の供与に要する費

  の提供に伴い必要となる費用であ

  って利用者の負担とするのが適当

  な費用及び便宜の供与に要する費

  用等第4条第1項第3号の額に

  準じて市長が別に定める額4・5(略)4・5(略)
附則

この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第2条の表の改正規定

は、令和7年4月!日から施行する。
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長岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例

長岡市国民健康保険条例(昭和34年長岡市条例第3号)の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前

部分に記された字句を削るものとする。

  改正後改正前

  (基礎賦課総(一般被保険者に係る基礎賦課総

  額)額)

  第12条保険料の賦課額のうち第12条保険料の賦課額のうち一般被

  保険者法附則第7条第1項に規定

  する退職被保険者等(以下「退職被

  保険者等」という。)以外の被保険

  基礎者をいう。以下同じ。)に係る基礎

  賦課額(第19条、第19条の3及び第賦課額(第19条、第19条の3及び第

  19条の4の規定により基礎賦課額を!9条の4の規定により基礎賦課額を

  減額するものとした場合にあって減額するものとした場合にあって

  は、その減額することとなる額を含は、その減額することとなる額を含

  む。)の総額(以下「基礎賦課総額」む。)の総額(以下「基礎賦課総額」

  という。)は、第1号に掲げる額のという。)は、第1号に掲げる額の

  見込額から第2号に掲げる額の見込見込額から第2号に掲げる額の見込

  額を控除した額を基準として算定し額を控除した額を基準として算定し

  た額とする。た額とする。

  (1)当該年度における次に掲げる(i)当該年度における次に掲げる

  額の合算額額の合算額

  ア療養の給付に要する費用ア療養の給付に要する費用(一

  般被保険者に係るものに限る。)
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の額から当該給付に係る一部負

担金に相当する額を控除した額

並びに入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、

特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支

給に要する費用

 の額

イ国民健康保険事業費納付金

(法附則第7条の規定により読

み替えられた法第75条の7第1

項の国民健康保険事業費納付金

をいう。以下この条において同

じ。)の納付に要する費用(新

潟県(以下「県」という。)

の国民

健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者医療確保法

の規定による後期高齢者支援金

等(以下「後期高齢者支援金等」

という。)、高齢者医療確保法

の規定による病床転換支援金等

(以下「病床転換支援金等」と

いう。)及び介護保険法(平成

9年法律第123号)の規定による

納付金(以下「介護納付金」と

いう。)の納付に要する費用に

充てる部分を除く。)の額

ウ～オ(略)

カアからオに掲げるもののほ
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の額から当該給付に係る一部負

担金に相当する額を控除した額

並びに入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、

特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支

給に要する費用(一般被保険者

に係るものに限る。)の額

イ国民健康保険事業費納付金

(法附則第22条の規定により読

み替えられた法第75条の7第1

項の国民健康保険事業費納付金

をいう。以下この条において同

じ。)の納付に要する費用(新

潟県(以下「県」という。)が

行う国民健康保険の一般被保険

者に係るものに限り、県の国民

健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者医療確保法

の規定による後期高齢者支援金

等(以下「後期高齢者支援金等」

という。)、高齢者医療確保法

の規定による病床転換支援金等

(以下「病床転換支援金等」と

いう。)及び介護保険法(平成

9年法律第123号)の規定による

納付金(以下「介護納付金」と

いう。)の納付に要する費用に

充てる部分を除く。)の額

ウ～オ(略)

カアからオに掲げるもののほ



か、国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)の額

(

国民健

康保険事業費納付金の納付に要

する費用(県の国民健康保険に

関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等及び病床

転換支援金等並びに介護納付金

の納付に要する費用に充てる部

分に限る。)

を

除く。)

(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア(略)

イ法附則第7条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民

健康保険事業費納付金の納付に

要する費用(県の国民健康保険

か、国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)の額

(退職被保険者等に係る療養の

給付に要する費用の額から当該

給付に係る一部負担金に相当す

る額を控除した額並びに入院時

食事療養費、入院時生活療養費、

保険外併用療養費、療養費、訪

問看護療養費、特別療養費、移

送費、高額療養費及び高額介護

合算療養費の支給に要する費用

の額並びに県が行う国民健康保

険の一般被保険者に係る国民健

康保険事業費納付金の納付に要

する費用(県の国民健康保険に

関する特別会計において負担す

る後期高齢者支援金等及び病床

転換支援金等並びに介護納付金

の納付に要する費用に充てる部

分に限る。)及び退職被保険者

等に係る国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用の額を

除く。)

(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア(略)

イ法附則第22条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民

健康保険事業費納付金の納付に

要する費用(県の国民健康保険
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に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床

転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分

に限る。以下このイにおいて同

じ。)に係るものを除く。)及

び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金(国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。)の額

ウ法第75条の2第1項の国民健

康保険給付費等交付金

 の額

エアからウに掲げるもののほ

か、国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)のた

めの収入(

法

第72条の3第!項、第72条の3

の2第!項及び第72条の3の3

第1項の規定による繰入金
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に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床

転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用に充てる部分

に限る。以下このイにおいて同

じ。)に係るものを除く。)及

び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金(国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。)の額

ウ法第75条の2第1項の国民健

康保険給付費等交付金(エにお

いて「国民健康保険保険給付費

等交付金」という。)(退職被

保険者等の療養の給付等に要す

る費用法附則第22条の規定に

より読み替えられた法第70条第

1項に規定する療養の給付等に

要する費用をいう。以下同じ。)

に係るものを除く。)の額

エアからウに掲げるもののほ

か、国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執

行に要する費用を除く。)のた

めの収入(法附則第9条第1項

の規定により読み替えられた法

第72条の3第!項、第72条の3

の2第!項及び第72条の3の3

第1項の規定による繰入金並び

に国民健康保険保険給付費等交

付金(退職被保険者等の療養の

給付等に要する費用に係るもの



(

を除く。)の額

基礎賦課額)

第12条の2 保険料の賦課額のうち

基礎賦課額は、当

該世帯に属する被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額

の

の

るすと額

計

合
(

基礎賦課額の

所得割額の算定)

第13条前条の所得割額は、被保険者

に係る賦課期日の属する年の前

年の所得に係る地方税法(昭和25年

法律第226号)第314条の2第1項に

規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額(同法附則第33条の

2第5項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額(同法附則第35

条の2の6第8項又は第11項の規定

の適用がある場合には、その適用後

の金額)、同法附則第33条の3第5

項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額、同法附則第34条第4項に

規定する長期譲渡所得の金額(租税

特別措置法(昭和32年法律第26号)

第33条の4第1項若しくは第2項、

に限る。)を除く。)の額

(一般被保険者に係る基礎賦課額)

第12条の2保険料の賦課額のうち一

般被保険者に係る基礎賦課額は、当

該世帯に属する一般被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額(一

般被保険者と退職被保険者等とが同

一の世帯に属する場合には、当該世

帯を一般被保険者の属する世帯とみ

なして算定した世帯別平等割額)の

合計額とする。

(一般被保険者に係る基礎賦課額の

所得割額の算定)

第13条前条の所得割額は、一般被保

険者に係る賦課期日の属する年の前

年の所得に係る地方税法(昭和25年

法律第226号)第314条の2第!項に

規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額(同法附則第33条の

2第5項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額(「司法附則第35

条の2の6第8項又は第11項の規定

の適用がある場合には、その適用後

の金額)、「司法附則第33条の3第5

項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額、同法附則第34条第4項に

規定する長期譲渡所得の金額(租税

特別措置法(昭和32年法律第26号)

第33条の4第1項若しくは第2項、

47



第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第1

項又は第36条の規定の適用がある場

合には、これらの規定の適用により

同法第31条第1項に規定する長期譲

渡所得の金額から控除する金額を控

除した金額)、地方税法附則第35条

第5項に規定する短期譲渡所得の金

額(租税特別措置法第33条の4第1

項若しくは第2項、第34条第1項、

第34条の2第1項、第34条の3第1

項、第35条第1項又は第36条の規定

の適用がある場合には、これらの規

定の適用により同法第32条第1項に

規定する短期譲渡所得の金額から控

除する金額を控除した金額)、地方

税法附則第35条の2第5項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金

額(同法附則第35条の3第!5項の規

定の適用がある場合には、その適用

後の金額)、同法附則第35条の2の

2第5項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額(同法附則第35

条の2の6第11項又は第35条の3第

13項若しくは第15項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額)、

同法附則第35条の4第4項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額

(同法附則第35条の4の2第7項の

規定の適用がある場合には、その適

用後の金額)、外国居住者等の所得

第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第1

項又は第36条の規定の適用がある場

合には、これらの規定の適用により

同法第31条第1項に規定する長期譲

渡所得の金額から控除する金額を控

除した金額)、地方税法附則第35条

第5項に規定する短期譲渡所得の金

額(租税特別措置法第33条の4第1

項若しくは第2項、第34条第1項、

第34条の2第1項、第34条の3第1

項、第35条第1項又は第36条の規定

の適用がある場合には、これらの規

定の適用により同法第32条第1項に

規定する短期譲渡所得の金額から控

除する金額を控除した金額)、地方

税法附則第35条の2第5項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金

額(同法附則第35条の3第15項の規

定の適用がある場合には、その適用

後の金額)、同法附則第35条の2の

2第5項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額(「司法附則第35

条の2の6第!1項又は第35条の3第

13項若しくは第15項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額)、

同法附則第35条の4第4項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額

(同法附則第35条の4の2第7項の

規定の適用がある場合には、その適

用後の金額)、外国居住者等の所得
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に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律(昭和37年法

律第144号)第8条第2項(同法第1

2条第5項及び第16条第2項におい

て準用する場合を含む。第19条第1

項第1号において同じ。)に規定す

る特例適用利子等の額、同法第8条

第4項(同法第12条第6項及び第16

条第3項において準用する場合を含

む。同号において同じ。)に規定す

る特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律

(昭和腿年法律第46号。第19条にお

いて「租税条約等実施特例法」とい

う。)第3条の2の2第10項に規定

する条約適用利子等の額及び同条第

12項に規定する条約適用配当等の額

をいう。以下この条において同じ。)

の合計額から地方税法第3!4条の2

第2項の規定による控除をして得た

額(その額に1,000円未満の端数があ

るとき又はその全額が1,000円未満

であるときは、その端数金額又は全

額を切り捨てる。)(以下「基礎控

除後の総所得金額等」という。)に、

第15条第1項第1号の所得割の保険

料率を乗じて算定する。

2(略)

(基礎賦課額の

保険料率)

第15条 基礎賦課

に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律(昭和37年法

律第144号)第8条第2項(同法第1

2条第5項及び第16条第2項におい

て準用する場合を含む。第19条第1

項第1号において同じ。)に規定す

る特例適用利子等の額、同法第8条

第4項(同法第12条第6項及び第16

条第3項において準用する場合を含

む。同号において同じ。)に規定す

る特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関する法律

(昭和44年法律第46号。第19条にお

いて「租税条約等実施特例法」とい

う。)第3条の2の2第10項に規定

する条約適用利子等の額及び同条第

12項に規定する条約適用配当等の額

をいう。以下この条において同じ。)

の合計額から地方税法第314条の2

第2項の規定による控除をして得た

額(その額に1,000円未満の端数があ

るとき又はその全額が1,000円未満

であるときは、その端数金額又は全

額を切り捨てる。)(以下「基礎控

除後の総所得金額等」という。)に、

第i5条第1項第1号の所得割の保険

料率を乗じて算定する。

2(略)

(一般被保険者に係る基礎賦課額の

保険料率)

第15条一般被保険者に係る基礎賦課
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額の保険料率は、次のとおりとする。

(1)(略)

(2)被保険者均等割

基礎賦課総額のioO分の3

5に相当する額を当該年度の賦課

期日現在における被保険者の

数で除して得た額

(3)世帯別平等割アからウまで

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれアからウまでに定めるところ

により算定した額

アイ又はウに掲げる世帯以外の

世帯基礎

賦課総額の100分の15に相当す

る額を当該年度の賦課期日現在

における被保険者が属する

世帯の数から特定同一世帯所属

者(法第6条第8号に該当した

ことにより被保険者の資格を喪

失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して

同一の世帯に属するものをい

う。以下同じ。)と同一の世帯

に属する被保険者が属する

世帯であって同日の属する月

(以下「特定月」という。)以

後5年を経過する月までの間に

あるもの(当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下

「特定世帯」という。)の数に

2分の!を乗じて得た数と特定

同一世帯所属者と同一の世帯に

額の保険料率は、次のとおりとする。

(1)(略)

(2)被保険者均等割一般被保険

者に係る基礎賦課総額の100分の3

5に相当する額を当該年度の賦課

期日現在における一般被保険者の

数で除して得た額

(3)世帯別平等割アからウまで

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれアからウまでに定めるところ

により算定した額

アイ又はウに掲げる世帯以外の

世帯一般被保険者に係る基礎

賦課総額の100分の15に相当す

る額を当該年度の賦課期日現在

における一般被保険者が属する

世帯の数から特定同一世帯所属

者(法第6条第8号に該当した

ことにより被保険者の資格を喪

失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して

同一の世帯に属するものをい

う。以下同じ。)と同一の世帯

に属する一般被保険者が属する

世帯であって同日の属する月

(以下「特定月」という。)以

後5年を経過する月までの問に

あるもの(当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下

「特定世帯」という。)の数に

2分の!を乗じて得た数と特定

同一世帯所属者と同一の世帯に
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属する被保険者が属する世

帯であって特定月以後5年を経

過する月の翌月から特定月以後

8年を経過する月までの間にあ

るもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。以下「特

定継続世帯」という。)の数に

4分の1を乗じて得た数の合計

数を控除した数で除して得た額

イ・ウ(略)

2・3(略)

属する一般被保険者が属する世

帯であって特定月以後5年を経

過する月の翌月から特定月以後

8年を経過する月までの間にあ

るもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。以下「特

定継続世帯」という。)の数に

4分の1を乗じて得た数の合計

数を控除した数で除して得た額

イ・ウ(略)

2・3(略)

(退職被保険者等に係る基礎賦課

額)

第15条の2 保険料の賦課額のうち退

職被保険者等に係る基礎賦課額は、

当該世帯に属する退職被保険者等に

つき算定した所得割額及び被保険者

均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額

の合計額(退職被保険者等と一般被

保険者とが同一の世帯に属する場合

には、所得割額及び被保険者均等割

額の合算額の総額)とする。

(退職被保険者等に係る基礎賦課額

の所得割額の算定)

第15条の3前条の所得割額は、退職

被保険者等に係る基礎控除後の総所

得金額等に、第15条第1項第1号の

所得割の保険料率を乗じて算定す

 る。

(退職被保険者等に係る基礎賦課額

の被保険者均等割額の算定)

51



(基礎賦課限度額)

第15条の4第15条の2の被保険者均

等割額は、第15条第1項の規定によ

り算定した額と同額とする。

(退職被保険者等に係る基礎賦課額

の世帯別平等割額の算定)

第15条の4の2第15条の2の世帯別

平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額とする。

(i)次号又は第3号に掲げる世帯

以外の世帯第15条第1項第3号

アに定めるところにより算定した

麺

(2)特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する退職被保険者の属す

る世帯であって特定月以後5年を

経過する月までの間にあるもの

(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)第15条第1項

第3号イに定めるところにより算

定した額

(3)特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する退職被保険者の属す

る世帯であって特定月以後5年を

経過する月の翌月から特定月以後

8年を経過する月までの問にある

もの(当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。)第15条第

i項第3号ウに定めるところによ

り算定した額

(基礎賦課限度額)
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第15条の5第12条の2

の基礎賦課額

は、65万円を超えること

ができない。

(後期高齢者支

援金等賦課総額)

第15条の5の2保険料の賦課額のう

ち後期高齢者支

援金等賦課額(第19条、第19条の3

及び第19条の4の規定により後期高

齢者支援金等賦課額を減額するもの

とした場合にあっては、その減額す

ることとなる額を含む。)の総額(以

下「後期高齢者支援金等賦課総額」

という。)は、第1号に掲げる額の

見込額から第2号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定し

た額とする。

(1)当該年度における国民健康保

険事業費納付金の納付に要する費

用(県の国民健康保険に関する特

別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用に係る部分

 に限る。

次号において同じ。)の額

第15条の5第12条の2又は第15条の

2の基礎賦課額(一般被保険者と退

職被保険者等が同一の世帯に属する

場合には、第12条の2の基礎賦課額

と第15条の2の基礎賦課額との合算

額をいう。第18条及び第19条におい

て同じ。)は、65万円を超えること

ができない。

(一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課総額)

第15条の5の2保険料の賦課額のう

ち一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額(第19条、第19条の3

及び第19条の4の規定により後期高

齢者支援金等賦課額を減額するもの

とした場合にあっては、その減額す

ることとなる額を含む。)の総額(以

下「後期高齢者支援金等賦課総額」

という。)は、第1号に掲げる額の

見込額から第2号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定し

た額とする。

(i)当該年度における国民健康保

険事業費納付金の納付に要する費

用(県の国民健康保険に関する特

別会計において負担する後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用に係る部分で

あって、県が行う国民健康保険の

一般被保険者に係るものに限る。

次号において同じ。)の額
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(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア法附則第7条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民

健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)

及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用

に係るものに限る。)の額

イアに掲げるもののほか、国民

健康保険事業に要する費用(国

民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。)のため

の収入(

第法

72条の3第1項、第72条の3の

2第1項及び第72条の3の3第

1項の規定による繰入金を除

く。)の額

(後期高齢者支

援金等賦課額)

第15条の5の3保険料の賦課額のう

ち後期高齢者支援金等賦課額は、当

該世帯に属する被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額

(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア法附則第22条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民

健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)

及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用

に係るものに限る。)の額

イアに掲げるもののほか、国民

健康保険事業に要する費用(国

民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。)のため

の収入(法附則第9条第1項の

規定により読み替えられた法第

72条の3第1項、第72条の3の

2第1項及び第72条の3の3第

1項の規定による繰入金を除

く。)の額

(一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額)

第!5条の5の3保険料の賦課額のう

ち後期高齢者支援金等賦課額は、当

該世帯に属する一般被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額(一

般被保険者と退職被保険者等とが同

一の世帯に属する場合には、当該世

帯を一般被保険者の属する世帯とみ
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の

の

るすと額

計

合
(

後期高齢者支

援金等賦課額の所得割額の算定)

第15条の5の4前条の所得割額は、

被保険者に係る賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に、次条の所得割の

保険料率を乗じて算定する。

(後期高齢者支

援金等賦課額の保険料率)

第15条の5の5

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。

(1)所得割後期高齢者支援金等

賦課総額の100分の50に相当する

額を被保険者に係る基礎控除

後の総所得金額等(国民健康保険

法施行令第29条の7第3項第4号

ただし書に規定する場合にあって

は、国民健康保険法施行規則第32

条の9の2に規定する方法により

補正された後の金額とする。)の

総額で除して得た数

(2)被保険者均等割後期高齢者

支援金等賦課総額の100分の35に

相当する額を当該年度の賦課期日

現在における被保険者の数で

除して得た額

(3)世帯別平等割アからウまで

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれアからウまでに定めるところ

なして算定した世帯別平等割額)の

合計額とする。

(一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額の所得割額の算定)

第15条の5の4前条の所得割額は、

一般被保険者に係る賦課期日の属す

る年の前年の所得に係る基礎控除後

の総所得金額等に、次条の所得割の

保険料率を乗じて算定する。

(一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額の保険料率)

第15条の5の5一般被保険者に係る

後期高齢者支援金等賦課額の保険料

率は、次のとおりとする。

(i)所得割後期高齢者支援金等

賦課総額の100分の50に相当する

額を一般被保険者に係る基礎控除

後の総所得金額等(国民健康保険

法施行令第29条の7第3項第4号

ただし書に規定する場合にあって

は、国民健康保険法施行規則第32

条の9の2に規定する方法により

補正された後の金額とする。)の

総額で除して得た数

(2)被保険者均等割後期高齢者

支援金等賦課総額の100分の35に

相当する額を当該年度の賦課期日

現在における一般被保険者の数で

除して得た額

(3)世帯別平等割アからウまで

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれアからウまでに定めるところ

55



により算定した額

アイ又はウに掲げる世帯以外の

世帯後期

高齢者支援金等賦課総額の100

分の15に相当する額を当該年度

の賦課期日現在における被保険

者が属する世帯の数から特

定世帯の数に2分の1を乗じて

得た数と特定継続世帯の数に4

分の1を乗じて得た数の合計数

を控除した数で除して得た額

イ・ウ(略)

2・3(略)

により算定した額

アイ又はウに掲げる世帯以外の

世帯一般被保険者に係る後期

高齢者支援金等賦課総額の100

分の15に相当する額を当該年度

の賦課期日現在における一般被

保険者が属する世帯の数から特

定世帯の数に2分の1を乗じて

得た数と特定継続世帯の数に4

分の1を乗じて得た数の合計数

を控除した数で除して得た額

イ・ウ(略)

2・3(略)

(退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額)

第15条の5の6保険料の賦課額のう

ち退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額は、当該世帯に属す

る退職被保険者等につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額の合算

額の総額並びに当該世帯につき算定

した世帯別平等割額の合計額(退職

被保険者等と一般被保険者とが同一

の世帯に属する場合には、所得割額

及び被保険者均等割額の合算額の総

額)とする。

(退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額の所得割額の算定)

第15条の5の7前条の所得割額は、

退職被保険者等に係る基礎控除後の

総所得金額等に、第15条の5の5第

i項第1号の所得割の保険料率を乗
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じて算定する。

(退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額の被保険者均等割額

の算定)

第15条の5の8第15条の5の6の被

保険者均等割額は、第15条の5の5

第1項第2号の規定により算定した

額と同額とする。

(退職被保険者等に係る後期高齢者

支援金等賦課額の世帯別平等割額の

算定)

第15条の5の9 第15条の5の6の世

帯別平等割額は、次の各号に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める額とする。

(i)次号又は第3号に掲げる世帯

以外の世帯第15条の5の5第1

項第3号アに定めるところにより

算定した額

(2)特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する退職被保険者の属す

る世帯であって特定月以後5年を

経過する月までの間にあるもの

(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)第15条の5の

5第1項第3号イに定めるところ

により算定した額

(3)特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する退職被保険者の属す

る世帯であって特定月以後5年を

経過する月の翌月から特定月以後

8年を経過する月までの問にある
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(後期高齢者支援金等賦課限度額)

第15条の5の10第15条の5の3

の後期高齢者支援金

等賦課額

は、24万円を超えることが

できない。

(介護納付金賦課総額)

第15条の6保険料の賦課額のうち介

護納付金賦課額(第19条及び第19条

の4の規定により介護納付金賦課額

を減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含

む。)の総額(以下「介護納付金賦

課総額」という。)は、第1号に掲

げる額の見込額から第2号に掲げる

額の見込額を控除した額を基準とし

て算定した額とする。

(1)(略)

(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア法附則第7条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民

もの(当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。)第15条の

5の5第1項第3号ウに定めると

ころにより算定した額

(後期高齢者支援金等賦課限度額)

第i5条の5の10第15条の5の3又は

第i5条の5の6の後期高齢者支援金

等賦課額(一般被保険者と退職被保

険者等が同一の世帯に属する場合に

は、第15条の5の3の後期高齢者支

援金等賦課額と第15条の5の6の後

期高齢者支援金等賦課額との合算額

をいう。第18条及び第19条において

.回』Lは、22万円を超えることが

できない。

(介護納付金賦課総額)

第15条の6保険料の賦課額のうち介

護納付金賦課額(第19条及び第19条

の4の規定により介護納付金賦課額

を減額するものとした場合にあって

は、その減額することとなる額を含

む。)の総額(以下「介護納付金賦

課総額」という。)は、第!号に掲

げる額の見込額から第2号に掲げる

額の見込額を控除した額を基準とし

て算定した額とする。

(1)(略)

(2)当該年度における次に掲げる

額の合算額

ア法附則第22条の規定により読

み替えられた法第75条の規定に

より交付を受ける補助金(国民
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健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)

及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用

に係るものに限る。)の額

イアに掲げるもののほか、国民

健康保険事業に要する費用(国

民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。)のため

の収入(

法第

72条の3第1項及び第72条の3

の3第1項の規定による繰入金

を除く。)の額

(賦課期日後において納付義務の発

生、消滅又は被保険者数の異動等が

あった場合)

第!8条保険料の賦課期日後に納付義

務が発生し、又は一世帯に属する被

保険者数が増加し、若しくは減少し、

若しくは一世帯に属する被保険者が

介護納付金賦課被保険者となった若

しくは介護納付金賦課被保険者でな

くなった、若しくは国民健康保険法

施行令第29条の7の2第2項に規定

する特例対象被保険者等(以下「特

例対象被保険者等」という。)とな

った

場合における当該納付義

務者に係る第!2条の2若しくは

第15条の5の3

健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。)

及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金(国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用

に係るものに限る。)の額

イアに掲げるもののほか、国民

健康保険事業に要する費用(国

民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に限る。)のため

の収入(法附則第9条第1項の

規定により読み替えられた法第

72条の3第1項及び第72条の3

の3第1項の規定による繰入金

を除く。)の額

(賦課期日後において納付義務の発

生、消滅又は被保険者数の異動等が

あった場合)

第18条保険料の賦課期日後に納付義

務が発生し、又は一世帯に属する被

保険者数が増加し、若しくは減少し、

若しくは一世帯に属する被保険者が

介護納付金賦課被保険者となった若

しくは介護納付金賦課被保険者でな

くなった、若しくは国民健康保険法

施行令第29条の7の2第2項に規定

する特例対象被保険者等(以下「特

例対象被保険者等」という。)とな

った若しくは特例対象被保険者等で

なくなった場合における当該納付義

務者に係る第!2条の2、第15条の2、

第i5条の5の3若しくは第15条の5
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の額(被保険者数が増加し、若

しくは減少した場合(特定同一世帯

所属者に該当することにより被保険

者数が減少した場合を除く。)又は

特例対象被保険者等となった場合に

おける当該納付義務者に係る世帯別

平等割額を除く。)若しくは第15条

の7の額又は次条第1項各号(同条

第3項又は第4項の規定により読み

替えて準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。)に定める額、第19条

の3第1項(同条第3項の規定によ

り読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。)に定める第15

条の基礎賦課額

の被保険者均等割の保険料率にそれ

ぞれ10分の5を乗じて得た額、第19

条の3第4項第1号(同条第6項の

規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。)に定

める額、第19条の4第1項各号(同

条第3項又は第4項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。次項

において同じ。)に定める額若しく

は同条第5項各号(同条第7項又は

第8項の規定により読み替えて準用

する場合を含む。次項において同

じ。)に定める額の算定は、それぞ

れ、その納付義務が発生し、又は被

保険者数が増加若しくは減少し

た日(法第6条第1号から第8号ま

での規定のいずれかに該当したこと

の6の額(被保険者数が増加し、若

しくは減少した場合(特定同一世帯

所属者に該当することにより被保険

者数が減少した場合を除く。)又は

特例対象被保険者等となった場合に

おける当該納付義務者に係る世帯別

平等割額を除く。)若しくは第15条

の7の額又は次条第1項各号(同条

第3項又は第4項の規定により読み

替えて準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。)に定める額、第19条

の3第1項(同条第3項の規定によ

り読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。)に定める第15

条若しくは第15条の4の基礎賦課額

の被保険者均等割の保険料率にそれ

ぞれ10分の5を乗じて得た額、第19

条の3第4項第1号(同条第6項の

規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。)に定

める額、第19条の4第1項各号(同

条第3項又は第4項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。次項

において同じ。)に定める額若しく

は同条第5項各号(同条第7項又は

第8項の規定により読み替えて準用

する場合を含む。次項において同

じ。)に定める額の算定は、それぞ

れ、その納付義務が発生し、又は被

保険者数が増加し、若しくは減少し

た日(法第6条第1号から第8号ま

での規定のいずれかに該当したこと
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により被保険者数が減少した場合に

おいては、その減少した日が月の初

日であるときに限り、その前日とす

る。)又は一世帯に属する被保険者

が介護納付金賦課被保険者となった

若しくは介護納付金賦課被保険者で

なくなった日又は特例対象被保険者

等となった

日の属する月か

ら、月割をもって行う。

2保険料の賦課期日後に納付義務が

消滅した場合における当該納付義務

者に係る第12条の2若しくは

第15条の5の3

の額又は第15条の7の額又は次

条第1項各号に定める額、第19条の

3第1項に定める第15条

の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率にそれぞれ10分の5

を乗じて得た額、第19条の3第4項

第!号に定める額、第19条の4第1

項各号に定める額若しくは同条第5

項各号に定める額の算定は、その納

付義務が消滅した日(法第6条第1

号から第8号までの規定のいずれか

に該当したことにより納付義務が消

滅した場合においては、その消滅し

た日が月の初日であるときに限り、

その前日とする。)の属する月の前

月まで、月割りをもって行う。

(低所得者の保険料の減額)

第19条次の各号に該当する納付義務

により被保険者数が減少した場合に

おいては、その減少した日が月の初

日であるときに限り、その前日とす

る。)又は一世帯に属する被保険者

が介護納付金賦課被保険者となった

若しくは介護納付金賦課被保険者で

なくなった日又は特例対象被保険者

等となった若しくは特例対象被保険

者等ではなくなった日の属する月か

ら、月割をもって行う。

2保険料の賦課期日後に納付義務が

消滅した場合における当該納付義務

者に係る第12条の2、第15条の2、

第i5条の5の3若しくは第15条の5

の6の額又は第15条の7の額又は次

条第1項各号に定める額、第19条の

3第1項に定める第15条若しくは第

15条の4の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率にそれぞれ10分の5

を乗じて得た額、第19条の3第4項

第!号に定める額、第19条の4第!

項各号に定める額若しくは同条第5

項各号に定める額の算定は、その納

付義務が消滅した日(法第6条第1

号から第8号までの規定のいずれか

に該当したことにより納付義務が消

滅した場合においては、その消滅し

た日が月の初日であるときに限り、

その前日とする。)の属する月の前

月まで、月割りをもって行う。

(低所得者の保険料の減額)

第19条次の各号に該当する納付義務
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者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は、第12条の2

の基礎賦課額から、それ

ぞれ当該各号に掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)とす

 る。

(1)(略)

(2)前号に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の

合算額が、地方税法第314条の2第

2項第1号に定める金額(世帯主

等のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあっては、同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数か

ら1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加えた金額)と29万5,

000円に当該年度の保険料賦課期

日(賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合にはその発生し

た日とする。)現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額とを合算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義

務者であって前号に該当する者以

外のものアに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち当該年

度の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされる者の数を

乗じて得た額とイに掲げる額とを

者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は、第12条の2又は

第i5条の2の基礎賦課額から、それ

ぞれ当該各号に掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)とす

 る。

(1)(略)

(2)前号に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の

合算額が、地方税法第314条の2第

2項第1号に定める金額(世帯主

等のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあっては、同号に定め

る金額に当該給与所得者等の数か

ら1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加えた金額)と29万円

に当該年度の保険料賦課期

日(賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合にはその発生し

た日とする。)現在において当該

世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額とを合算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義

務者であって前号に該当する者以

外のものアに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち当該年

度の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされる者の数を

乗じて得た額とイに掲げる額とを
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合算した額

ア・イ(略)

(3)第1号に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の2

第2項第1号に定める金額(世帯

主等のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、同号に定

める金額に当該給与所得者等の数

から1を減じた数に10万円を乗じ

て得た金額を加えた金額)と54万

5,000円に当該年度の保険料賦課

期日(賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生

した日)現在において当該世帯に

属する被保険者の数と特定同一世

帯所属者の数の合計数を乗じて得

た額とを合算した金額を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者で

あって前2号に該当する者以外の

ものアに掲げる額に当該世帯に

属する被保険者のうち当該年度の

基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされる者の数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算

した額

ア・イ(略)

2次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち

後期高齢者支援金等賦課額は、第15

条の5の3又は第15条の5の6の後

合算した額

ア・イ(略)

(3)第1号に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額

の合算額が、地方税法第314条の2

第2項第1号に定める金額(世帯

主等のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、同号に定

める金額に当該給与所得者等の数

から1を減じた数に10万円を乗じ

て得た金額を加えた金額)と53万

5,000円に当該年度の保険料賦課

期日(賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生

した日)現在において当該世帯に

属する被保険者の数と特定同一世

帯所属者の数の合計数を乗じて得

た額とを合算した金額を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者で

あって前2号に該当する者以外の

ものアに掲げる額に当該世帯に

属する被保険者のうち当該年度の

基礎賦課額の被保険者均等割額の

算定の対象とされる者の数を乗じ

て得た額とイに掲げる額とを合算

した額

ア・イ(略)

2次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち

後期高齢者支援金等賦課額は、第15

条の5の3又は第!5条の5の6の後

63



期高齢者支援金等賦課額から、それ

ぞれ当該各号に掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が24万

円を超える場合には、24万円)とす

 る。

3～5(略)

(未就学児の被保険者均等割額の減

額)

第19条の3当該年度において、その

世帯に6歳に達する日以後の最初の

3月31日以前である被保険者(以下

「未就学児」という。)がある場合

における当該被保険者に係る当該年

度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額は、第15条の基礎

賦課額の被保険者均等割の保険料率

から、当該保険料率に、それぞれ、1

0分の5を乗じて得た額(第15条第2

項の規定により端数の切り上げを行

った後の額とする。)を控除して得

た額とする(第4項に掲げる場合を

除く。)。

2(略)

3前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第15条

」とあるのは「第i5条の

5の5」と

、前項中「第三5条

期高齢者支援金等賦課額から、それ

ぞれ当該各号に掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が22万

円を超える場合には、22万円)とす

 る。

3～5(略)

(未就学児の被保険者均等割額の減

額)

第ig条の3当該年度において、その

世帯に6歳に達する日以後の最初の

3月31日以前である被保険者(以下

「未就学児」という。)がある場合

における当該被保険者に係る当該年

度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額は、第15条又は第15条の4の基礎

賦課額の被保険者均等割の保険料率

から、当該保険料率に、それぞれ、1

0分の5を乗じて得た額(第15条第2

項の規定により端数の切り上げを行

った後の額とする。)を控除して得

た額とする(第4項に掲げる場合を

除く。)。

2(略)

3前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第15条又は

第i5条の4」とあるのは「第15条の

5の5又は第15条の5の8」と、「第

i5条第2項」とあるのは「第15条の

5の5第2項」と、前項中「第15条
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第3項」とあるのは「第15条の5の

5第3項」と読み替えるものとする。

4当該年度において、第19条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学

児がある場合における当該未就学児

に係る当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額は、第1号に掲げる

額から第2号に掲げる額を控除して

得た額とする。

(1)第15条の基礎

賦課額の被保険者均等割の保険料

率から、当該保険料率に第19条第

1項各号に規定する場合に応じて

それぞれ同項各号アに掲げる割合

を乗じて得た額(第15条第2項の

規定により端数の切り上げを行っ

た後の額とする。)を控除して得

 た額

(2)(略)

5(略)

6前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第4項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第15条

」とあるのは「第三5条の

5の5」と

、前項中「第お条

第3項」とあるのは「第15条の5の

5第3項」と読み替えるものとする。

第3項」とあるのは「第15条の5の

5第3項」と読み替えるものとする。

4当該年度において、第19条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に未就学

児がある場合における当該未就学児

に係る当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額は、第1号に掲げる

額から第2号に掲げる額を控除して

得た額とする。

(1)第15条又は第15条の4の基礎

賦課額の被保険者均等割の保険料

率から、当該保険料率に第19条第

i項各号に規定する場合に応じて

それぞれ同項各号アに掲げる割合

を乗じて得た額(第15条第2項の

規定により端数の切り上げを行っ

た後の額とする。)を控除して得

 た額

(2)(略)

5(略)

6前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第4項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第15条又は

第i5条の4」とあるのは「第15条の

5の5又は第15条の5の8」と、「第

i5条第2項」とあるのは「第15条の

5の5第2項」と、前項中「第!5条

第3項」とあるのは「第15条の5の

5第3項」と読み替えるものとする。
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(出産被保険者の保険料の減額)

第19条の4当該年度において、世帯

に出産被保険者(国民健康保険法施

行令第29条の7第5項第8号に規定

する出産被保険者をいう。以下同

じ。)がある場合における当該世帯

の納付義務者に対して課する保険料

の賦課額のうち基礎賦課額は、第12

条の2の基礎賦課額

から、次の各号の合算額を減額して

得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)とす

る(第5項に掲げる場合を除く。)。

(1)・(2)(略)

2(略)

3前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第12条の2

」とあるのは「第欝

条の5の3」と、

「65万円」とあるのは「24万円」と、

第2項中「第!5条」とあるのは「第

15条の5の5」と読み替えるものと

する。

4第!項及び第2項の規定は、介護

納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「規

定する出産被保険者をいう。以下同

じ。」とあるのは「規定する出産被

保険者(介護納付金賦課被保険者で

(出産被保険者の保険料の減額)

第ig条の4当該年度において、世帯

に出産被保険者(国民健康保険法施

行令第29条の7第5項第8号に規定

する出産被保険者をいう。以下同

じ。)がある場合における当該世帯

の納付義務者に対して課する保険料

の賦課額のうち基礎賦課額は、第12

条の2又は第15条の2の基礎賦課額

から、次の各号の合算額を減額して

得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)とす

る(第5項に掲げる場合を除く。)。

(1)・(2)(略)

2(略)

3前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第12条の2

又は第15条の2」とあるのは「第15

条の5の3又は第15条の5の6」と、

「65万円」とあるのは「22万円」と、

第2項中「第!5条」とあるのは「第

i5条の5の5」と読み替えるものと

する。

4第!項及び第2項の規定は、介護

納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「規

定する出産被保険者をいう。以下同

じ。」とあるのは「規定する出産被

保険者(介護納付金賦課被保険者で
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ある者に限る。)をいう。以下この

項において同じ。」と、「基礎賦課

額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第12条の2」

とあるのは「第15条の7」と、「65

万円」とあるのは「17万円」と、第

2項中「第15条」とあるのは「第15

条の9」と読み替えるものとする。

5当該年度において、第19条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に出産被

保険者がある場合における当該世帯

の納付義務者に対して課する保険料

の賦課額のうち基礎賦課額は、当該

減額後の第12条の2

の基礎賦課額から、次の各号の合算

額を減額して得た額(当該減額して

得た額が65万円を超える場合には、

65万円)とする。

(1)・(2)(略)

6(略)

7前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第12条の2

」とあるのは「第欝

条の5の3」と、

「65万円」とあるのは「24万円」と、

第6項中「第15条」とあるのは「第

15条の5の5」と読み替えるものと

する。

ある者に限る。)をいう。以下この

項において同じ。」と、「基礎賦課

額」とあるのは「介護納付金賦課額」

と、「第12条の2又は第15条の2」

とあるのは「第15条の7」と、「65

万円」とあるのは「17万円」と、第

2項中「第15条」とあるのは「第15

条の9」と読み替えるものとする。

5当該年度において、第19条に規定

する基準に従い保険料を減額するも

のとした納付義務者の世帯に出産被

保険者がある場合における当該世帯

の納付義務者に対して課する保険料

の賦課額のうち基礎賦課額は、当該

減額後の第12条の2又は第15条の2

の基礎賦課額から、次の各号の合算

額を減額して得た額(当該減額して

得た額が65万円を超える場合には、

65万円)とする。

(1)・(2)(阻各)

6(略)

7前2項の規定は、後期高齢者支援

金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基

礎賦課額」とあるのは「後期高齢者

支援金等賦課額」と、「第12条の2

又は第15条の2」とあるのは「第15

条の5の3又は第15条の5の6」と、

「65万円」とあるのは「22万円」と、

第6項中「第15条」とあるのは「第

i5条の5の5」と読み替えるものと

する。
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8第5項及び第6項の規定は、介護

納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「出

産被保険者」とあるのは「出産被保

険者(介護納付金賦課被保険者であ

る者に限る。以下この項において同

じ。)」と、「基礎賦課額」とある

のは「介護納付金賦課額」と、「第

12条の2」とあるの

は「第15条の7」と、「65万円」と

あるのは「17万円」と、第6項中「第

15条」とあるのは「第15条の9」と

読み替えるものとする。

8第5項及び第6項の規定は、介護

納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「出

産被保険者」とあるのは「出産被保

険者(介護納付金賦課被保険者であ

る者に限る。以下この項において同

じ。)」と、「基礎賦課額」とある

のは「介護納付金賦課額」と、「第

i2条の2又は第15条の2」とあるの

は「第15条の7」と、「65万円」と

あるのは「17万円」と、第6項中「第

i5条」とあるのは「第15条の9」と

読み替えるものとする。

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日から施行する。

(糸釜過才昔置)

2改正後の長岡市国民健康保険条例の規定は、令和6年度以後の年度分の保険

料について適用し、令和5年度以前の年度分の保険料については、なお従前の

f列による。
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議案第32号

長岡市介護保険条例の一部改正について

長岡市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

第9期介護保険事業計画の策定等に伴い、保険料率等について所要の改正を行

うもの
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長岡市介護保険条例の一部を改正する条例

長岡市介護保険条例(平成12年長岡市条例第10号)の一部を次のように改正す

 る。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。

改正後

(保険料率)

第8条各年度における保険料率は、

次の各号に掲げる第1号被保険者の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額とする。

(1)令第39条第1項第!号に掲げ

る者34,400円

(2)令第39条第1項第2号に掲げ

る者51,900円

(3)令第39条第1項第3号に掲げ

る者52,200円

(4)令第39条第!項第4号に掲げ

る者64,300円

(5)令第39条第1項第5号に掲げ

る者75,700円

(6)令第39条第1項第6号に掲げ

る者で、地方税法(昭和25年法律

第226号)第292条第!項第13号に

改正前

(保険料率)

第8条各年度における保険料率は、

次の各号に掲げる第1号被保険者の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額とする。

(i)令第39条第!項第!号に掲げ

る者28,000円

(2)令第39条第1項第2号に掲げ

る者42,100円

(3)令第39条第1項第3号に掲げ

る者49,100円

(4)令第39条第!項第4号に掲げ

る者遡巴

(5)令第39条第1項第5号に掲げ

る者70,100円

(6)令第39条第1項第6号に掲げ

る者84,100円
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規定する合計所得金額(租税特別

措置法(昭和32年法律第26号)第

33条の4第1項若しくは第2項、

第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第

1項又は第36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額か

ら令第22条の2第2項に規定する

特別控除額を控除して得た額(零

を下回る場合には、零とする。)。

以下「合計所得金額」という。)

が80万円未満である者87,100円

(7)令第39条第1項第7号に掲げ

る者90,800円

(8)令第39条第1項第8号に掲げ

る者98,400円

(9)令第39条第1項第9号に掲げ

る者113,500円

(7)令第39条第1項第7号に掲げ

る者盟旦

(8)令第39条第1項第8号に掲げ

る者98,100円

(9)令第39条第1項第9号に掲げ

る者で、地方税法(昭和25年法律

第226号)第292条第1項第13号に

規定する合計所得金額(租税特別

措置法(昭和32年法律第26号)第

33条の4第!項若しくは第2項、

第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第

!項又は第36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額か

ら令第22条の2第2項に規定する

特別控除額を控除して得た額(零

を下回る場合には、零とする。)。

以下「合計所得金額」という。)
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(10)

 る者

令第39条第1項第10号に掲げ

128,700円

(11)

 る者

(12)

令第39条第1項第ll号に掲げ

幽

令第39条第1項第12号に掲げ

る者159,000円

(13)令第39条第1項第13号に掲げ

る者174,100円

(14)令第39条第1項第14号に掲げ

る者189,200円

(基準額に乗ずる割合)

第8条の2前条の保険料率を算定す

るため、令第39条第1項各号に規定

する基準額に乗ずる割合は、次の各

号に掲げる第1号被保険者の区分に

応じ、当該各号に定める割合とする。

(1)令第39条第!項第!号に掲げ

る者IOO分の45.5

(2)令第39条第1項第2号に掲げ

る者100分の68.5

(3)令第39条第1項第3号に掲げ

る者100分の69

(4)・(5)(則各)

(6)令第39条第1項第6号に掲げ

る者100分の115

(7)令第39条第!項第7号に掲げ

る者100分の120

(8)令第39条第1項第8号に掲げ

が250万円以上350万円未満のもの

遡

(io)令第39条第1項第9号に掲げ

る者で、合計所得金額が350万円以

上500万円未満のもの126200円

(ii)

 る者

令第39条第1項第10号に掲げ

136,700円

(基準額に乗ずる割合)

第8条の2前条の保険料率を算定す

るため、令第39条第1項各号に規定

する基準額に乗ずる割合は、次の各

号に掲げる第1号被保険者の区分に

応じ、当該各号に定める割合とする。

(i)令第39条第!項第!号に掲げ

る者100分の40

(2)令第39条第1項第2号に掲げ

る者100分の60

(3)令第39条第1項第3号に掲げ

る者100分の70

(4)・(5)(田各)

(6)令第39条第1項第6号に掲げ

る者100分の120

(7)令第39条第!項第7号に掲げ

る者100分の130

(8)令第39条第i項第8号に掲げ
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る者100分の130

(9)令第39条第1項第9号に掲げ

る者100分の150

(10)

 る者

令第39条第1項第10号に掲げ

100分の170

(11)

 る者

(12)

令第39条第1項第ll号に掲げ

100分の190

令第39条第1項第12号に掲げ

る者100分の210

(13)令第39条第1項第13号に掲げ

る者100分の230

14令第39条第1項第14号に掲げ

る者100分の250

(基準所得金額)

第8条の3令第39条第1項第6号

イ、第7号イ、第8号イ、第9号イ、

第10号イ、第11号イ、第12号イ及び

第13号イに規定する市が定める額

は、次のとおりとする。

(1)令第39条第1項第6号イに規

定する市が定める額80万円

(2)令第39条第!項第7号イに規

定する市が定める額125万円

(3)令第39条第1項第8号イに規

定する市が定める額200万円

(4)令第39条第1項第9号イに規

定する市が定める額250万円

る者100分の140

(9)令第39条第1項第9号に掲げ

る者で、合計所得金額が250万円以

上350万円未満のもの100分の

遇

(io)令第39条第1項第9号に掲げ

る者で、合計所得金額が350万円以

上500万円未満のもの100分の

塑

(ii)

 る者

令第39条第1項第10号に掲げ

100分の195

(基準所得金額)

第8条の3令第39条第1項第6号

イ、第7号イ、第8号イ及び第9号

イ

に規定する市が定める額

は、次のとおりとする。

(i)令第39条第1項第6号イに規

定する市が定める額125万円

(2)令第39条第!項第7号イに規

定する市が定める額200万円

(3)令第39条第!項第8号イに規

定する市が定める額250万円

(4)令第39条第!項第9号イに規

定する市が定める額500万円
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  (5)令第39条第1項第10号イに規

  定する市が定める額350万円

  (6)令第39条第1項第ll号イに規

  定する市が定める額500万円

  (7)令第39条第1項第12号イに規

  定する市が定める額600万円

  8)令第39条第1項第13号イに規

  定する市が定める額800万円

  (賦課期日後において第1号被保険(賦課期日後において第1号被保険

  者の資格取得等があった場合)者の資格取得等があった場合)

  第10条(略)第10条(略)

  2(略)2(略)

  3保険料の賦課期日後に令第39条第3保険料の賦課期日後に令第39条第

  1項第1号イ(同号に規定する老齢i項第1号イ(同号に規定する老齢

  福祉年金の受給権を有するに至った福祉年金の受給権を有するに至った

  者及び同号イの(1)に係る者を除者及び同号イの(1)に係る者を除

  く。)、ロ若しくは二、第2号ロ、く。)、ロ若しくは二、第2号ロ、

  第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第

  6号ロ、第7号ロ、第8号ロ、第96号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第

  号ロ、第10号ロ、第11号ロ、第12号9号ロ

  ロ又は第13号ロに該当するに至ったに該当するに至った

  第1号被保険者に係る保険料の額第i号被保険者に係る保険料の額

  は、当該該当するに至った日の属すは、当該該当するに至った日の属す

  る月の前月まで月割りにより算定しる月の前月まで月割りにより算定し

  た当該第1号被保険者に係る保険料た当該第1号被保険者に係る保険料

  の額と当該該当するに至った日の属の額と当該該当するに至った日の属

  する月から同条第1項第1号から第する月から同条第1項第1号から第
  一一

  13号までのいずれかに規定する者と9号までのいずれかに規定する者と

  して月割りにより算定した保険料のして月割りにより算定した保険料の

  額の合算額とする。額の合算額とする。

  4(略)4(略)
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附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日から施行する。

(経過措置)

2改正後の第8条、第8条の2、第8条の3及び第10条の規定は、令和6年度

分の保険料から適用し、令和5度分までの保険料については、なお従前の例に

よる。

(令和6年度から令和8年度までの間における保険料率の特例)

3令和6年度から令和8年度までの問における改正後の第8条に掲げる者に係

る保険料率は、「司条の規定にかかわらず、「司条第i号に掲げる者であるとされ

たものにあっては21,600円、同条第2号に掲げる者であるとされたものにあっ

ては36,700円、同条第3号に掲げる者であるとされたものにあっては51,900円

とする。

(令和6年度における普通徴収の特例の取扱い)

4令和6年度分の保険料に係る第11条第1項の規定の適用については、同項第

1号中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「長岡市介護保険条例

の一部を改正する条例(令和6年長岡市条例第号)による改正前の長岡市介

護保険条例第8条第1号に掲げる者であるとされたものにあっては2i,600円

を、改正前の同条第2号に掲げる者であるとされたものにあっては36,700円を、

改正前の同条第3号に掲げる者であるとされたものにあっては5!,900円を、改

正前の同条第4号に掲げる者であるとされたものにあっては64,300円を、改正

前の同条第5号に掲げる者であるとされたものにあっては75,700円を、改正前

の同条第6号に掲げる者であるとされたものにあっては87,ioO円を、改正前の

同条第7号に掲げる者であるとされたものにあっては90,800円を、改正前の同

条第8号に掲げる者であるとされたものにあっては98,400円を、改正前の同条

第9号に掲げる者であるとされたものにあってはi}3,500円を、改正前の同条

第10号に掲げる者であるとされたものにあっては三28,700円を、改正前の同条

第!1号に掲げる者であるとされたものにあっては三43,800円を」とする。

75



議案第33号

長岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例の一部改正について

長岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正

に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例

長岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例(平成24年長岡市条例第52号)を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。

  改正後改正前

  (指定地域密着型サービス事業の申請者の資格)第4条法第78条の2第4項第1号の条例で定める者は、法人又は病床を有する診療所を開設している者(指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス(法第8条第23項第1(指定地域密着型サービス事業の申請者の資格)第4条法第78条の2第4項第1号の条例で定める者は、法人又は病床を有する診療所を開設している者(指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス(介護保険法施行規則
  号に規定するサービス(第9章にお(平成1!年厚生省令第36号。以下

  いて「指定看護小規模多機能型居宅「施行規則」という。)第17条の12

  介護」という。)に限る。に規定する看護小規模多機能型居宅

  介護(第9章において「指定看護小

  規模多機能型居宅介護」という。)

  )に係る指定の申請に限る。)(長岡市暴力団排除条例(平成24年長岡市条例第50号)第2条第!号に規定する暴力団(以下「暴力団」という。)である者若しくは同に限る。)に係る指定の申請に限る。)(長岡市暴力団排除条例(平成24年長岡市条例第50号)第2条第i号に規定する暴力団(以下「暴力団」という。)である者若しくは同
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条第2号に規定する暴力団員(以下

「暴力団員」という。)をその役

員、従業者等とする者又は暴力団若

しくは暴力団員と社会的に非難され

るべき関係を有すると認められる者

を除く。)である者とする。

(指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護)

第7条前条に規定する援助等を行う

ため、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護においては、次の各号に

掲げるサービスを提供するものとす

 る。

(1)訪問介護員等(指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提

供に当たる介護福祉士又は法第8

条第2項に規定する政令で定める

者(介護保険法施行規則(平成ll

年厚生省令第36号。以下「施行規

則」という。)第22条の23第!項

に規定する介護職員初任者研修課

程を修了した者に限る。)をい

う。以下この章において同じ。)

が、定期的に利用者の居宅を巡回

して行う日常生活上の世話(以下

この章において「定期巡回サービ

ス」という。)

(2)～(4)(厨各)

(定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の員数)

第8条(略)

2～4(略)

条第2号に規定する暴力団員(以下

「暴力団員」という。)をその役

員、従業者等とする者又は暴力団若

しくは暴力団員と社会的に非難され

るべき関係を有すると認められる者

を除く。)である者とする。

(指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護)

第7条前条に規定する援助等を行う

ため、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護においては、次の各号に

掲げるサービスを提供するものとす

 る。

(i)訪問介護員等(指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提

供に当たる介護福祉士又は法第8

条第2項に規定する政令で定める

者(施行規則

第22条の23第!項

に規定する介護職員初任者研修課

程を修了した者に限る。)をい

う。以下この章において同じ。)

が、定期的に利用者の居宅を巡回

して行う日常生活上の世話(以下

この章において「定期巡回サービ

ス」という。)

(2)～(4)(閏各)

(定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の員数)

第8条(略)

2～4(略)
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5指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の同一敷地内に次に掲

げるいずれかの施設等が存在する場

合において、当該施設等の入所者等

の処遇に支障がない場合は、前項本

文の規定にかかわらず、当該施設等

の職員をオペレーターとして充てる

ことができる。

(1)～(4)(田各)

(5)指定認知症対応型共同生活介

護事業所(第112条第1項に規定

する指定認知症対応型共同生活介

護事業所をいう。第49条第4項第

5号、第66条第1項、第67条第1

項、第84条第6項、第85条第3項

及び第86条において同じ。)

(6)～(10)(研各)

(1!)(田各)

6随時訪問サービスを行う訪問介護

員等は、専ら当該随時訪問サービス

の提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障が

5指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の同一敷地内に次に掲

げるいずれかの施設等が存在する場

合において、当該施設等の入所者等

の処遇に支障がない場合は、前項本

文の規定にかかわらず、当該施設等

の職員をオペレーターとして充てる

ことができる。

(1)～(4)(田各)

(5)指定認知症対応型共同生活介

護事業所(第112条第1項に規定

する指定認知症対応型共同生活介

護事業所をいう。第49条第4項第

5号、第66条第1項、第67条

、第84条第6項、第85条第3項

及び第86条において同じ。)

(6)～(lO)(田各)

(H)健康保険法等の一部を改正す

る法律(平成18年法律第83号)附

則第130条の2第1項の規定によ

りなおその効力を有するものとさ

れた同法第26条の規定による改正

前の介護保険法(以下「平成18年

旧介護保険法」という。)第48条

第i項第3号に規定する指定介護

療養型医療施設(以下「指定介護

療養型医療施設」という。)

(!2)(田各)

6随時訪問サービスを行う訪問介護

員等は、専ら当該随時訪問サービス

の提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障が
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ない場合は、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の定期

巡回サービス又は同一敷地内にある

指定訪問介護事業所若しくは指定夜

間対応型訪問介護事業所の職務に従

事することができる。

7～12(略)

(管理者)

第9条指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。

ただし、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の他の

職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に従事

することができるものとする。

(内容及び手続の説明及び同意)

第11条(略)

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、利用申込者又はそ

の家族からの申出があった場合に

は、前項の規定による文書の交付に

代えて、第5項で定めるところによ

り、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重

要事項を電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって次に掲げるもの

ない場合は、当該定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の定期

巡回サービス又は同一施設内にある

指定訪問介護事業所若しくは指定夜

間対応型訪問介護事業所の職務に従

事することができる。

7～i2(田各)

(管理者)

第9条指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。

ただし、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事

することができるものとする。

(内容及び手続の説明及び同意)

第11条(略)

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、利用申込者又はそ

の家族からの申出があった場合に

は、前項の規定による文書の交付に

代えて、第5項で定めるところによ

り、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重

要事項を電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって次に掲げるもの
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(以下この条において「電磁的方

法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。

(1)(略)

(2)電磁的記録媒体(電磁的記録

(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第

205条第1項において同じ。)に

係る記録媒体をいう。)をもって

調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付

する方法

3～6(略)

(指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の具体的取扱方針)

第26条定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者の行う指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の方針は、

次に掲げるところによるものとす

 る。

(1)～(7)(略)

(8)指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘

(以下この条において「電磁的方

法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。

(1)(略)

(2)磁気ディスク、シー・ディ

一・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録

しておくことができる物

をもって

調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付

する方法

3～6(略)

(指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の具体的取扱方針)

第26条定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者の行う指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の方針は、

次に掲げるところによるものとす

 る。

(1)～(7)(略)

81



束その他利用者の行動を制限する

行為(以下「身体的拘束等」とい

(9)前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(10)(田各)

皿(略)

(掲示)

第36条指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

の見やすい場所に、運営規程の概

要、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の勤務の体制その他の利

用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項(以下この条

において単に「重要事項」とい

う。)を掲示しなければならない。

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、重要事項

を記載した書而を当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることによ

り、前項の規定による掲示に代える

ことができる。

3指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、原則として、重要

事項をウェブサイトに掲載しなけれ

(8)(略)

(9)(略)

(掲示)

第36条指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

の見やすい場所に、運営規程の概

要、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の勤務の体制その他の利

用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項

を掲示しなければならない。

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、前項に規定する事

項を記載した書而を当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることによ

り、「司項の規定による掲示に代える

ことができる。
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ばならない。

(記録の整備)

第必条(略)

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、利用者に対する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第22条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)・(4)(略)

(5)第26条第9号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(6)第30条の規定による市長への

通知に係る記録

(7)第40条第2項の規定による苦

情の内容等の記録

(8)第42条第2項の規定による事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(訪問介護員等の員数)

第49条(略)

2(略)

3オペレーターは専らその職務に従

事する者でなければならない。ただ

し、利用者の処遇に支障がない場合

(記録の整備)

第44条(略)

2指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、利用者に対する指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第22条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)・(4)(田各)

(5)第30条に規定する市長への

通知に係る記録

(6)第40条第2項に規定する苦

情の内容等の記録

(7)第42条第2項に規定する事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(訪問介護員等の員数)

第49条(略)

2(略)

3オペレーターは専らその職務に従

事する者でなければならない。ただ

し、利用者の処遇に支障がない場合
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は、当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の定期巡回サービス、同一敷地

内の指定訪問介護事業所若しくは指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務又は利用者以外の者

からの通報を受け付ける業務に従事

することができる。

4指定夜間対応型訪問介護事業所の

同一敷地内に次に掲げるいずれかの

施設等がある場合において、当該施

設等の入所者等の処遇に支障がない

ときは、前項本文の規定にかかわら

ず、当該施設等の職員をオペレータ

ーとして充てることができる。

(1)～(10)(則各)

(11)(田各)

5随時訪問サービスを行う訪問介護

員等は、専ら当該随時訪問サービス

の提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定夜間対応型訪

問介護事業所の定期巡回サービス又

は同一敷地内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務に従

事することができる。

6当該指定夜間対応型訪問介護事業

所の利用者に対するオペレーション

センターサービスの提供に支障がな

い場合は、第3項本文及び前項本文

の規定にかかわらず、オペレーター

は、当該夜間対応型訪問介護事業所

の定期巡回サービス、同一敷地

内の指定訪問介護事業所若しくは指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務又は利用者以外の者

からの通報を受け付ける業務に従事

することができる。

4指定夜間対応型訪問介護事業所の

同一敷地内に次に掲げるいずれかの

施設等がある場合において、当該施

設等の入所者等の処遇に支障がない

ときは、前項本文の規定にかかわら

ず、当該施設等の職員をオペレータ

ーとして充てることができる。

(1)～(10)(田各)

(11)指定介護療養型医療施設

(12)(略)

5随時訪問サービスを行う訪問介護

員等は、専ら当該随時訪問サービス

の提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該夜間対応型訪問介

護事業所の定期巡回サービス又

は同一敷地内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務に従

事することができる。

6当該夜間対応型訪問介護事業所

の利用者に対するオペレーション

センターサービスの提供に支障がな

い場合は、第3項本文及び前項本文

の規定にかかわらず、オペレーター
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は、随時訪問サービスに従事するこ

とができる。

7(略)

(管理者)

第50条指定夜間対応型訪問介護事業

者は、指定夜間対応型訪問介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定夜間対応型訪問介

護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の他の職務又は他

の事業所、施設等(当該指定夜間対

応型訪問介護事業者が、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者

の指定を併せて受け、かつ、当該

他の事業所、施設等と一

体的に運営している場合に限る。)

の職務に従事することができるもの

とし、日中のオペレーションセンタ

ーサービスを実施する場合であっ

て、指定訪問介護事業者(指定居宅

サービス等基準第5条第!項に規定

する指定訪問介護事業者をいう。)

の指定を併せて受けて、一体的に運

営するときは、指定訪問介護事業所

の職務に従事することができるもの

とする。

(指定夜間対応型訪問介護の具体的

取扱方針)

第53条夜間対応型訪問介護従業者の

行う指定夜間対応型訪問介護の方針

は、随時訪問サービスに従事するこ

とができる。

7(略)

(管理者)

第50条指定夜間対応型訪問介護事業

者は、指定夜間対応型訪問介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、指定夜間対応型訪問介

護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定夜間対応型訪問介護事

業所の他の職務又は同一敷地内の他

の事業所、施設等(当該指定夜間対

応型訪問介護事業者が、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者

の指定を併せて受け、かつ、当該同

一敷地内の他の事業所、施設等と一

体的に運営している場合に限る。)

の職務に従事することができるもの

とし、日中のオペレーションセンタ

ーサービスを実施する場合であっ

て、指定訪問介護事業者(指定居宅

サービス等基準第5条第!項に規定

する指定訪問介護事業者をいう。)

の指定を併せて受けて、一体的に運

営するときは、指定訪問介護事業所

の職務に従事することができるもの

とする。

(指定夜間対応型訪問介護の具体的

取扱方針)

第53条夜間対応型訪問介護従業者の

行う指定夜間対応型訪問介護の方針
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は、次に掲げるところによるものと

する。

(1)～(4)(田各)

5)指定夜間対応型訪問介護の提

供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。

6)前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(7)(略)

(8)(略)

皿(略)

(記録の整備)

第60条(略)

2指定夜間対応型訪問介護事業者

は、利用者に対する指定夜間対応型

訪問介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日

から5年間保存しなければならな

 い。

(1)(略)

(2)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(3)第53条第6号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

は、次に掲げるところによるものと

する。

(1)～(4)(田各)

(5)(略)

(6)(略)

(7)(略)

(記録の整備)

第60条(略)

2指定夜間対応型訪問介護事業者

は、利用者に対する指定夜間対応型

訪問介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日

から5年間保存しなければならな

 い。

(1)(略)

(2)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録
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際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第42条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(管理者)

第61条の4指定地域密着型通所介護

事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事す

る常勤の管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型通所

介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事

業所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものと

する。

(指定地域密着型通所介護の具体的

取扱方針)

第61条の9指定地域密着型通所介護

の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)～(4)(田各)

(5)指定地域密着型通所介護の提

(3)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(4)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(5)次条において準用する第42条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(管理者)

第6i条の4指定地域密着型通所介護

事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事す

る常勤の管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型通所

介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事

業所の他の職務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものと

する。

(指定地域密着型通所介護の具体的

取扱方針)

第6三条の9指定地域密着型通所介護

の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)～(4)(田各)
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供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。

(6)前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(7)(略)

(8)(略)

(記録の整備)

第61条の19(略)

2指定地域密着型通所介護事業者

は、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日

から5年間保存しなければならな

 い。

(1)(略)

(2)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(3)第61条の9第6号の規定によ

る身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(5)(略)

(6)(略)

(記録の整備)

第61条の19(略)

2指定地域密着型通所介護事業者

は、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日

から5年間保存しなければならな

 い。

(1)(略)

(2)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(3)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録
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(5)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)前条第2項の規定による事故

の状況及び事故に際して行った処

置についての記録

皿(略)

(準用)

第61条の20の3第11条から第15条ま

で、第17条から第20条まで、第22

条、第24条、第30条、第34条の2、

第36条から第40条まで、第42条の

2、第43条、第55条及び第61条の

2、第61条の4、第61条の5第5項

並びに前節(第61条の20を除く。)

の規定は、共生型地域密着型通所介

護の事業について準用する。この場

合において、第ll条第1項中「第33

条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程(第61条の12に規定する

運営規程をいう。第36条第1項にお

いて同じ。)」と、「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「共生型地域密着型通所介護

の提供に当たる従業者(以下「共生

型地域密着型通所介護従業者」とい

う。)」と、第34条の2第2項、第

36条第1項並びに第42条の2第!号

及び第3号中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護従業

者」と、第61条の5第5項中「前項

(4)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(5)前条第2項に規定する事故

の状況及び事故に際して行った処

置についての記録

(6)(略)

(準用)

第6i条の20の3第11条から第15条ま

で、第17条から第20条まで、第22

条、第24条、第30条、第34条の2、

第36条から第40条まで、第42条の

2、第43条、第55条及び第61条の

2、第61条の4、第61条の5第5項

並びに前節(第61条の20を除く。)

の規定は、共生型地域密着型通所介

護の事業について準用する。この場

合において、第11条第1項中「第33

条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程(第61条の12に規定する

運営規程をいう。第36条第1項にお

いて同じ。)」と、「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「共生型地域密着型通所介護

の提供に当たる従業者(以下「共生

型地域密着型通所介護従業者」とい

う。)」と、第34条の2第2項、第

36条第!項並びに第42条の2第!号

及び第3号中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護従業

者」と、第61条の5第5項中「前項
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ただし書の場合(指定地域密着型通

所介護事業者が第1項に掲げる設備

を利用し、夜間及び深夜に指定地域

密着型通所介護以外のサービスを提

供する場合に限る。)」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護事業者

が共生型地域密着型通所介護事業所

の設備を利用し、夜間及び深夜に共

生型地域密着型通所介護以外のサー

ビスを提供する場合」と、第61条の

9第4号、第61条の10第5項、第61

条の13第3項及び第4項並びに第61

条の16第2項第1号及び第3号中

「指定地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「共生型地域密着型通所

介護従業者」と、第61条の19第2項

第2号中「次条において準用する第

22条第2項」とあるのは「第22条第

2項」と、同項第4号中「次条にお

いて準用する第30条」とあるのは

「第30条」と、同項第5号中「次条

において準用する第40条第2項」と

あるのは「第40条第2項」とする。

(管理者)

第61条の24指定療養通所介護事業者

は、指定療養通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただ

し、指定療養通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該指定療養

通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業

ただし書の場合(指定地域密着型通

所介護事業者が第1項に掲げる設備

を利用し、夜間及び深夜に指定地域

密着型通所介護以外のサービスを提

供する場合に限る。)」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護事業者

が共生型地域密着型通所介護事業所

の設備を利用し、夜間及び深夜に共

生型地域密着型通所介護以外のサー

ビスを提供する場合」と、第61条の

9第4号、第61条の10第5項、第61

条の13第3項及び第4項並びに第61

条の16第2項第1号及び第3号中

「指定地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「共生型地域密着型通所

介護従業者」と、第61条の19第2項

第2号中「次条において準用する第

22条第2項」とあるのは「第22条第

2項」と、同項第3号中「次条にお

いて準用する第30条」とあるのは

「第30条」と、同項第4号中「次条

において準用する第40条第2項」と

あるのは「第40条第2項」とする。

(管理者)

第6三条の24指定療養通所介護事業者

は、指定療養通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただ

し、指定療養通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該指定療養

通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業
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所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。

2・3(略)

(指定療養通所介護の具体的取扱方

針)

第61条の30指定療養通所介護の方針

は、次に掲げるところによるものと

する。

(1)・(2)(略)

(3指定療養通所介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。

(4前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(5)(略)

(6)(略)

(7)(略)

(記録の整備)

第61条の37(略)

2指定療養通所介護事業者は、利用

者に対する指定療養通所介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)・(2)(略)

所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。

2・3(略)

(指定療養通所介護の具体的取扱方

針)

第6i条の30指定療養通所介護の方針

は、次に掲げるところによるものと

する。

(1)・(2)(略)

(3)(略)

(4)(略)

(5)(略)

(記録の整備)

第61条の37(略)

2指定療養通所介護事業者は、利用

者に対する指定療養通所介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)・(2)(略)
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(3)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)第61条の30第4号の規定によ

る身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録

(5)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(7)次条において準用する第61条

の18第2項の規定による事故の状

況及び事故に際して行った処置に

ついての記録

盈(略)

(管理者)

第64条単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとす

 る。

(3)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第61条

の18第2項に規定する事故の状

況及び事故に際して行った処置に

ついての記録

(7)(略)

(管理者)

第64条単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとす

 る。
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2(略)

(利用定員等)

第67条(略)

2共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、指定居宅サービス(法第

41条第1項に規定する指定居宅サー

ビスをいう。以下同じ。)、指定地

域密着型サービス、指定居宅介護支

援(法第46条第1項に規定する指定

居宅介護支援をいう。)、指定介護

予防サービス(法第53条第1項に規

定する指定介護予防サービスをい

う。以下同じ。)、指定地域密着型

介護予防サービス(法第54条の2第

1項に規定する指定地域密着型介護

予防サービスをいう。以下同じ。)

若しくは指定介護予防支援(法第58

条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう。)の事業又は介護保険施

設(法第8条第25項に規定する介護

保険施設をいう。以下同じ。)若し

くは健康保険法等の一部を改正する

法律(平成18年法律第83号)第26条

の規定による改正前の法第48条第1

項第3号に規定する指定介護療養型

医療施設の運営(第84条第7項、第

112条第9項及び第193条第8項にお

いて「指定居宅サービス事業等」と

いう。)について3年以上の経験を

有する者でなければならない。

(管理者)

第68条共用型指定認知症対応型通所

2(略)

(利用定員等)

第67条(略)

2共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、指定居宅サービス(法第

4i条第1項に規定する指定居宅サー

ビスをいう。以下同じ。)、指定地

域密着型サービス、指定居宅介護支

援(法第46条第1項に規定する指定

居宅介護支援をいう。)、指定介護

予防サービス(法第53条第1項に規

定する指定介護予防サービスをい

う。以下同じ。)、指定地域密着型

介護予防サービス(法第54条の2第

i項に規定する指定地域密着型介護

予防サービスをいう。以下同じ。)

若しくは指定介護予防支援(法第58

条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう。)の事業又は介護保険施

設(法第8条第25項に規定する介護

保険施設をいう。以下同じ。)若し

くは

指定介護療養型

医療施設の運営(第84条第7項、第

1i2条第9項及び第193条第8項にお

いて「指定居宅サービス事業等」と

いう。)について3年以上の経験を

有する者でなければならない。

(管理者)

第68条共用型指定認知症対応型通所
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介護事業者は、共用型指定認知症対

応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、共用型

指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所

の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定認知症対応型

通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該共用型指定認知症対応

型通所介護事業所の他の職務に従事

し、かつ、他の本

体事業所等の職務に従事することと

しても差し支えない。

2(略)

(指定認知症対応型通所介護の具体

的取扱方針)

第72条指定認知症対応型通所介護の

方針は、次に掲げるところによるも

のとする。

(1)～(4)(田各)

(5)指定認知症対応型通所介護の

提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。

(6)前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

介護事業者は、共用型指定認知症対

応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、共用型

指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所

の他の職務に従事し、又は同一敷地

内にある他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定認知症対応型

通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該共用型指定認知症対応

型通所介護事業所の他の職務に従事

し、かつ、同一敷地内にある他の本

体事業所等の職務に従事することと

しても差し支えない。

2(略)

(指定認知症対応型通所介護の具体

的取扱方針)

第72条指定認知症対応型通所介護の

方針は、次に掲げるところによるも

のとする。

(1)～(4)(略)
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際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(7)(略)

(8)(略)

(認知症対応型通所介護計画の作

成)

第73条指定認知症対応型通所介護専

業所(単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業所又は共用型指定

認知症対応型通所介護事業所をい

う。以下同じ。)の管理者(第64条

又は第68条の管理者をいう。以下こ

の条において同じ。)は、

利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、機能

訓練等の目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容等を

記載した認知症対応型通所介護計画

を作成しなければならない。

2～7(略)

(記録の整備)

第81条(略)

2指定認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定認知症対応

型通所介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならな

 い。

(!)(略)

(2)次条において準用する第22条

(5)(略)

(6)(略)

(認知症対応型通所介護計画の作

成)

第73条指定認知症対応型通所介護事

業所(単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業所又は共用型指定

認知症対応型通所介護事業所をい

う。以下同じ。)の管理者(第64条

又は第68条の管理者をいう。以下こ

の条及び次条において「司じ。)は、

利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、機能

訓練等の目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容等を

記載した認知症対応型通所介護計画

を作成しなければならない。

2～7(略)

(記録の整備)

第81条(略)

2指定認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定認知症対応

型通所介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の

日から5年間保存しなければならな

 い。

(!)(略)

(2)次条において準用する第22条
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第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(3)第72条第6号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

血次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第61条

の18第2項の規定による事故の状

況及び事故に際して行った処置に

ついての記録

(7)(略)

(従業者の員数)

第84条(略)

2～5(略)

6次の表の左欄に掲げる場合におい

て、前各項に規定する人員に関する

基準を満たす小規模多機能型居宅介

護従業者を置くほか、同表の中欄に

掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄

に掲げる施設等の職務に従事するこ

とができる。

当該指定小指定認知症対応型介護

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(3)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(4)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(5)次条において準用する第61条

の18第2項に規定する事故の状

況及び事故に際して行った処置に

ついての記録

(6)(略)

(従業者の員数)

第84条(略)

2～5(略)

6次の表の左欄に掲げる場合におい

て、前各項に規定する人員に関する

基準を満たす小規模多機能型居宅介

護従業者を置くほか、同表の中欄に

掲げる施設等の人員に関する基準を

満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の巾欄

に掲げる施設等の職務に従事するこ

とができる。

当該指定小指定認知症対応型介護
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規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設、指定

介護老人福祉施

設、介護老人保健

施設

又は介護医療院

職員

(略)

7～13(田各)

(管理者)

第85条指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定小規模多機

能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等の職務

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設、指定

介護老人福祉施

設、介護老人保健

施設、指定介護療

養型医療施設(医

療法(昭和23年法

律第205号)第7条

第2項第4号に規

定する療養病床を

有する診療所であ

るものに限る。)

又は介護医療院

職員

(略)

7～i3(田各)

(管理者)

第85条指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定小規模多機

能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事

し、又は当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に併設する前条第6項

の表当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲げる施設等のい

ずれかが併設されている場合の項中
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に従事することができるもの

とする。

2(略)

3前2項の管理者は、特別養護老人

ホーム、老人デイサービスセンター

(老人福祉法第20条の2の2に規定

する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。)、介護老人保健施

設、介護医療院、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型

サービス事業所(第195条に規定す

る指定複合型サービス事業所をい

う。次条において同じ。)等の従業

者又は訪問介護員等(介護福祉士又

は法第8条第2項に規定する政令で

定める者をいう。次条、第113条第

3項、第!14条、第194条第3項及び

第195条において同じ。)として3

欄に掲げる施設等の職務、同一敷地

内の指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の職務当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者が、指定夜間対応型訪問介護事

業者、指定訪問介護事業者又は指定

訪問看護事業者の指定を併せて受

け、一体的な運営を行っている場合

は、これらの事業に係る職務を含

む。)若しくは法第115条の45第1

項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業(同項第1号二に規定す

る第1号介護予防支援事業を除

く。)に従事することができるもの

とする。

2(略)

3前2項の管理者は、特別養護老人

ホーム、老人デイサービスセンター

(老人福祉法第20条の2の2に規定

する老人デイサービスセンターをい

う。以下同じ。)、介護老人保健施

設、介護医療院、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型

サービス事業所(第195条に規定す

る指定複合型サービス事業所をい

う。次条において同じ。)等の従業

者又は訪問介護員等(介護福祉士又

は法第8条第2項に規定する政令で

定める者をいう。以下

同じ。)として3
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年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する者であって、別に

厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。

(指定小規模多機能型居宅介護の具

体的取扱方針)

第94条指定小規模多機能型居宅介護

の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)～(4)(田各)

(5)指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。

(6)(略)

(7)指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。

ア身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)を3

月に!回以上開催するととも

に、その結果について、介護職

員その他の従業者に周知徹底を

図ること。

年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する者であって、別に

厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。

(指定小規模多機能型居宅介護の具

体的取扱方針)

第94条指定小規模多機能型居宅介護

の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)～(4)(略)

(5)指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他利用者の行動を制限する行為

(以下「身体的拘束等」とい

う。)を行ってはならない。

(6)(略)
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イ身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

ウ介護職員その他の従業者に対

し、身体的拘束等の適正化のた

めの研修を定期的に実施するこ

 と。

盈(略)

(9)(略)

(利用者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の

設置)

第108条の2指定小規模多機能型居

宅介護事業者は、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所における業務

の効率化、介護サービスの質の向上

その他の生産性の向上に資する取組

の促進を図るため、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所における利

用者の安全並びに介護サービスの質

の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開

催しなければならない。

(記録の整備)

第109条(略)

2指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、利用者に対する指定小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければな

(7)(略)

(8)(略)

(記録の整備)

第109条(略)

2指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、利用者に対する指定小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から5年間保存しなければな
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らない。

(1)・(2)(略)

(3)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)第94条第6号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(5)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(7)次条において準用する第42条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(管理者)

第113条指定認知症対応型共「司生活

介護事業者は、共同生活住居ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただ

し、共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、当該共同生活住居の他の

職務に従事し、又は

他の事業所、施設等

らない。

(1)・(2)(旧各)

(3)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)第94条第6号に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(5)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(7)次条において準用する第42条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(管理者)

第113条指定認知症対応型共同生活

介護事業者は、共同生活住居ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただ

し、共同生活住居の管理上支障がな

い場合は、当該共同生活住居の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等若しくは併設

する指定小規模多機能型居宅介護事

業所若しくは指定看護小規模多機能
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の職務に従事する

ことができるものとする。

2・3(略)

(管理者による管理)

第123条共同生活住居の管理者は、

同時に介護保険施設、指定居宅サー

ビス、指定地域密着型サービス(サ

テライト型指定認知症対応型共同生

活介護事業所の場合は、本体事業所

が提供する指定認知症対応型共同生

活介護を除く。)、指定介護予防サ

ービス若しくは指定地域密着型介護

予防サービスの事業を行う事業所、

病院、診療所又は社会福祉施設を管

理する者であってはならない。ただ

 し、

当該共同

生活住居の管理上支障がない場合

は、この限りでない。

(協力医療機関等)

第127条(略)

2指定認知症対応型共同生活介護事

業者は前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲

げる要件を満たす協力医療機関を定

めるように努めなければならない。

(1)利用者の病状が急変した場合

等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を、常時確保し

ていること。

(2)当該指定認知症対応型共同生

活介護事業者からの診療の求めが

型居宅介護事業所の職務に従事する

ことができるものとする。

2・3(略)

(管理者による管理)

第123条共同生活住居の管理者は、

同時に介護保険施設、指定居宅サー

ビス、指定地域密着型サービス(サ

テライト型指定認知症対応型共同生

活介護事業所の場合は、本体事業所

が提供する指定認知症対応型共同生

活介護を除く。)、指定介護予防サ

ービス若しくは指定地域密着型介護

予防サービスの事業を行う事業所、

病院、診療所又は社会福祉施設を管

理する者であってはならない。ただ

し、これらの事業所、施設等が同一

敷地内にあること等により当該共同

生活住居の管理上支障がない場合

は、この限りでない。

(協力医療機関等)

第127条(略)
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あった場合において、診療を行う

体制を、常時確保していること。

3指定認知症対応型共同生活介護事

業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変

した場合等の対応を確認するととも

に、協力医療機関の名称等を、当該

指定認知症対応型共同生活介護事業

者に係る指定を行った市長に届け出

なけれはfならない。

4指定認知症対応型共同生活介護事

業者は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律(平

成10年法律第114号)第6条第17項

に規定する第2種協定指定医療機関

(以下「第2種協定指定医療機関」

という。)との問で、新興感染症

(同条第7項に規定する新型インフ

ルエンザ等感染症、「司条第8項に規

定する指定感染症又は同条第9項に

規定する新感染症をいう。以下同

じ。)の発生時等の対応を取り決め

るように努めなければならない。

5指定認知症対応型共「司生活介護事

業者は、協力医療機関が第2種協定

指定医療機関である場合において

は、当該第2種協定指定医療機関と

の問で、新興感染症の発生時等の対

応について協議を行わなければなら

ない。

6指定認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者が協力医療機関その
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他の医療機関に入院した後に、当該

利用者の病状が軽快し、退院が可能

となった場合においては、再び当該

指定認知症対応型共同生活介護事業

所に速やかに入居させることができ

るように努めなければならない。

7(略)

8(略)

(記録の整備)

第129条(略)

2指定認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者に対する指定認知症

対応型共同生活介護の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から5年間保存しなけれ

ばならない。

(1)(略)

(2)第117条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第l19条第6項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第42条

2(略)

3(略)

(記録の整備)

第129条(略)

2指定認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者に対する指定認知症

対応型共同生活介護の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から5年間保存しなけれ

ばならない。

(1)(略)

(2)第117条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第119条第6項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第42条
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第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(7)(略)

(準用)

第130条第11条、第12条、第14条、

第15条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条から第38条まで、第40

条、第42条から第43条まで、第61条

の11、第61条の16、第61条の17第1

項から第4項まで、第101条、第104

条、第106条及び第108条の2の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護

の事業について準用する。この場合

において、第11条第1項中「第33条

に規定する運営規程」とあるのは

「第124条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第34条の2第

2項、第36条第!項並びに第42条の

2第1号及び第3号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第61条

の1!第2項中「この節」とあるのは

「第6章第4節」と、第61条の16第

2項第1号及び第3号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第61条の17第1項中

「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「認知症対

応型共「司生活介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは

「2月」と、第101条巾「小規模多

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(7)(略)

(準用)

第i30条第ll条、第12条、第14条、

第i5条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条から第38条まで、第40

条、第42条から第43条まで、第61条

のi1、第61条の16、第61条の17第1

項から第4項まで、第101条、第104

条及び第106条の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護

の事業について準用する。この場合

において、第11条第1項中「第33条

に規定する運営規程」とあるのは

「第124条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第34条の2第

2項、第36条第1項並びに第42条の

2第1号及び第3号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第61条

のil第2項中「この節」とあるのは

「第6章第4節」と、第61条の16第

2項第1号及び第3号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第61条の17第1項中

「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「認知症対

応型共「司生活介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは

「2月」と、第101条巾「小規模多
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機能型居宅介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第104条中「指

定小規模多機能型居宅介護事業者」

とあるのは「指定認知症対応型共同

生活介護事業者」とする。

(従業者の員数)

第132条(略)

2～6(略)

7第1項第1号、第3号及び第4号

並びに前項の規定にかかわらず、サ

テライト型特定施設の生活相談員、

機能訓練指導員又は計画作成担当者

については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める職員により

当該サテライト型特定施設の入居者

の処遇が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことがで

きる。

(1)(略)

(2)(略)

8～10(略)

11次に掲げる要件のいずれにも適合

する場合における第1項第2号アの

規定の適用については、当該規定巾

「1」とあるのは、「0.9」とす

 る。

(1)第151条において準用する第10

機能型居宅介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第104条中「指

定小規模多機能型居宅介護事業者」

とあるのは「指定認知症対応型共同

生活介護事業者」とする。

(従業者の員数)

第132条(略)

2～6(略)

7第1項第1号、第3号及び第4号

並びに前項の規定にかかわらず、サ

テライト型特定施設の生活相談員、

機能訓練指導員又は計画作成担当者

については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める職員により

当該サテライト型特定施設の入居者

の処遇が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことがで

きる。

(!)(略)

(2)病院介護支援専門員(指定

介護療養型医療施設の場合に限

る。)

(3)(略)

8～io(田各)
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8条の2に規定する委員会におい

て、利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽

減を図るための取組に関する次に

掲げる事項について必要な検討を

行い、及び当該事項の実施を定期

的に確認していること。

ア利用者の安全及びケアの質の

確保

イ地域密着型特定施設従業者の

負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ緊急時の体制整備

工業務の効率化、介護サービス

の質の向上等に資する機器(次

号において「介護機器」とい

一

オ地域密着型特定施設従業者に

対する研修

(2)介護機器を複数種類活用して

いること。

(3)利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽

減を図るため、地域密着型特定施

設従業者間の適切な役割分担を行

っていること。

(4)利用者の安全並びに介護サー

ビスの質の確保及び職員の負担軽

減を図る取組による介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減が

行われていると認められること。

(管理者)
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第133条指定地域密着型特定施設入

居者生活介護事業者は、指定地域密

着型特定施設ごとに専らその職務に

従事する管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型特定

施設の管理上支障がない場合は、当

該指定地域密着型特定施設における

他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等、本体施

設の職務(本体施設が病院又は診療

所の場合は、管理者としての職務を

除く。)若しくは併設する指定小規

模多機能型居宅介護事業所又は指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所

の職務に従事することができるもの

とする。

(協力医療機関等)

第149条(略)

2指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、前項の規定に基づ

き協力医療機関を定めるに当たって

は、次に掲げる要件を満たす協力医

療機関を定めるように努めなければ

ならない。

(1)利用者の病状が急変した場合

等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を、常時確保し

ていること。

(2)当該指定地域密着型特定施設

入居者生活介護事業者からの診療

の求めがあった場合において診療

を行う体制を、常時確保している

第133条指定地域密着型特定施設入

居者生活介護事業者は、指定地域密

着型特定施設ごとに専らその職務に

従事する管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型特定

施設の管理上支障がない場合は、当

該指定地域密着型特定施設における

他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等、本体施

設の職務(本体施設が病院又は診療

所の場合は、管理者としての職務を

除く。)若しくは併設する指定小規

模多機能型居宅介護事業所又は指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所

の職務に従事することができるもの

とする。

(協力医療機関等)

第149条(略)
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こと。

3指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、1年に1回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病

状が急変した場合等の対応を確認す

るとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定地域密着型特定施設入

居者生活介護事業者に係る指定を行

った市長に届け出なければならな

止

4指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、第2種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応を取り決めるように努め

なければならない。

5指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、協力医療機関が第

2種協定指定医療機関である場合に

おいては、当該第2種協定指定医療

機関との問で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。

6指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、利用者が協力医療

機関その他の医療機関に入院した後

に、当該利用者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、

再び当該指定地域密着型特定施設に

速やかに入居させることができるよ

うに努めなければならない。

7(略)

(記録の整備)

2(略)

(記録の整備)
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第150条(略)

2指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、利用者に対する指

定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第138条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第140条第5項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)第148条第3項の規定による結

果等の記録

(5)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(7)次条において準用する第42条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(準用)

第151条第14条、第15条、第24条、

第30条、第34条の2、第36条から第

第150条(略)

2指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者は、利用者に対する指

定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第138条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第140条第5項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)第148条第3項に規定する結

果等の記録

(5)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(7)次条において準用する第42条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(準用)

第i51条第14条、第15条、第24条、

第30条、第34条の2、第36条から第
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40条まで、第42条から第43条まで、

第61条の11、第61条の15、第61条の

16、第61条の17第1項から第4項ま

で、第101条及び第108条の2の規

定は、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第34条の2

第2項、第36条第1項並びに第42条

の2第1号及び第3号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「地域密着型特定施

設従業者」と、第61条のll第2項中

「この節」とあるのは「第7章第4

節」と、第61条の16第2項第1号及

び第3号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「地域密着型特定

施設従業者」と、第61条の17第1項

中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「地域密

着型特定施設入居者生活介護につい

て知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」とする。

(従業者の員数)

第153条(略)

2～7(略)

8第!項第2号及び第4号から第6

号までの規定にかかわらず、サテラ

イト型居住施設の生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士、機能訓練指

導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、

40条まで、第42条から第43条まで、

第6i条の11、第61条の15、第61条の

16、第61条の17第1項から第4項ま

で及び第101条の規

定は、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第34条の2

第2項、第36条第1項並びに第42条

の2第1号及び第3号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「地域密着型特定施

設従業者」と、第61条の11第2項中

「この節」とあるのは「第7章第4

節」と、第61条の16第2項第1号及

び第3号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「地域密着型特定

施設従業者」と、第61条の17第1項

中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「地域密

着型特定施設入居者生活介護につい

て知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」とする。

(従業者の員数)

第153条(略)

2～7(略)

8第!項第2号及び第4号から第6

号までの規定にかかわらず、サテラ

イト型居住施設の生活相談員、栄養

士若しくは管理栄養士、機能訓練指

導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、
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当該各号に定める職員により当該サ

テライト型居住施設の入所者の処遇

が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。

(1)・(2)(略)

(3)病院栄養士又は管理栄

養士(病床数100以上の病院の場

合に限る。)

(4)(略)

9～17(略)

(設備)

第154条指定地域密着型介護老人福

祉施設の設備の基準は、次のとおり

とする。

(1)～(5)(則各)

(6)医務室医療法(昭和23年法

律第205号)第1条の5第2項に

規定する診療所とすることとし、

入所者を診療するために必要な医

薬品及び医療機器を備えるほか、

必要に応じて臨床検査設備を設け

ること。ただし、本体施設が指定

介護老人福祉施設又は指定地域密

着型介護老人福祉施設であるサテ

ライト型居住施設については医務

室を必要とせず、入所者を診療

するために必要な医薬品及び医療

機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けることで足り

るものとする。

当該各号に定める職員により当該サ

テライト型居住施設の入所者の処遇

が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。

(1)・(2)(略)

(3)病院栄養士若しくは管理栄

養士(病床数100以上の病院の場

合に限る。)又は介護支援専門員

(指定介護療養型医療施設の場合

に限る。)

(4)(略)

9～i7(霞各)

(設備)

第i54条指定地域密着型介護老人福

祉施設の設備の基準は、次のとおり

とする。

(1)～(5)(田各)

(6)医務室医療法

第1条の5第2項に

規定する診療所とすることとし、

入所者を診療するために必要な医

薬品及び医療機器を備えるほか、

必要に応じて臨床検査設備を設け

ること。ただし、本体施設が指定

介護老人福祉施設又は指定地域密

着型介護老人福祉施設であるサテ

ライト型居住施設については、医

務室を必要とせず、入所者を診療

するために必要な医薬品及び医療

機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けることで足り

るものとする。
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(7)～(9)(田各)

2(略)

(緊急特等の対応)

第167条の2指定地域密着型介護老

人福祉施設は、現に指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供を行っているときに入所者の病

状の急変が生じた場合その他必要な

場合のため、あらかじめ、第153条

第1項第1号に掲げる医師及び協力

医療機関の協力を得て、当該医師及

び当該協力医療機関との連携方法そ

の他の緊急時等における対応方法を

定めておかなければならない。

2指定地域密着型介護老人福祉施設

は、前項の医師及び協力医療機関の

協力を得て、1年に1回以上、緊急

時等における対応方法の見直しを行

い、必要に応じて緊急時等における

対応方法の変更を行わなければなら

ない。

(管理者による管理)

第168条指定地域密着型介護老人福

祉施設の管理者は、専ら当該指定地

域密着型介護老人福祉施設の職務に

従事する常勤の者でなければならな

い。ただし、当該指定地域密着型介

護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、他の事業

所、施設等又は本体施設の職務(本

体施設が病院又は診療所の場合は、

管理者としての職務を除く。)に従

(7)～(9)(閏各)

2(略)

(緊急時等の対応)

第167条の2指定地域密着型介護老

人福祉施設は、現に指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供を行っているときに入所者の病

状の急変が生じた場合その他必要な

場合のため、あらかじめ、第153条

第1項第1号に掲げる医師

との連携方法そ

の他の緊急時等における対応方法を

定めておかなければならない。

(管理者による管理)

第168条指定地域密着型介護老人福

祉施設の管理者は、専ら当該指定地

域密着型介護老人福祉施設の職務に

従事する常勤の者でなければならな

い。ただし、当該指定地域密着型介

護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、同一敷地内にある他の事業

所、施設等又は本体施設の職務(本

体施設が病院又は診療所の場合は、

管理者としての職務を除く。)に従
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事することができる。

(計画担当介護支援専門員の責務)

第169条計画担当介護支援専門員

は、第160条に規定する業務のほ

か、次に掲げる業務を行うものとす

 る。

(1)～(4)(則各)

(5)第159条第5項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録を行う

こと。

(6)第179条において準用する第40

条第2項の規定による苦情の内容

等の記録を行うこと。

(7)第177条第3項の規定による事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録を行うこと。

(協力医療機関等)

第174条指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入所者の病状の急変等に

備えるため、あらかじめ、次の各

号に掲げる要件を満たす協力医療機

関(第3号の要件を満たす協力医療

機関にあっては、病院に限る。)を

定めておかなければならない。ただ

し、複数の医療機関を協力医療機関

として定めることにより当該各号の

要件を満たすこととしても差し支え

ない。

(1)入所者の病状が急変した場合

事することができる。

(計画担当介護支援専門員の責務)

第給9条計画担当介護支援専門員

は、第160条に規定する業務のほ

か、次に掲げる業務を行うものとす

 る。

(1)～(4)(田各)

(5)第159条第5項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録する

こと。

(6)第179条において準用する第40

条第2項に規定する苦情の内容

等を記録すること。

(7)第177条第3項に規定する事

故の状況及び事故に際して行った

処置について記録すること。

(協力病院等)

第!74条指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入院治療を必要とする入

所者のために、あらかじめ、協力病

院

を

定めておかなければならない。
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等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を、常時確保し

ていること。

(2)当該指定地域密着型介護老人

福祉施設からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制

を、常時確保していること。

(3入所者の病状が急変した場合

等において、当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の医師又は協力

医療機関その他の医療機関の医師

が診療を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原則とし

て受け入れる体制を確保している

こと。

2指定地域密着型介護老人福祉施設

は、1年に1回以上、協力医療機関

との間で、入所者の病状が急変した

場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に係る

指定を行った市長に届け出なければ

ならない。

3指定地域密着型介護老人福祉施設

は、第2種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生特等の対応を

取り決めるように努めなければなら

ない。

4指定地域密着型介護老人福祉施設

は、協力医療機関が第2種協定指定

医療機関である場合においては、当

該第2種協定指定医療機関との間
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で、新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければならな

い0

5指定地域密着型介護老人福祉施設

は、入所者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に、当該入所

者の病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、再び当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に速や

かに入所させることができるように

努めなければならない。

6(略)

(記録の整備)

第178条(略)

2指定地域密着型介護老人福祉施設

は、入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間

保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第!57条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第159条第5項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

2(略)

(記録の整備)

第178条(略)

2指定地域密着型介護老人福祉施設

は、入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間

保存しなければならない。

(1)(略)

(2)第157条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第159条第5項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録
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(5)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)前条第3項の規定による事故

の状況及び事故に際して行った処

置についての記録

(7)(略)

(準用)

第179条第11条、第12条、第14条、

第15条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条、第38条、第40条、第42

条の2、第43条、第61条のll、第61

条の15、第61条の17第1項から第

4項まで及び第108条の2の規定

は、指定地域密着型介護老人福祉施

設について準用する。この場合にお

いて、第11条第1項中「第33条に規

定する運営規程」とあるのは「第17

0条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第34条の2第2項、

第36条第1項並びに第42条の2第1

号及び第3号中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「従業者」と、第15条第1項中

「指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入所の際に」と、「司条第2

項中「指定居宅介護支援が利用者に

対して行われていない等の場合であ

って必要と認めるときは、要介護認

定」とあるのは「要介護認定」と、

第6!条の11第2項中「この節」とあ

(5)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(6)前条第3項に規定する事故

の状況及び事故に際して行った処

置についての記録

(7)(略)

(準用)

第i79条第11条、第12条、第14条、

第i5条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条、第38条、第40条、第42

条の2、第43条、第61条の11、第61

条の15及び第61条の17第1項から第

4項まで の規定

は、指定地域密着型介護老人福祉施

設について準用する。この場合にお

いて、第11条第1項中「第33条に規

定する運営規程」とあるのは「第17

0条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第34条の2第2項、

第36条第1項並びに第42条の2第1

号及び第3号中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「従業者」と、第15条第1項中

「指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入所の際に」と、同条第2

項中「指定居宅介護支援が利用者に

対して行われていない等の場合であ

って必要と認めるときは、要介護認

定」とあるのは「要介護認定」と、

第61条の11第2項中「この節」とあ
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るのは「第8章第4節」と、第61条

の17第1項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるの

は「地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護について知見を有する

者」と、「6月」とあるのは「2

月」とする。

(勤務体制の確保等)

第189条(略)

2～4(略)

5ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設の管理者は、ユニット型

施設の管理等に係る研修を受講する

よう努めなければならない。

6(略)

(準用)

第191条第11条、第12条、第14条、

第15条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条、第38条、第40条、第42

条の2、第43条、第61条の11、第61

条の15、第61条の17第1項から第4

項まで、第!08条の2、第155条から

第157条まで、第160条、第163条、

第165条から第169条まで及び第173

条から第178条までの規定は、ユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉

施設について準用する。この場合に

おいて、第!1条第1項中「第33条に

規定する運営規程」とあるのは「第

188条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第34条の2第2

項、第36条第1項並びに第42条の2

るのは「第8章第4節」と、第61条

の葺第1項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるの

は「地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護について知見を有する

者」と、「6月」とあるのは「2

月」とする。

(勤務体制の確保等)

第189条(略)

2～4(略)

5(略)

(準用)

第i91条第11条、第12条、第14条、

第i5条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条、第38条、第40条、第42

条の2、第43条、第61条の!1、第61

条の15、第61条の17第1項から第4

項まで、第155条から

第三57条まで、第160条、第163条、

第i65条から第169条まで及び第173

条から第178条までの規定は、ユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉

施設について準用する。この場合に

おいて、第11条第!項中「第33条に

規定する運営規程」とあるのは「第

狢8条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第34条の2第2

項、第36条第1項並びに第42条の2
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第1号及び第3号中「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「従業者」と、第15条第1項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供の開始に際し、」と

あるのは「入居の際に」と、同条第

2項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合で

あって必要と認めるときは、要介護

認定」とあるのは「要介護認定」

と、第61条の11第2項中「この節」

とあるのは「第8章第5節」と、第

61条の17第1項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは

「2月」と、第169条中「第160条」

とあるのは「第!91条において準用

する第160条」と、同条第5号中

「第159条第5項」とあるのは「第1

84条第7項」と、同条第6号中「第

179条」とあるのは「第191条」と、

同条第7号中「第177条第3項」と

あるのは「第191条において準用す

る第177条第3項」と、第178条第2

項第2号中「第157条第2項」とあ

るのは「第191条において準用する

第!57条第2項」と、同項第3号中

「第159条第5項」とあるのは「第1

84条第7項」と、同項第4号及び第

5号中「次条」とあるのは「第191

第i号及び第3号中「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「従業者」と、第15条第1項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供の開始に際し、」と

あるのは「入居の際に」と、同条第

2項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合で

あって必要と認めるときは、要介護

認定」とあるのは「要介護認定」

と、第61条の11第2項中「この節」

とあるのは「第8章第5節」と、第

6i条の17第1項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは

「2月」と、第169条中「第160条」

とあるのは「第19!条において準用

する第!60条」と、同条第5号中

「第159条第5項」とあるのは「第1

84条第7項」と、同条第6号中「第

i79条」とあるのは「第19!条」と、

同条第7号中「第177条第3項」と

あるのは「第191条において準用す

る第177条第3項」と、第178条第2

項第2号中「第157条第2項」とあ

るのは「第191条において準用する

第157条第2項」と、同項第3号中

「第159条第5項」とあるのは「第1

84条第7項」と、同項第4号及び第

5号巾「次条」とあるのは「第191
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条」と、同項第6号中「前条第3

項」とあるのは「第191条において

準用する前条第3項」とする。

(従業者の員数等)

第193条(略)

2～6(略)

7指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所に次の各号に掲げるいずれか

の施設等が併設されている場合にお

いて、前各項に定める人員に関する

基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置くほか、当該各号

に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているとき

は、当該看護小規模多機能型居宅介

護従業者は、当該各号に掲げる施設

等の職務に従事することができる。

(1)～(3)(略)

(4)(略)

8～14(略)

(管理者)

第194条指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者は、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所

条」と、同項第6号中「前条第3

項」とあるのは「第191条において

準用する前条第3項」とする。

(従業者の員数)

第193条(略)

2～6(略)

7指定看護小規模多機能型居宅介護

専業所に次の各号に掲げるいずれか

の施設等が併設されている場合にお

いて、前各項に定める人員に関する

基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置くほか、当該各号

に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているとき

は、当該看護小規模多機能型居宅介

護従業者は、当該各号に掲げる施設

等の職務に従事することができる。

(1)～(3)(略)

(4)指定介護療養型医療施設(医

療法第7条第2項第4号に規定す

る療養病床を有する診療所である

ものに限る。)

(5)(略)

8～i4(田各)

(管理者)

第!94条指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者は、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所
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の管理上支障がない場合は、当該指

定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等

の職務に従事す

ることができるものとする。

2・3(略)

(指定看護小規模多機能型居宅介護

の具体的取扱方針)

第199条指定看護小規模多機能型居

宅介護の具体的取扱方針は、次に掲

げるところによるものとする。

(1)指定看護小規模多機能型居宅

介護は、利用者が住み慣れた地域

での生活を継続することができる

よう、利用者の病状、心身の状

況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、通いサービス、訪

問サービス及び宿泊サービスを柔

軟に組み合わせることにより、当

該利用者の居宅において、又はサ

ービスの拠点に通わせ、若しくは

短期間宿泊させ、日常生活上の世

話及び機能訓練並びに療養上の世

話又は必要な診療の補助を適切に

行うものとする。

(2)～(6)(略)

(7)指定看護小規模多機能型居宅

介護事業者は、身体的拘束等の適

正化を図るため、次に掲げる措置

の管理上支障がない場合は、当該指

定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等若し

くは当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所に併設する前条第7項

各号に掲げる施設等の職務に従事す

ることができるものとする。

2・3(略)

(指定看護小規模多機能型居宅介護

の具体的取扱方針)

第199条指定看護小規模多機能型居

宅介護の具体的取扱方針は、次に掲

げるところによるものとする。

(i)指定看護小規模多機能型居宅

介護は、利用者が住み慣れた地域

での生活を継続することができる

よう、利用者の病状、心身の状

況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、通いサービス、訪

問サービス及び宿泊サービスを柔

軟に組み合わせることにより、療

養上の管理の下で

適切に

行うものとする。

(2)～(6)(略)
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を講じなければならない。

ア身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。を3

月に1回以上開催するととも

に、その結果について、看護小

規模多機能型居宅介護従業者に

周知徹底を図ること。

イ身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

ウ看護小規模多機能型居宅介護

従業者に対し、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期的に

実施すること。

旦(略)

(9)(略)

(10)(田各)

(11)(珊各)

(!2)(田各)

(記録の整備)

第203条(略)

2指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者は、利用者に対する指定看護

小規模多機能型居宅介護の提供に関

する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。

(1)・(2)(略)

(3)第199条第6号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

(7)(略)

(8)(略)

(9)(略)

(10)(田各)

(1!)(田各)

(記録の整備)

第203条(略)

2指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者は、利用者に対する指定看護

小規模多機能型居宅介護の提供に関

する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存し

なければならない。

(1)・(2)(田各)

(3)第199条第6号に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

122



際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)・(5)(田各)

(6)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(7)次条において準用する第30条

の規定による市長への通知に係る

記録

(8)次条において準用する第40条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(9)次条において準用する第42条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(10)(研各)

(準用)

第204条第11条から第15条まで、第2

2条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条から第40条まで、第42条

から第43条まで、第61条の11、第61

条の13、第61条の16、第61条の17、

第89条から第92条まで、第95条から

第97条まで、第99条、第100条、第1

02条から第!06条まで、第108条及び

第!08条の2の規定は、指定看護小

規模多機能型居宅介護の事業につい

て準用する。この場合において、第

11条第1項中「第33条に規定する運

営規程」とあるのは「第204条にお

いて準用する第102条に規定する重

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)・(5)(田各)

(6)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(7)次条において準用する第30条

に規定する市長への通知に係る

記録

(8)次条において準用する第40条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(9)次条において準用する第42条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(10)(略)

(準用)

第204条第11条から第15条まで、第2

2条、第24条、第30条、第34条の

2、第36条から第40条まで、第42条

から第43条まで、第61条の11、第61

条の13、第61条の16、第61条の17、

第89条から第92条まで、第95条から

第97条まで、第99条、第100条、第1

02条から第!06条まで及び第108条

の規定は、指定看護小

規模多機能型居宅介護の事業につい

て準用する。この場合において、第

1i条第1項中「第33条に規定する運

営規程」とあるのは「第204条にお

いて準用する第102条に規定する重
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要事項に関する規程」と、同項、第

34条の2第2項、第36条第1項並び

に第42条の2第1号及び第3号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「看護小規模

多機能型居宅介護従業者」と、第61

条の11第2項中「この節」とあるの

は「第9章第4節」と、第61条の13

第3項及び第4項並びに第61条の16

第2項第1号及び第3号中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第61条の17第1項中「地域

密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護について知見を有する

者」と、「6月」とあるのは「2

月」と、「活動状況」とあるのは

「通いサービス及び宿泊サービスの

提供回数等の活動状況」と、第89条

巾「第84条第12項」とあるのは「第

193条第13項」と、第91条及び第99

条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介護従業者」と、第108条中

「第84条第6項」とあるのは「第19

3条第7項各号」とする。

(電磁的記録等)

第205条指定地域密着型サービス事

業者及び指定地域密着型サービスの

提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この

要事項に関する規程」と、同項、第

34条の2第2項、第36条第1項並び

に第42条の2第1号及び第3号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「看護小規模

多機能型居宅介護従業者」と、第61

条の11第2項中「この節」とあるの

は「第9章第4節」と、第61条の13

第3項及び第4項並びに第61条の16

第2項第1号及び第3号中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第61条の17第1項中「地域

密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護について知見を有する

者」と、「6月」とあるのは「2

月」と、「活動状況」とあるのは

「通いサービス及び宿泊サービスの

提供回数等の活動状況」と、第89条

中「第84条第12項」とあるのは「第

!93条第13項」と、第9!条及び第99

条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介護従業者」と、第108条中

「第84条第6項」とあるのは「第19

3条第7項各号」とする。

(電磁的記録等)

第205条指定地域密着型サービス事

業者及び指定地域密着型サービスの

提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この
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  条例の規定において書面(書面、書条例の規定において書面(書面、書

  類、文書、謄本、抄本、正本、副類、文書、謄本、抄本、正本、副

  本、複本その他文字、図形等人の知本、複本その他文字、図形等人の知

  覚によって認識することができる情覚によって認識することができる情

  報が記載された紙その他の有体物を報が記載された紙その他の有体物を

  いう。以下この条において同じ。)いう。以下この条において同じ。)

  で行うことが規定されている、又はで行うことが規定されている、又は

  想定されるもの(第14条第1項(第想定されるもの(第14条第1項(第

  61条、第61条の20、第61条の20の6i条、第61条の20、第61条の20の

  3、第61条の38、第82条、第1103、第61条の38、第82条、第110

  条、第130条、第151条、第179条、条、第130条、第151条、第179条、

  第191条及び前条において準用する第}91条及び前条において準用する

  場合を含む。)、第117条第1項、場合を含む。)、第117条第1項、

  第138条第1項及び第157条第1項第i38条第1項及び第157条第1項

  (第191条において準用する場合を(第191条において準用する場合を

  含む。)並びに次項に規定するもの含む。)並びに次項に規定するもの

  を除く。)については、書面に代えを除く。)については、書面に代え

  て、当該書面に係る電磁的記録て、当該書面に係る電磁的記録(電

  子的方式、磁気的方式その他人の知

  覚によっては認識することができな

  い方式で作られる記録であって、電

  子計算機による情報処理の用に供さ

  により行うことれるものをいう。)により行うこと

  ができる。ができる。

  2(略)2(略)

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

ただし、第11条第2項第2号及び第205条第1項の改正規定は、公布の日から

施行する。

(重要事項の掲示に係る経過措置)

2前項本文の規定にかかわらず、施行日から令和7年3月3i日までの間にあっ

125



ては、改正後の第36条第3項(第61条、第6i条の20、第61条の20の3、第6i

条の38、第82条、第110条、第130条、第151条、第179条、第}91条及び第204

条において準用される場合を含む。)の規定は、適用しない。

(身体的拘束等の適正化に係る経過措置)

3施行日から令和7年3月31日までの問における改正後の第94条第7号及び第

199条第7号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければならな

い」とあるのは、「講じるよう努めなければならない」とする。

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置に係る経過措置)

4施行日から令和9年3月31日までの間における改正後の第io8条の2(第i30

条、第151条、第179条、第191条及び第204条において準用される場合を含

む。)の規定の適用については、第108条の2の規定中「しなければならな

い」とあるのは、「するよう努めなければならない」とする。

(協力医療機関との連携に関する経過措置)

5施行日から令和9年3月31日までの間における改正後の第}74条第i項(第i

91条において準用する場合を含む。)の規定の適用については、同項中「定

めておかなければならない」とあるのは、「定めておくよう努めなければな

らない」とする。
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議案第34号

長岡市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法の基準等に関する条例の一部改正について

長岡市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例

長岡市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準等に関する条例(平成24年長岡市条例第53号)を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。

改正後

(管理者)

第7条単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護事業者は、単

独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。

2(略)

改正前

(管理者)

第7条単独型・併設型指定介護予防

認知症対応型通所介護事業者は、単

独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、単独型・

併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。

2(略)
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(利用定員等)

第10条(略)

2共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス(法第41条第1項に規定する指定

居宅サービスをいう。)、指定地域

密着型サービス(法第42条の2第1

項に規定する指定地域密着型サービ

スをいう。)、指定居宅介護支援(法

第46条第1項に規定する指定居宅介

護支援をいう。)、指定介護予防サ

ービス(法第53条第1項に規定する

指定介護予防サービスをいう。)、

指定地域密着型介護予防サービス若

しくは指定介護予防支援(法第58条

第1項に規定する指定介護予防支援

をいう。)の事業又は介護保険施設

(法第8条第25項に規定する介護保

険施設をいう。)若しくは健康保険

法等の一部を改正する法律(平成18

年法律第83号)第26条の規定による

改正前の法第48条第1項第3号に規

定する指定介護療養型医療施設

 の運

営(第45条第7項及び第72条第9項

において「指定居宅サービス事業等」

という。)について3年以上の経験

を有する者でなければならない。

(管理者)

(利用定員等)

第10条(略)

2共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、指定居宅サービ

ス(法第41条第1項に規定する指定

居宅サービスをいう。)、指定地域

密着型サービス(法第42条の2第1

項に規定する指定地域密着型サービ

スをいう。)、指定居宅介護支援(法

第46条第1項に規定する指定居宅介

護支援をいう。)、指定介護予防サ

ービス(法第53条第1項に規定する

指定介護予防サービスをいう。)、

指定地域密着型介護予防サービス若

しくは指定介護予防支援(法第58条

第1項に規定する指定介護予防支援

をいう。)の事業又は介護保険施設

(法第8条第25項に規定する介護保

険施設をいう。)若しくは指定介護

療養型医療施設(健康保険法等の一

部を改正する法律(平成18年法律第8

3号)附則第130条の2第1項の規定

によりなおその効力を有するものと

された同法第26条の規定による改正

前の法第48条第1項第3号に規定す

る指定介護療養型医療施設をいう。

第45条第6項において同じ。)の運

営(第45条第7項及び第72条第9項

において「指定居宅サービス事業等」

という。)について3年以上の経験

を有する者でなければならない。

(管理者)
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第11条共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者は、共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業所

の他の職務に従事し、かつ、

他の本体事業所等の職務に

従事することとしても差し支えな

い0

2(略)

(内容及び手続の説明及び「司意)

第12条(略)

2指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、利用申込者又はその家

族からの申出があった場合には、前

項の規定による文書の交付に代え

て、第5項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾

を得て、当該文書に記すべき重要事

項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用す

第1}条共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者は、共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業所

の他の職務に従事し、かつ、同一敷

地内にある他の本体事業所等の職務

に従事することとしても差し支えな

い0

2(略)

(内容及び手続の説明及び同意)

第!2条(略)

2指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、利用申込者又はその家

族からの申出があった場合には、前

項の規定による文書の交付に代え

て、第5項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾

を得て、当該文書に記すべき重要事

項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用す

130



る方法であって次に掲げるもの(以

下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができ

る。この場合において、当該指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者

は、当該文書を交付したものとみな

 す。

(1)(略)

(2)電磁的記録媒体(電磁的記録

(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第9

2条第1項において同じ。)に係る

記録媒体をいう。)をもって調製

するファイルに前項に規定する重

要事項を記録したものを交付する

方法

3～6(略)

(掲示)

第33条指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護予防

認知症対応型通所介護従業者の勤務

の体制その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要

事項(以下この条において単に「重

要事項」という。)を掲示しなけれ

ばならない。

2指定介護予防認知症対応型通所介

る方法であって次に掲げるもの(以

下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができ

る。この場合において、当該指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者

は、当該文書を交付したものとみな

 す。

(1)(略)

(2)磁気ディスク、シー・ディー・

ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録して

おくことができる物

をもって調製

するファイルに前項に規定する重

要事項を記録したものを交付する

方法

3～6(略)

(掲示)

第33条指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護予防

認知症対応型通所介護従業者の勤務

の体制その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要

事項

を掲示しなけれ

ばならない。

2指定介護予防認知症対応型通所介
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護事業者は、重要事項

を

記載した書面を当該指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

3指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、原則として、重要事項

をウェブサイトに掲載しなければな

らない。

(記録の整備)

第41条(略)

2指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、利用者に対する指定介

護予防認知症対応型通所介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)(略)

(2)第22条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第43条第11号の規定による身

体的拘束その他利用者の行動を制

限する行為(以下「身体的拘束等」

という。)の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)第25条の規定による市長への

通知に係る記録

護事業者は、前項に規定する事項を

記載した書面を当該指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自宙に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

(記録の整備)

第41条(略)

2指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、利用者に対する指定介

護予防認知症対応型通所介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)(略)

(2)第22条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

血 第25条に規定する市長への

通知に係る記録
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(5)第37条第2項の規定による苦

情の内容等の記録

(6)第38条第2項の規定による事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(7)(略)

(指定介護予防認知症対応型通所介

護の具体的取扱方針)

第43条指定介護予防認知症対応型通

所介護の方針は、第5条に規定する

基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。

(1)～(9)(略)

(10)指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。

(11)前号の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

(!2)(略)

(13)(田各)

(14)(田各)

(!5)(略)

(16)第!号から第14号までの規定

は、前号に規定する介護予防認知

(4)第37条第2項に規定する苦

情の内容等の記録

(5)第38条第2項に規定する事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(6)(略)

(指定介護予防認知症対応型通所介

護の具体的取扱方針)

第43条指定介護予防認知症対応型通

所介護の方針は、第5条に規定する

基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。

(1)～(9)(略)

(!0)(田各)

(11)(略)

(12)(略)

(!3)(略)

(i4)第!号から第12号までの規定

は、前号に規定する介護予防認知
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症対応型通所介護計画の変更につ

いて準用する。

(従業者の員数等)

第45条(略)

2～5(略)

6次の表の左欄に掲げる場合におい

て、前各項に規定する人員に関する

基準を満たす介護予防小規模多機能

型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いている

ときは、同表の右欄に掲げる当該介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の

職務に従事することができる。

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に中欄

に掲げる施

設等のいず

れかが併設

されている

場合

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着型

特定施設、指定地域

密着型介護老人福

祉施設、指定介護老

人福祉施設、介護老

人保健施設

又は介護医療

院

介護

職員

症対応型通所介護計画の変更につ

いて準用する。

(従業者の員数)

第45条(略)

2～5(略)

6次の表の左欄に掲げる場合におい

て、前各項に規定する人員に関する

基準を満たす介護予防小規模多機能

型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いている

ときは、同表の右欄に掲げる当該介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の

職務に従事することができる。

当該指定介

護予防小規

模多機能型

居宅介護事

業所に中欄

に掲げる施

設等のいず

れかが併設

されている

場合

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着型

特定施設、指定地域

密着型介護老人福

祉施設、指定介護老

人福祉施設、介護老

人保健施設、指定介

護療養型医療施設

(医療法(昭和23

年法律第205号)第

7条第2項第4号

に規定する療養病

床を有する診療所

であるものに限

療医護介は

又

)

の

 る
院

介護

職員
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(略)

7～13(略)

(管理者)

第46条指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、

指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等の職務

(略)

7～i3(田各)

(管理者)

第46条指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理

者を置かなければならない。ただし、

指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の他の職務に従事

し、又は当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前

条第6項の表当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれかが併設され

ている場合の項中欄に掲げる施設等

の職務、同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所

(指定地域密着型サービス基準等条

例第8条第1項に規定する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所をいう。以下同じ。)の職務(当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所に係る指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者(指

定地域密着型サービス基準等条例第

8条第1項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者

をいう。以下同じ。)が、指定夜間

対応型訪問介護事業者(指定地域密
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に従事することができるものとす

 る。

2・3(略)

(身体的拘束等の禁止)

第54条指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等

を行ってはならない。

着型サービス基準等条例第49条第1

項に規定する指定夜間対応型訪問介

護事業者をいう。以下同じ。)、指

定訪問介護事業者(指定居宅サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準(平成11年厚生省令第37

号。以下「指定居宅サービス等基準」

という。)第5条第1項に規定する

指定訪問介護事業者をいう。以下同

じ。又は指定訪問看護事業者(指

定居宅サービス等基準第60条第1項

に規定する指定訪問看護事業者をい

う。以下同じ。)の指定を併せて受

け、一体的な運営を行っている場合

は、これらの事業に係る職務を含

む。)若しくは法第115条の45第1項

に規定する介護予防・日常生活支援

総合事業(同項第1号二に規定する

第!号介護予防支援事業を除く。)

に従事することができるものとす

 る。

2・3(略)

(身体的拘束等の禁止)

第54条指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者は、指定介護予防小

規模多機能型居宅介護の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束その他利用者の行動を制限する

行為(以下「身体的拘束等」という。)

を行ってはならない。
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2(略)

3指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、身体的拘束等の適正

化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。

(1)身体的拘束等の適正化のため

の対策を検討する委員会(テレビ

電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1

回以上開催するとともに、その結

果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。

2)身体的拘束等の適正化のため

の指針を整備すること。

(3)介護職員その他の従業者に対

し、身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

利用者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の

設置)

第64条の2指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業

所における業務の効率化、介護サー

ビスの質の向上その他の生産性の向

上に資する取組の促進を図るため、

当該指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所における利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会(テレビ電話装置

2(略)
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等を活用して行うことができるもの

とする。)を定期的に開催しなけれ

ばならない。

(記録の整備)

第65条(略)

2指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間

保存しなければならない。

(1)・(2)(略)

(3)次条において準用する第22条

第2項の規定による提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)第54条第2項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(5)次条において準用する第25条

の規定による市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第37条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(7)事情において準用する第38条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(管理者)

(記録の整備)

第65条(略)

2指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、利用者に対する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から5年間

保存しなければならない。

(1)・(2)(略)

(3)次条において準用する第22条

第2項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録

(4)第54条第2項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(5)次条において準用する第25条

に規定する市長への通知に係る

記録

(6)次条において準用する第37条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(7)事情において準用する第38条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(8)(略)

(管理者)
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第73条指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業者は、共同生活住居

ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。

ただし、共同生活住居の管理上支障

がない場合は、当該共同生活住居の

他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等

の職務に従事することがで

きるものとする。

2・3(略)

(管理者による管理)

第80条共同生活住居の管理者は、同

時に介護保険施設、指定居宅サービ

ス、指定地域密着型サービス、指定

介護予防サービス若しくは指定地域

密着型介護予防サービス(サテライ

ト型指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定介護予防認知症対

応型共同生活介護を除く。)の事業

を行う事業所、病院、診療所又は社

会福祉施設を管理する者であっては

ならない。ただし、

当該共同生活住居の管理上支障

がない場合は、この限りでない。

(協力医療機関等)

第84条(略)

2指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、前項の規定に基づ

第73条指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業者は、共同生活住居

ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。

ただし、共同生活住居の管理上支障

がない場合は、当該共同生活住居の

他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等若しくは

併設する指定小規模多機能型居宅介

護事業所の職務に従事することがで

きるものとする。

2・3(略)

(管理者による管理)

第80条共同生活住居の管理者は、同

時に介護保険施設、指定居宅サービ

ス、指定地域密着型サービス、指定

介護予防サービス若しくは指定地域

密着型介護予防サービス(サテライ

ト型指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定介護予防認知症対

応型共同生活介護を除く。)の事業

を行う事業所、病院、診療所又は社

会福祉施設を管理する者であっては

ならない。ただし、これらの事業所、

施設等が同一敷地内にあること等に

より当該共同生活住居の管理上支障

がない場合は、この限りでない。

(協力医療機関等)

第84条(略)
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き協力医療機関を定めるに当たって

は、次に掲げる要件を満たす協力医

療機関を定めるように努めなければ

ならない。

(1)利用者の病状が急変した場合

等において、医師又は看護職員が

相談対応を行う体制を、常時確保

していること。

(2)当該指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者からの診療

の求めがあった場合において、診

療を行う体制を、常時確保してい

ること。

3指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、1年に1回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病

状が急変した場合等の対応を確認す

るとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者に係る指定を行

った市長に届け出なければならな

い0

4指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する

法律(平成10年法律第114号)第6条

第17項に規定する第2種協定指定医

療機関(次項において「第2種協定

指定医療機関」という。)との問で、

新興感染症(同条第7項に規定する

新型インフルエンザ等感染症、同条

第8項に規定する指定感染症又は同
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条第9項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。の発生時

等の対応を取り決めるように努めな

ければならない。

5指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、協力医療機関が第

2種協定指定医療機関である場合に

おいては、当該第2種協定指定医療

機関との問で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。

6指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、利用者が協力医療

機関その他の医療機関に入院した後

に、当該利用者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、

再び当該指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所に速やかに入居

させることができるように努めなけ

ればならない。

7(略)

8(略)

(記録の整備)

第86条(略)

2指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型共「司生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(1)(略)

2(略)

3(略)

(記録の整備)

第86条(略)

2指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防認知症対応型共同生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から5

年間保存しなければならない。

(!)(略)
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(2)第77条第2項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第79条第2項の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第25条

の規定による市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第37条

第2項の規定による苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第38条

第2項の規定による事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(7)(略)

(準用)

第87条第12条、第13条、第15条、第1

6条、第24条、第25条、第27条、第2

9条の2、第32条から第35条まで、第

37条から第40条まで(第38条第4項

及び第40条第5項を除く。)、第57

条、第60条、第62条及び第64条の2

の規定は、指定介護予防認知症対応

型共同生活介護の事業について準用

する。この場合において、第12条第

!項中「第28条に規定する運営規程」

とあるのは「第81条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第29

条の2第2項、第32条第2項第1号

(2)第77条第2項に規定する提

供した具体的なサービスの内容等

の記録

(3)第79条第2項に規定する身

体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録

(4)次条において準用する第25条

に規定する市長への通知に係る

記録

(5)次条において準用する第37条

第2項に規定する苦情の内容等

の記録

(6)次条において準用する第38条

第2項に規定する事故の状況及

び事故に際して行った処置につい

ての記録

(7)(略)

(準用)

第87条第12条、第13条、第15条、第1

6条、第24条、第25条、第27条、第2

9条の2、第32条から第35条まで、第

37条から第40条まで(第38条第4項

及び第40条第5項を除く。)、第57

条、第60条及び第62条

の規定は、指定介護予防認知症対応

型共「司生活介護の事業について準用

する。この場合において、第!2条第

i項中「第28条に規定する運営規程」

とあるのは「第81条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第29

条の2第2項、第32条第2項第1号
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及び第3号、第33条第1項並びに第3

8条の2第1号及び第3号中「介護予

防認知症対応型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第27条

第2項中「この節」とあるのは「第

4章第4節」と、第40条第1項中「介

護予防認知症対応型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「介

護予防認知症対応型共同生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、第57条中「介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、

第60条中「指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者」とあるのは「指

定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者」とする。

(電磁的記録等)

第92条指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者及び指定地域密着型介護

予防サービスの提供に当たる者は、

作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において

書面(書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され

ている又は想定されるもの(第15条

第!項(第66条及び第87条において

準用する場合を含む。)及び第77条

及び第3号、第33条第1項並びに第3

8条の2第1号及び第3号中「介護予

防認知症対応型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第27条

第2項中「この節」とあるのは「第

4章第4節」と、第40条第1項中「介

護予防認知症対応型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「介

護予防認知症対応型共同生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、第57条中「介

護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、

第60条中「指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者」とあるのは「指

定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者」とする。

(電磁的記録等)

第92条指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者及び指定地域密着型介護

予防サービスの提供に当たる者は、

作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において

書面(書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定され

ている又は想定されるもの(第15条

第!項(第66条及び第87条において

準用する場合を含む。)及び第77条
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  第1項並びに次項に規定するものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録第1項並びに次項に規定するものを除く。)については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録塾
  方式、磁気的方式その他人の知覚に

  よっては認識することができない方

  式で作られる記録であって、電子計

  算機による情報処理の用に供される

  により行うことができる。2(略)ものをいう。)により行うことができる。2(略)
附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

ただし、第12条第2項第2号及び第92条第1項の改正規定は、公布の日から施

行する。

(重要事項の掲示に係る経過措置)

2前項本文の規定にかかわらず、施行日から令和7年3月3ま日までの間にあっ

ては、改正後の第33条第3項(第66条及び第87条において準用される場合を含

む。)の規定は、適用しない。

(身体的拘束等の適正化に係る経過措置)

3施行日から令和7年3月31日までの問における改正後の第54条第3項の規定

の適用については、同項中「講じなければならない」とあるのは、「講じるよ

う努めなければならない」とする。

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置)

4施行日から令和9年3月31日までの間における改正後の第64条の2(第87条

において準用される場合を含む。)の規定の適用については、第64条の2の規

定中「しなければならない」とあるのは、「するよう努めなければならない」

とする。
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議案第35号

長岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の

一部改正について

長岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所

要の改正を行うもの
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長岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の

一部を改正する条例

長岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例(平成

30年長岡市条例第5号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。

改正後

(基本方針)

第4条(略)

2・3(略)

4指定居宅介護支援事業者は、事業

の運営に当たっては、本市、法第l!

5条の46第1項に規定する地域包括

支援センター(以下「地域包括支援

センター」という。)、老人福祉法

(昭和38年法律第133号)第20条の7

の2に規定する老人介護支援センタ

ー、他の指定居宅介護支援事業者、

指定介護予防支援事業者(法第58条

第!項に規定する指定介護予防支援

事業者をいう。以下r司じ。)、介護

保険施設、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法

律(平成17年法律第123号)第51条の

改正前

(基本方針)

第4条(略)

2・3(略)

4指定居宅介護支援事業者は、事業

の運営に当たっては、本市、法第11

5条の46第1項に規定する地域包括

支援センター

、老人福祉法

(昭和38年法律第133号)第20条の7

の2に規定する老人介護支援センタ

ー、他の指定居宅介護支援事業者、

指定介護予防支援事業者(法第58条

第i項に規定する指定介護予防支援

事業者をいう。以下同じ。)、介護

保険施設、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法

律(平成17年法律第123号)第51条の
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17第1項第1号に規定する指定特定

相談支援事業者等との連携に努めな

ければならない。

5・6(略)

(従業者の員数)

第5条(略)

2前項に規定する員数の基準は、利

用者の数(当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指

定を併せて受け、又は法第115条の2

3第3項の規定により地域包括支援

センターの設置者である指定介護予

防支援事業者から委託を受けて、当

該指定居宅介護支援事業所において

指定介護予防支援(法第58条第1項

に規定する指定介護予防支援をい

う。以下この項及び第16条第29号に

おいて同じ。)を行う場合にあって

は、当該事業所における指定居宅介

護支援の利用者の数に当該事業所に

おける指定介護予防支援の利用者の

数に3分の!を乗じた数を加えた

数。次項において同じ。)が44又は

その端数を増すごとに1とする。

3前項の規定にかかわらず、指定居

宅介護支援事業所が、公益社団法人

国民健康保険中央会(昭和34年1月

!日に社団法人国民健康保険中央会

という名称で設立された法人をい

う。)が運用及び管理を行う指定居

宅介護支援事業者及び指定居宅サー

ビス事業者等の使用に係る電子計算

17第1項第1号に規定する指定特定

相談支援事業者等との連携に努めな

ければならない。

5・6(略)

(従業者の員数)

第5条(略)

2前項に規定する員数の基準は、利

用者の数が35

 又は

その端数を増すごとに1とする。
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機と接続された居宅サービス計画の

情報の共有等のための情報処理シス

テムを利用し、かつ、事務職員を配

置している場合における第1項に規

定する員数の基準は、利用者の数が4

9又はその端数を増すごとに1とす

 る。

(管理者)

第6条(略)

2(略)

3第1項に規定する管理者は、専ら

その職務に従事する者でなければな

らない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。

(1)(略)

(2)管理者が他

の事業所の職務に従事する場合

(その管理する指定居宅介護支援

事業所の管理に支障がない場合に

限る。)

(内容及び手続の説明及び同意)

第7条(略)

2指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、居宅サービス計画が第4条に

規定する基本方針(第16条において

「基本方針」という。)及び利用者

の希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定居宅サービ

ス事業者等を紹介するよう求めるこ

(管理者)

第6条(略)

2(略)

3第1項に規定する管理者は、専ら

その職務に従事する者でなければな

らない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。

(1)(略)

(2)管理者が同一敷地内にある他

の事業所の職務に従事する場合

(その管理する指定居宅介護支援

事業所の管理に支障がない場合に

限る。)

(内容及び手続の説明及び同意)

第7条(略)

2指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ

、居宅サービス計画が第4条に

規定する基本方針(第16条において

「基本方針」という。)及び利用者

の希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定居宅サービ

ス事業者等を紹介するよう求めるこ
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とができること

等につき説明を行

い、理解を得なければならない。

3指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、前6月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅

サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地

域密着型通所介護(以下この項にお

いて「訪問介護等」という。)がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合及び前6月間

に当該指定居宅介護支援事業所にお

いて作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回

数のうちに同一の指定居宅サービス

事業者又は指定地域密着型サービス

とができること、前6月間に当該指

定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画の総数のう

ちに訪問介護、通所介護、福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護(以下

この項において「訪問介護等」とい

う。)がそれぞれ位置付けられた居

宅サービス計画の数が占める割合、

前6月間に当該指定居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等

ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型

サービス事業者によって提供された

ものが占める割合等につき説明を行

い、理解を得なければならない。

149



事業者によって提供されたものが占

める割合につき説明を行い、理解を

得るよう努めなければならない。

4(略)

5指定居宅介護支援事業者は、利用

申込者又はその家族からの申出があ

った場合には、第1項の規定による

文書の交付に代えて、第8項で定め

るところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの(以下この条において

「電磁的方法」という。)により提

供することができる。この場合にお

いて、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみな

 す。

(!)(略)

(2)電磁的記録媒体(電磁的記録

(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第3

4条第1項において同じ。)に係る

記録媒体をいう。)をもって調製

するファイルに第1項に規定する

重要事項を記録したものを交付す

る方法

6(略)

3(略)

4指定居宅介護支援事業者は、利用

申込者又はその家族から申出があ

った場合は、第1項の規定による

文書の交付に代えて、第7項で定め

るところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの(以下この条において

「電磁的方法」という。)により提

供することができる。この場合にお

いて、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみな

 す。

(1)(略)

(2)磁気ディスク、シー・デイー・

ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録して

おくことができる物

をもって調製

するファイルに第!項に規定する

重要事項を記録したものを交付す

る方法

5(略)
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7第5項第1号の「電子情報処理組

織」とは、指定居宅介護支援事業者

の使用に係る電子計算機と、利用申

込者又はその家族の使用に係る電子

計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。

8指定居宅介護支援事業者は、第5

項の規定により第1項に規定する重

要事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はそ

の家族に対し、その用いる次に掲げ

る電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾

を得なければならない。

(1)第5項各号に規定する方法の

うち指定居宅介護支援事業者が

使用するもの

(2)(略)

9(略)

(指定居宅介護支援の具体的取扱方

針)

第16条指定居宅介護支援の方針は、

基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。

(!)・(2)(略)

(2)の2指定居宅介護支援の提供

に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の

行動を制限する行為(以下「身体

6第4項第1号の「電子情報処理組

織」とは、指定居宅介護支援事業者

の使用に係る電子計算機と、利用申

込者又はその家族の使用に係る電子

計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。

7指定居宅介護支援事業者は、第4

項の規定により第1項に規定する重

要事項を提供しようするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はそ

の家族に対し、その用いる次に掲げ

る電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾

を得なければならない。

(i)第4項各号に規定する方法の

うち、指定居宅介護支援事業者が

使用するもの

(2)(略)

8(略)

(指定居宅介護支援の具体的取扱方

針)

第三6条指定居宅介護支援の方針は、

基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところ

によるものとする。

(!)・(2)(田各)
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的拘束等」という。)を行っては

ならない。

(2)の3前号の身体的拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。

(3)～(14)(略)

(15)介護支援専門員は、モニタリ

ングに当たっては、利用者及びそ

の家族、指定居宅サービス事業者

等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に

定めるところにより行わなければ

ならない。

ア少なくとも1月に1回

、利用者に面接

すること。

イアの規定による面接は、利用

者の居宅を訪問することによっ

て行うこと。ただし、次のいず

れにも該当する場合であって、

少なくとも2月に1回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接

するときは、利用者の居宅を訪

問しない月においては、テレビ

電話装置等を活用して、利用者

に面接することができるものと

する。

(ア)テレビ電話装置等を活用

して面接を行うことについ

て、文書により利用者の同意

(3)～(i4)(略)

(15)介護支援専門員は、モニタリ

ングに当たっては、利用者及びそ

の家族、指定居宅サービス事業者

等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に

定めるところにより行わなければ

ならない。

ア少なくとも1月に1回、利用

者の居宅を訪問し、利用者に面接

すること。
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を得ていること。

イ)サービス担当者会議等に

おいて、次に掲げる事項につ

いて主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ている

こと。

a利用者の心身の状況が安

定していること。

b利用者がテレビ電話装置

等を活用して意思疎通を行

うことができること。

c介護支援専門員が、テレ

ビ電話装置等を活用したモ

ニタリングでは把握できな

い情報について、担当者か

ら提供を受けること。

ウ(略)

(16)～(28)(則各)

(29)指定居宅介護支援事業者は、

法第1!5条の23第3項の規定に基

づき、地域包括支援センターの設

置者である指定介護予防支援事業

者から指定介護予防支援の業務の

委託を受けるに当たっては、その

業務量等を勘案し、当該指定居宅

介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できる

よう配慮しなければならない。

(30)(略)

(掲示)

第25条指定居宅介護支援事業者は、

イ(略)

(16)～(28)(田各)

(29)指定居宅介護支援事業者は、

法第115条の23第3項の規定に基

づき、

指定介護予防支援事業

者から指定介護予防支援の業務の

委託を受けるに当たっては、その

業務量等を勘案し、当該指定居宅

介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できる

よう配慮しなければならない。

(30)(田各)

(掲示)

第25条指定居宅介護支援事業者は、
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指定居宅介護支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護支援

専門員の勤務の体制その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項(以下この条にお

いて単に「重要事項」という。)を

掲示しなければならない。

事項を記載した書面を当

該指定居宅介護支援事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

3指定居宅介護支援事業者は、原則

2指定居宅介護支援事業者は、重要

として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。

(記録の整備)

第32条(略)

2指定居宅介護支援事業者は、利用

者に対する指定居宅介護支援の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から5年間保存しなけ

ればならない。

(1)・(2)(略)

(3)第16条第2号の3の規定によ

る身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録

(4)第19条の規定による市長への

通知に係る記録

指定居宅介護支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護支援

専門員の勤務の体制その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項

を

掲示しなければならない。

2指定居宅介護支援事業者は、前項

に規定する事項を記載した書面を当

該指定居宅介護支援事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

(記録の整備)

第32条(略)

2指定居宅介護支援事業者は、利用

者に対する指定居宅介護支援の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から5年間保存しなけ

ればならない。

(1)・(2)(田各)

(3)第19条に規定する 市長への

通知に係る記録
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  (5)第29条第2項の規定による苦一(4)第29条第2項に規定する苦一

  情の内容等の記録情の内容等の記録

  (6)第30条第2項の規定による事一(5)第30条第2項に規定する事一

  故の状況及び事故に際して行った故の状況及び事故に際して行った

  処置についての記録処置についての記録

  (電磁的記録等)(電磁的記録等)

  第34条指定居宅介護支援事業者及び第34条指定居宅介護支援事業者及び

  指定居宅介護支援の提供に当たる者指定居宅介護支援の提供に当たる者

  は、作成、保存その他これらに類すは、作成、保存その他これらに類す

  るもののうち、この条例の規定におるもののうち、この条例の規定にお

  いて書面(書面、書類、文書、謄本、いて書面(書面、書類、文書、謄本、

  抄本、正本、副本、複本その他文字、抄本、正本、副本、複本その他文字、

  図形等人の知覚によって認識するこ図形等人の知覚によって認識するこ

  とができる情報が記載された紙そのとができる情報が記載された紙その

  他の有体物をいう。以下この条にお他の有体物をいう。以下この条にお

  いて同じ。)で行うことが規定されいて同じ。)で行うことが規定され

  ている又は想定されるもの(第10ている、又は想定されるもの(第10

  条(前条において準用する場合を含条(前条において準用する場合を含

  む。)及び第16条第27号(前条におむ。)及び第16条第27号(前条にお

  いて準用する場合を含む。)並びにいて準用する場合を含む。)並びに

  次項に規定するものを除く。)につ次項に規定するものを除く。)につ

  いては、書面に代えて、当該書面にいては、書面に代えて、当該書面に

  係る電磁的記録係る電磁的記録(電子的方式、磁気

  的方式その他人の知覚によっては認

  識することができない方式で作られ

  る記録であって、電子計算機による

  情報処理の用に供されるものをい

  により行うことができる。う。)により行うことができる。

  2(略)2(略)

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。
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ただし、第7条第5項第2号及び第34条第1項の改正規定は、公布の日から施

行する。

(重要事項の掲示に係る経過措置)

2前項本文の規定にかかわらず、施行日から令和7年3月3i日までの間にあっ

ては、改正後の第25条第3項(第33条において準用される場合を含む。)の規

定は適用しない。
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議案第36号

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一

部改正について

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正

を行うもの
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長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一

部を改正する条例

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例(平成26年長

岡市条例第50号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。

  改正後改正前

  (従業者の員数)第5条地域包括支援センターの設置(従業者の員数)第5条
  者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所(以下「指

  定介護予防支援事業所」という。)

  ごとに!以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員(以下「担当職員」という。)を置かなければならない。2指定居宅介護支援事業者である指ごとに!以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員(以下「担当職員」という。)を置かなければならない。
  定介護予防支援事業者は、当該指定

  に係る事業所ごとに1以上の員数の

  指定介護予防支援の提供に当たる必
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要な数の介護支援専門員を置かなけ

ればならない。

(管理者)

第6条指定介護予防支援事業者は、

当該指定に係る事業所(以下「指定

介護予防支援事業所」という。)ご

とに常勤の管理者を置かなければな

らない。

2地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者が前項

の規定により置く管理者は、専らそ

の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定介護予防支援事

業所の管理に支障がない場合は、当

該指定介護予防支援事業所の他の職

務に従事し、又は当該指定介護予防

支援事業者である地域包括支援セン

ターの職務に従事することができる

ものとする。

3指定居宅介護支援事業者である指

定介護予防支援事業者が第1項の規

定により置く管理者は、介護保険法

施行規則(平成!1年厚生省令弟36号)

第140条の66第1号イ(3)に規定する

主任介護支援専門員(以下この項に

おいて「主任介護支援専門員」とい

う。)でなければならない。ただし、

主任介護支援専門員の確保が著しく

困難である等やむを得ない理由があ

る場合については、介護支援専門員

(主任介護支援専門員を除く。)を

第!項に規定する管理者とすること

(管理者)

第6条指定介護予防支援事業者は、

指定介護予防支援事業所

ご

とに常勤の管理者を置かなければな

らない。

2前項に規定する

管理者は、専らそ

の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定介護予防支援事

業所の管理に支障がない場合は、当

該指定介護予防支援事業所の他の職

務に従事し、又は当該指定介護予防

支援事業者である地域包括支援セン

ターの職務に従事することができる

ものとする。
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ができる。

4前項の管理者は、専らその職務に

従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限り

でない。

(1)管理者がその管理する指定介

護予防支援事業所の介護支援専門

員の職務に従事する場合

(2)管理者が他の事業所の職務に

従事する場合(その管理する指定

介護予防支援事業所の管理に支障

がない場合に限る。)

(内容及び手続の説明及び同意)

第7条(略)

2指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、介護予防サービス計画が第4

条に規定する基本方針及び利用者の

希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定介護予防サ

ービス事業者(法第53条第!項に規

定する指定介護予防サービス事業者

をいう。以下「司じ。)等を紹介する

よう求めることができること等につ

き説明を行い、理解を得なければな

らない。

3指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、利用者について、病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合に

(内容及び手続の説明及び同意)

第7条(略)

2指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ

、介護予防サービス計画が第4

条に規定する基本方針及び利用者の

希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定介護予防サ

ービス事業者(法第53条第!項に規

定する指定介護予防サービス事業者

をいう。以下同じ。)等を紹介する

よう求めることができること等につ

き説明を行い、理解を得なければな

らない。

3指定介護予防支援事業者は、指定

介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、利用者について、病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合に
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は、担当職員(指定居宅介護支援事

業者である指定介護予防支援事業者

の場合にあっては介護支援専門員。

以下この章及び次章において同じ。)

の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう求めなければなら

ない。

4指定介護予防支援事業者は、利用

申込者又はその家族から申出があっ

た場合には、第1項の規定による文

書の交付に代えて、第7項で定める

ところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に

記すべき重要事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信

の技術を使用する方法であって次に

掲げるもの(以下この条において「電

磁的方法」という。)により提供す

ることができる。この場合において、

当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。

(1)(略)

(2)電磁的記録媒体(電磁的記録

(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第3

6条第1項において同じ。)に係る

記録媒体をいう。)をもって調製

するファイルに第1項に規定する

重要事項を記録したものを交付す

は、担当職員

の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう求めなければなら

ない。

4指定介護予防支援事業者は、利用

申込者又はその家族から申出があっ

た場合は、第1項の規定による文

書の交付に代えて、第7項で定める

ところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に

記すべき重要事項を電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信

の技術を使用する方法であって次に

掲げるもの(以下この条において「電

磁的方法」という。)により提供す

ることができる。この場合において、

当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。

(1)(略)

(2)磁気ディスク、シー・ディー・

ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録して

おくことができる物

をもって調製す

るファイルに第!項に規定する重

要事項を記録したものを交付する
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る方法

5～8(略)

(利用料等の受領)

第13条(略)

2指定居宅介護支援事業者である指

定介護予防支援事業者は、前項の利

用料のほか、利用者の選定により通

常の事業の実施地域以外の地域の居

宅を訪問して指定介護予防支援を行

う場合には、それに要した交通費の

支払を利用者から受けることができ

 る。

3指定居宅介護支援事業者である指

定介護予防支援事業者は、前項に規

定する費用の額に係るサービスの提

供に当たっては、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければなら

ない。

(保険給付の請求のための証明書の

交付)

第14条指定介護予防支援事業者は、

提供した指定介護予防支援について

前条第1項の利用料の支払を受けた

場合には、当該利用料の額等を記載

した指定介護予防支援提供証明書を

利用者に対して交付しなければなら

ない。

(指定介護予防支援の業務の委託)

第15条地域包括支援センターの設置

方法

5～8(略)

(利用料等の受領)

第13条(略)

(保険給付の請求のための証明書の

交付)

第14条指定介護予防支援事業者は、

提供した指定介護予防支援について

前条の利用料の支払を受けた

場合は、当該利用料の額等を記載

した指定介護予防支援提供証明書を

利用者に対して交付しなければなら

ない。

(指定介護予防支援の業務の委託)

第!5条
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者である指定介護予防支援事業者

は、法第115条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合には、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。

(1)委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保

険法施行規則

第140条の66第1号ロ(2)

に規定する地域包括支援センター

運営協議会をいう。)の議を経な

ければならないこと。

(2)・(3)(略)

(4)委託する指定居宅介護支援事

業者に対し、指定介護予防支援の

業務を実施する介護支援専門員

が、第4条、この章及び次章の規

定(第33条第29号の規定を除く。)

を遵守するよう措置させなければ

ならないこと。

(掲示)

第24条指定介護予防支援事業者は、

指定介護予防支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、担当職員

の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められ

る重要事項(以下この条において単

に「重要事項」という。)を掲示し

なければならない。

2指定介護予防支援事業者は、重要

事項を記載した書面を当

指定介護予防支援事業者

は、法第l15条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合は、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。

(1)委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保

険法施行規則(平成11年厚生省令

第36号)第140条の66第1号ロ(2)

に規定する地域包括支援センター

運営協議会をいう。)の議を経な

ければならないこと。

(2)・(3)(略)

(4)委託する指定居宅介護支援事

業者に対し、指定介護予防支援の

業務を実施する介護支援専門員

が、第4条、この章及び次章の規

定

を遵守するよう措置させなければ

ならないこと。

(掲示)

第24条指定介護予防支援事業者は、

指定介護予防支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、担当職員

の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められ

る重要事項

を掲示し

なければならない。

2指定介護予防支援事業者は、前項

に規定する事項を記載した書面を当

163



該指定介護予防支援事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

3指定介護予防支援事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。

(記録の整備)

第31条(略)

2指定介護予防支援事業者は、利用

者に対する指定介護予防支援の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)(略)

(2)個々の利用者ごとに次に掲げ

る事項を記載した介護予防支援台

帳
ア～ウ(略)

工第33条第15号の規定による評価

の結果の記録

オ(略)

(3)第33条第2号の3の規定によ

る身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為(同条第2号の2

及び第2号の3において「身体的

拘束等」という。)の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記

最多

該指定介護予防支援事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることがで

きる。

(記録の整備)

第31条(略)

2指定介護予防支援事業者は、利用

者に対する指定介護予防支援の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。

(1)(略)

(2)個々の利用者ごとに次に掲げ

る事項を記載した介護予防支援台

帳

ア～ウ(略)

工第33条第15号に規定する評価

の結果の記録

オ(略)
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(4)第18条の規定による市長への

通知に係る記録

(5)第28条第2項の規定による苦

情の内容等の記録

(6)第29条第2項の規定による事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(指定介護予防支援の具体的取扱方

針)

第33条指定介護予防支援の具体的取

扱方針は、第4条に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針

に基づき、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)・(2)(田各)

(2の2指定介護予防支援の提供

に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。

(2)の3前号の身体的拘束等を行

う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。

(3)～(!5)(略)

(16)担当職員は、モニタリングに

当たっては、利用者及びその家族、

指定介護予防サービス事業者等と

の連絡を継続的に行うこととし、

(3)第18条に規定する市長への

通知に係る記録

(4)第28条第2項に規定する苦

情の内容等の記録

(5)第29条第2項に規定する事

故の状況及び事故に際して行った

処置についての記録

(指定介護予防支援の具体的取扱方

針)

第33条指定介護予防支援の具体的取

扱方針は、第4条に規定する基本方

針及び前条に規定する基本取扱方針

に基づき、次に掲げるところによる

ものとする。

(1)・(2)(田各)

(3)～(15)(閏各)

(i6)担当職員は、モニタリングに

当たっては、利用者及びその家族、

指定介護予防サービス事業者等と

の連絡を継続的に行うこととし、
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特段の事情のない限り、次に定め

るところにより行わなければなら

ない。

ア少なくともサービスの提供を

開始する月の翌月から起算して

3月に1回

 、利

用者に面接すること。

イアの規定による面接は、利用

者の居宅を訪問することによっ

て行うこと。ただし、次のいずれ

にも該当する場合であって、サー

ビスの提供を開始する月の翌月

から起算して3月ごとの期間(以

下この号において単に「期間」と

いう。について、少なくとも連

続する2期間に1回、利用者の居

宅を訪問し、面接するときは、利

用者の居宅を訪問しない期間に

おいて、テレビ電話装置等を活用

して、利用者に面接することがで

きる。

(ア)テレビ電話装置等を活用

して面接を行うことについ

て、文書により利用者の同意

を得ていること。

(イ)サービス担当者会議等に

おいて、次に掲げる事項につ

いて主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ている

166

特段の事情のない限り、次に定め

るところにより行わなければなら

ない。

ア少なくともサービスの提供を

開始する月の翌月から起算して

3月に1回及びサービスの評価

期間が満了する月並びに利用者

の状況に著しい変化があったと

きは、利用者の居宅を訪問し、利

用者に面接すること。



こと。

a利用者の心身の状況が安

定していること。

b利用者がテレビ電話装置

等を活用して意思疎通を行

うことができること。

c担当職員が、テレビ電話装

置等を活用したモニタリン

グでは把握できない情報に

ついて、担当者から提供を

受けること。

ウサービスの評価期間が終了す

る月及び利用者の状況に著しい

変化があったときは、利用者の居

宅を訪問し、利用者に面接するこ

 と。

工利用者の居宅を訪問しない月

イただし書の規定によりテレ

ビ電話装置等を活用して利用者

に面接する月を除く。)において

は、可能な限り、指定介護予防通

所リハビリテーション事業所(指

定介護予防サービス等基準第117

条第!項に規定する指定介護予

防通所リハビリテーション事業

所をいう。)を訪問する等の方法

により利用者に面接するよう努

めるとともに、当該面接ができな

い場合にあっては、電話等により

利用者との連絡を実施すること。

オ(略)

(17)～(28)(略)

イ利用者の居宅を訪問しない月

において

は、可能な限り、指定介護予防通

所リハビリテーション事業所(指

定介護予防サービス等基準第117

条第!項に規定する指定介護予

防通所リハビリテーション事業

所をいう。)を訪問する等の方法

により利用者に面接するよう努

めるとともに、当該面接ができな

い場合にあっては、電話等により

利用者との連絡を実施すること。

ウ(略)

(17)～(28)(略)
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  (29)指定居宅介護支援事業者であ

  る指定介護予防支援事業者は、法

  第115条の30の2第1項の規定に

  より市長から情報の提供を求めら

  れた場合には、その求めに応じな

  ければならない。

  (電磁的記録等)(電磁的記録等)

  第36条指定介護予防支援事業者及び第36条指定介護予防支援事業者及び

  指定介護予防支援の提供に当たる者指定介護予防支援の提供に当たる者

  は、作成、保存その他これらに類すは、作成、保存その他これらに類す

  るもののうち、この条例の規定におるもののうち、この条例の規定にお

  いて書面(書面、書類、文書、謄本、いて書面(書面、書類、文書、謄本、

  抄本、正本、副本、複本その他文字、抄本、正本、副本、複本その他文字、

  図形等人の知覚によって認識するこ図形等人の知覚によって認識するこ

  とができる情報が記載された紙そのとができる情報が記載された紙その

  他の有体物をいう。以下この条にお他の有体物をいう。以下この条にお

  いて同じ。)で行うことが規定されいて同じ。)で行うことが規定され

  ている又は想定されるもの(第10ている、又は想定されるもの(第10

  条(前条において準用する場合を含条(前条において準用する場合を含

  む。)及び第33条第26号(前条におむ。)及び第33条第26号(前条にお

  いて準用する場合を含む。)並びにいて準用する場合を含む。)並びに

  次項に規定するものを除く。)につ次項に規定するものを除く。)につ

  いては、書面に代えて、当該書面にいては、書面に代えて、当該書面に

  係る電磁的記録係る電磁的記録(電子的方式、磁気

  的方式その他人の知覚によっては認

  識することができない方式で作られ

  る記録であって、電子計算機による

  情報処理の用に供されるものをい

  により行うことができる。う。)により行うことができる。

  2(略)2(略)

附則

(施行期日)
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1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

ただし、第7条第4項第2号及び第36条第1項の改正規定は、公布の日から施

行する。

(重要事項の掲示に係る経過措置)

2前条本文の規定にかかわらず、施行日から令和7年3月3日までの間にあっ

ては、改正後の第24条第3項(第35条において準用される場合を含む。)の規

定は、適用しない。
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議案第37号

長岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正について

長岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

廃棄物運搬用パイプライン施設等の廃止に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例

長岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例(平成9年長岡市条例第38

号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前

部分に記された字句を削り、次の表の改正前の欄中の表の実線で記された罫線に

対応する次の表の改正後の欄中の表の罫線が破線で記されている場合は当該罫線

を削るものとする。

    改正後改正前

    (廃棄物運搬用パイプライン施設に

    よる排出第16条廃棄物運搬用パイプライン施
    設を利用して一般廃棄物を排出しよ

    うとする者は、前条第3項の規定に

    かかわらず、市長が別に定める排出

    の方法を遵守しなければならない。

    (事業系廃棄物の排出方法等)第16条(略)(事業系廃棄物の排出方法等)第i6条の2(略)
    別表第5(第33条関係)別表第5(第33条関係)

    名称位置名称位置

    第1公衆便所長岡市台町2丁目第i公衆便所長岡市柳原町1番

    820番地9地6

    第2公衆便所長岡市宮内3丁目第2公衆便所長岡市呉服町2丁

    2622番地i目!番地23

    第3公衆便所長岡市台町2丁目

    820番地9
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  第4公衆便所長岡市宮内3丁目

  2622番地1

附則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第5の改正規定は、令和6

年4月1日から施行する。
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議案第38号

長岡市営住宅条例の一部改正について

長岡市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

優先的な入居を認めるDV被害者の対象拡大等について、所要の改正を行うも

の
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長岡市営住宅条例の一部を改正する条例

長岡市営住宅条例(平成9年長岡市条例第34号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後

(入居者の資格)

第6条公営住宅に入居することがで

きる者は、次の各号(被災市街地復

興特別措置法(平成7年法律第14号)

第21条に規定する被災者等にあって

は第1号)の条件を具備する者でな

ければならない。

(1)・(2)(田各)

(3)現に同居し、又は同居しようと

する者がある場合にあっては、そ

の者が親族(婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者等を含む。以下同じ。)で

あること。

(4)・(5)(略)

2～5(略)

(老人、身体障害者その他特に居住

の安定を図る必要がある者)

第6条の3前条に規定する老人、身

体障害者その他特に居住の安定を図

る必要がある者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。

改正前

(入居者の資格)

第6条公営住宅に入居することがで

きる者は、次の各号(被災市街地復

興特別措置法(平成7年法律第14号)

第2i条に規定する被災者等にあって

は第1号)の条件を具備する者でな

ければならない。

(1)・(2)(田各)

(3)現に「司居し、又は同居しようと

する者がある場合にあっては、そ

の者が親族(婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者等を含む。以下同じ。)が

あること。

(4)・(5)(略)

2～5(略)

(老人、身体障害者その他特に居住

の安定を図る必要がある者)

第6条の3前条に規定する老人、身

体障害者その他特に居住の安定を図

る必要がある者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。
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  (1)～(7)(田各)(1)～(7)(田各)

  (8)配偶者からの暴力の防止及び(8)配偶者からの暴力の防止及び

  被害者の保護等に関する法律(平被害者の保護等に関する法律(平

  成13年法律第31号。以下この号に成13年法律第31号。以下この号に

  おいて「配偶者暴力防止等法」とおいて「配偶者暴力防止等法」と

  いう。)第1条第2項に規定するいう。)第1条第2項に規定する

  被害者又は配偶者暴力防止等法第被害者又は配偶者暴力防止等法第

  28条の2に規定する関係にある相28条の2に規定する関係にある相

  手からの暴力を受けた者で、次の手からの暴力を受けた者で、次の

  いずれかに該当するものいずれかに該当するもの

  ア配偶者暴力防止等法第3条第ア配偶者暴力防止等法第3条第

  3項第3号(配偶者暴力防止等3項第3号(配偶者暴力防止等

  法第28条の2において準用する法第28条の2において準用する

  場合を含む。)の一時保護、配偶場合を含む。)の規定による一時

  者暴力防止等法第5条(配偶者保護又は配偶者暴力防止等法第

  暴力防止等法第28条の2におい5条(配偶者暴力防止等法第28

  て準用する場合を含む。)の婦条の2において準用する場合を

  人保護施設における保護又は児含む。の規定による

  童福祉法(昭和22年法律第164号)

  第23条第1項の母子生活支援施

  設における保護が終了した日か保護が終了した日か

  ら起算して5年を経過していなら起算して5年を経過していな

  い者い者

  イ・ウ(略)イ・ウ(略)

附則

この条例は、令和6年4月1日から施行する。
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長岡市空家等の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例

長岡市空家等の適切な管理に関する条例(平成29年長岡市条例第34号)の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るも

のとする。

  改正後改正前

  (所有者等の責務)第3条所有者等は、その所有し、又は管理する空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないように自らの責任において適切に管理し、市が実(所有者等の責務)第3条所有者等は、その所有し、又は管理する空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないように自らの責任において適切な管理をしなけれ
  施する空家等に関する施策に協力すばならない。

  家等であると認める場合は、その旨

  を当該空家等の所有者等に通知する
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ものとする。

2前項の通知は、当該空家等につい

て法第13条第1項の規定に基づく指

導を行う場合は、当該指導の前に行

うものとする。

3市長は、第1項の通知に係る空家

等が管理不全空家等に当たらなくな

った場合は、その旨を当該空家等の

所有者等に通知するものとする。

(特定空家等に係る通知)

第7条市長は、空家等が特定空家等

であると

認めるときは、その旨を当該空家

等の所有者等に通知するものとす

 る。

2前項の通知は、当該空家等につい

て法第22条第1項の規定に基づく助

言又は指導を行う場合は、当該助言

又は指導の前に行うものとする。

3【 市長は、第!項の通知に係る空家

等が特定空家等に当たらなくなった

場合は

、その旨を当該特

定空家等の所有者等に通知するもの

とする。

(勧告前の手続)

第8条市長は、法第13条第2項又は

法第22条第2項の規定による勧告を

しょうとするときは、あらかじめ、

当該勧告に係る管理不全空家等又は

特定空家等の所有者等に意見を述べ

る機会を与えるものとする。

(特定空家等に係る通知)

第6条市長は、空家等が市長が別に

定める特定空家等の基準に該当する

と認めるときは、その旨を当該空家

等の所有者等に通知するものとす

 る。

2市長は、特定空家等の所有者等が

必要な措置を講じ、その状態が改善

され、前項の基準に該当しなくなっ

たと認めるときは、その旨を当該特

定空家等の所有者等に通知するもの

とする。

(勧告前の手続)

第7条市長は、法第!4条第2項

の規定による勧告を

しょうとするときは、あらかじめ、

当該勧告に係る

特定空家等の所有者等に意見を述べ

る機会を与えるものとする。
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(緊急安全措置)

第9条市長は、空家等に関し、人の

生命、身体又は財産に生じる危険を

緊急に回避する必要があると認める

ときは、当該空家等について、

所有者等の同意を得て、当該危険を

回避するために必要と認める最低限

度の措置を講ずることができる。こ

の場合において、市長は、当該措置

を行うために要した費用を当該所有

者等から徴収するものとする。

2市長は、前項の規定による所有者

等の同意を得られなかった空家等

について、当該空家等をその

まま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態が急迫

しており、直ちに人の生命、身体又

は財産に重大な危害を及ぼすおそれ

がある場合で、緊急に危険を回避す

る必要があると認めるときは、最も

適切な方法により当該危険を回避す

るための必要最低限度の措置を行う

ことができる。この場合において、

市長は、当該措置を行うために要し

た費用を当該所有者等に請求するも

のとする。

(緊急安全措置)

第8条市長は、特定空家等に関し緊

急に危険を

回避する必要があると認める

ときは、当該特定空家等について、

所有者等の同意を得て、当該危険を

回避するために必要と認める最低限

度の措置を講ずることができる。こ

の場合において、市長は、当該措置

を行うために要した費用を当該所有

者等から徴収するものとする。

2市長は、前項の規定による所有者

等の同意を得られなかった特定空家

等について、当該特定空家等をその

まま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態が急迫

しており、直ちに市民等に

に重大な危害を及ぼすおそれ

がある場合で、緊急に危険を回避す

る必要があると認めるときは、最も

適切な方法により当該危険を回避す

るための必要最低限度の措置を行う

ことができる。この場合において、

市長は、当該措置を行うために要し

た費用を当該所有者等に請求するも

のとする。

(不在者等に対する管理人の選任の

言責求)

第9条市長は、特定空家等の全部又

は一部の所有者等について民法(明

治29年法律第89号)第25条第!項又

は第26条の規定により同項に規定す
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  る管理人を選任することができる場

  合は、当該管理人の選任を請求する

  ことができる。同法第25条第2項に

  規定する請求も、同様とする。2市長は、特定空家等の全部又は一
  部が民法第951条に規定する相続人

  があることが明らかでない相続財産

  に属する場合は、当該相続財産につ

  いて、同法第952条第1項に規定する

  相続財産の管理人の選任を請求する

  (関係機関との連携)第10条市長は、空家等による危険を回避するために必要があると認めるときは、本市の区域を管轄する関係機関に必要な協力を求めることができる。ことができる。(関係機関との連携)第10条市長は、特定空家等による危険を回避するために必要があると認めるときは、本市の区域を管轄する関係機関に必要な協力を求めることができる。
附則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第40号

長岡市法定外公共物の管理に関する条例の一部改正について

長岡市法定外公共物の管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

新潟県国十交通省所管公共用財産管理条例の一部改正に伴い、所要の改正を行

うもの
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長岡市法定外公共物の管理に関する条例の一部を改正する条例

長岡市法定外公共物の管理に関する条例(平成14年長岡市条例第5号)の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後 改正前

別表(第8条関係) 別表(第8条関係)

           種類単位料金種類単位料金

           (円)(円)

           (略)(略)

           採石長径8センチメi立方i75採石長径8センチメ1立方160

           取一トル以上30セメート取一トル以上30セメート

           料ンチメートル未ル料ンチメートル未ノレ

           満のもの満のもの

           長径30センチメ三個65長径30センチメ1個60
           一一

           一トル以上45セ一トル以上45セ

           ンチメートル未ンチメートル未

           満のもの満のもの

           長径45センチメ三個i30長径45センチメ1個120

           一トル以上60セ一トル以上60セ

           ンチメートル未ンチメートル未

           満のもの満のもの

           長径60センチメi個週長径60センチメ1個3,610

           一トル以上90セ一トル以上90セ

           ンチメートル未ンチメートル未

           満のもの満のもの

           長径90センチメi個7,895長径90センチメ1個7,230
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          一トノし/以上i20一トル以上120

          センチメートルセンチメートル

          未満のもの未満のもの

          長径120センチ封固7895円長径120センチ1個7,230円

          メートル以上のに長径メートル以上のに長径

          ものが辺0セものが120セ

          ンチメンチメ

          一トル一トル

          を超えを超え

          る15セる15セ

          ンチメンチメ

          一トル一トル

          までごまでご

          とに789とに723
          一

          円を加円を加

          算した算した

          額額

          砂利1立方}95砂利1立方180
          一

          メートメート

          ルル

          掻込砂利1立方i75、さ蚤込砂利!立方!60
          一

          メートメート

          ルル

          土砂1立方i50土砂!立方140
          一

          メートメート

          ルル

備考(略) 備考(略)

「
⊥
∩
乙

附則

(施行期日)

この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

(糸蚤ま畳才昔置)

改正後の別表の規定は、施行日以後に徴収すべき採取料について適用し、施
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行日の前日までに徴収すべき採取料については、なお従前の例による。
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議案第41号

長岡市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部改正について

長岡市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

道路構造令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例

長岡市道路の構造の技術的基準等に関する条例(平成24年長岡市条例第54号)

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分に字句が記されず、改正後部分

に字句が記されている場合は当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に

加えるものとする。

改正後

(車線等)

第4条車道(副道、停車帯、自転車

通行帯その他規則で定める部分を除

く。)は、車線により構成されるも

のとする。ただし、第3種第5級又

は第4種第4級の道路にあっては、

この限りでない。

2～4(略)

5第3種第5級又は第4種第4級の

普通道路の車道(自転車通行帯を除

く。)の幅員は、4メートルとする

ものとする。ただし、当該普通道路

の計画交通量が極めて少なく、かつ、

地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合又は第34条の規

定により車道に狭窄部を設ける場合

においては、3メートルとすること

ができる。

(副道)

第6条(略)

2副道(自転車通行帯を除く。)の

改正前

(車線等)

第4条車道(副道、停車帯

その他規則で定める部分を除

く。)は、車線により構成されるも

のとする。ただし、第3種第5級又

は第4種第4級の道路にあっては、

この限りでない。

2～4(略)

5第3種第5級又は第4種第4級の

普通道路の車道

の幅員は、4メートルとする

ものとする。ただし、当該普通道路

の計画交通量が極めて少なく、かつ、

地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合又は第34条の規

定により車道に狭窄部を設ける場合

においては、3メートルとすること

ができる。

(副道)

第6条(略)

2副道の
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幅員は、4メートルを標準とするも

のとする。

(停車帯)

第8条(略)

(自転車通行帯)

第8条の2自動車及び自転車の交通

量が多い第3種又は第4種の道路

(自転車道を設ける道路を除く。)

には、車道の左端寄り(停車帯を設

ける道路にあっては、停車帯の右側。

次項において同じ。)に自転車通行

帯を設けるものとする。ただし、地

形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、この

限りでない。

2自転車の交通量が多い第3種若し

くは第4種の道路又は自動車及び歩

行者の交通量が多い第3種若しくは

第4種の道路(自転車道を設ける道

路及び前項に規定する道路を除く。)

には、安全かつ円滑な交通を確保す

るため自転車の通行を分離する必要

がある場合においては、車道の左端

寄りに自転車通行帯を設けるものと

する。ただし、地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合

においては、この限りでない。

3自転車通行帯の幅員は、1.5メート

ル以上とするものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、1

メートルまで縮小することができ

幅員は、4メートルを標準とするも

のとする。

(停車帯)

第8条(略)
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 る。

4自転車通行帯の幅員は、当該道路

の自転車の交通の状況を考慮して定

めるものとする。

(自転車道)

第10条自動車及び自転車の交通量が

多い第3種(第4級及び第5級を除

く。次項において同じ。)又は第4

種(第3級及び第4級を除く。同項

において同じ。)の道路で、設計速

度が1時間につき60キロメートル以

上であるものには、自転車道を道路

の各側に設けるものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、こ

の限りでない。

2自転車の交通量が多い第3種若し

くは第4種の道路又は自動車及び歩

行者の交通量が多い第3種若しくは

第4種の道路で、設計速度が1時間

につき60キロメートル以上であるも

の(前項に規定する道路を除く。)

には、安全かつ円滑な交通を確保す

るため自転車の通行を分離する必要

がある場合においては、自転車道を

道路の各側に設けるものとする。た

だし、地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合において

は、この限りでない。

3～5(略)

(自転車歩行者道)

第11条自動車の交通量が多い第3種

(自転車道)

第IO条自動車及び自転車の交通量が

多い第3種

又は第4

種

の道路

には、自転車道を道路

の各側に設けるものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、こ

の限りでない。

2自転車の交通量が多い第3種若し

くは第4種の道路又は自動車及び歩

行者の交通量が多い第3種若しくは

第4種の道路

(前項に規定する道路を除く。)

には、安全かつ円滑な交通を確保す

るため自転車の通行を分離する必要

がある場合においては、自転車道を

道路の各側に設けるものとする。た

だし、地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合において

は、この限りでない。

3～5(略)

(自転車歩行者道)

第11条自動車の交通量が多い第3種
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又は第4種の道路(自転車道又は自

転車通行帯を設ける道路を除く。)

には、自転車歩行者道を道路の各側

に設けるものとする。ただし、地形

の状況その他の特別の理宙によりや

むを得ない場合においては、この限

りでない。

2～4(略)

(歩道)

第12条第4種(第4級を除く。)の

道路(自転車歩行者道を設ける道路

を除く。)、歩行者の交通量が多い

第3種(第5級を除く。)の道路(自

転車歩行者道を設ける道路を除く。)

又は自転車道若しくは自転車通行帯

を設ける第3種若しくは第4種第4

級の道路には、その各側に歩道を設

けるものとする。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを

得ない場合においては、この限りで

ない。

2～5(略)

(待避所)

第32条第3種第5級の道路には、次

に定めるところにより、待避所を設

けるものとする。ただし、交通に及

ぼす支障が少ない道路については、

この限りでない。

(1)・(2)(則各)

(3)待避所の長さは、20メートル以

上とし、その区間の車道(自転車

通行帯を除く。)の幅員は、5メ

又は第4種の道路(自転車道

を設ける道路を除く。)

には、自転車歩行者道を道路の各側

に設けるものとする。ただし、地形

の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合においては、この限

りでない。

2～4(略)

(歩道)

第12条第4種(第4級を除く。)の

道路(自転車歩行者道を設ける道路

を除く。)、歩行者の交通量が多い

第3種(第5級を除く。)の道路(自

転事歩行者道を設ける道路を除く。)

又は自転車道

を設ける第3種若しくは第4種第4

級の道路には、その各側に歩道を設

けるものとする。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを

得ない場合においては、この限りで

ない。

2～5(略)

(待避所)

第32条第3種第5級の道路には、次

に定めるところにより、待避所を設

けるものとする。ただし、交通に及

ぼす支障が少ない道路については、

この限りでない。

(1)・(2)(田各)

(3)待避所の長さは、20メートル以

上とし、その区間の車道

の幅員は、5メ
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一トル以上とすること。

(交通安全施設)

第33条交通事故の防止を図るため必

要がある場合においては、横断歩道

橋等、自動運行補助施設、柵、照明

施設、視線誘導標、緊急連絡施設そ

の他これらに類する施設で規則で定

めるものを設けるものとする。

(小区間等の改築の場合の特例)

第41条道路の交通に著しい支障があ

る小区間等について改築を行う場合

において、当該道路の状況等からみ

て第4条、第5条第4項、第6項及

び第7項、第6条、第7条第2項及

び第4項、第8条、第8条の2第3

項、第9条、第10条第3項、第11条

第2項及び第3項、第12条第3項及

び第4項、第14条第2項及び第3項、

第17条から第24条まで、第25条第3

項、第26条第1項及び第2項、第27

条、第29条、次条第1項及び第2項

並びに第43条第!項の規定による基

準をそのまま適用することが適当で

ないと認められるときは、これらの

規定による基準によらないことがで

きる。

(歩行者専用道路)

第43条(略)

(歩行者利便増進道路)

第43条の2歩行者利便増進道路に設

けられる歩道若しくは自転車歩行者

道又は歩行者利便増進道路である自

一トル以上とすること。

(交通安全施設)

第33条交通事故の防止を図るため必

要がある場合においては、横断歩道

橋等、柵、照明

施設、視線誘導標、緊急連絡施設そ

の他これらに類する施設で規則で定

めるものを設けるものとする。

(小区間等の改築の場合の特例)

第41条道路の交通に著しい支障があ

る小区間等について改築を行う場合

において、当該道路の状況等からみ

て第4条、第5条第4項、第6項及

び第7項、第6条、第7条第2項及

び第4項、第8条

、第9条、第10条第3項、第11条

第2項及び第3項、第12条第3項及

び第4項、第14条第2項及び第3項、

第i7条から第24条まで、第25条第3

項、第26条第1項及び第2項、第27

条、第29条、次条第1項及び第2項

並びに第43条第!項の規定による基

準をそのまま適用することが適当で

ないと認められるときは、これらの

規定による基準によらないことがで

きる。

(歩行者専用道路)

第43条(略)
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  転車歩行者専用道路若しくは歩行者

  専用道路には、歩行者の滞留の用に

  供する部分を設けるものとする。2前項に規定する部分には、歩行者
  利便増進施設等の適正かつ計画的な

  設置を誘導する必要があるときは、

  歩行者利便増進施設等を設置する場

  所を確保するものとする。この場合

  において、必要があると認めるとき

  は、当該場所に街灯、ベンチその他

  の歩行者の利便の増進に資する工作

  物、物件又は施設を設けるものとす

  る。3歩行者利便増進道路(高齢者、障
  害者等の移動等の円滑化の促進に関

  する法律(平成18年法律第91号)第

  10条第1項に規定する新設特定道路

  を除く。)は、同項に規定する道路

  移動等円滑化基準に適合する構造と

  するものとする。

附則

(施行期日)

1この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2この条例の施行の際現に新設又は改築の工事中の本市が管理する第3種又は

第4種の県道及び市道については、改正後の第8条の2並びに第IO条第i項及

び第2項の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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議案第42号

長岡市道路占用料徴収条例の一部改正について

長岡市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

道路法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

長岡市道路占用料徴収条例(昭和40年長岡市条例第i5号)の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後 改正前

別表(第2条関係) 別表(第2条関係)

        占用物件占用料占用物件占用料

        単位金額単位金額

        第1種電柱590一第1種電柱540

        第2種電柱i本につきi年900一第2種電柱1本につき1年830
        第3種電柱i,200第3種電柱1,100        法第32条第1項第1号に掲げる工作物第1種電話柱530一法第32条第1項第1号に掲げる工作物第1種電話柱480        第2種電話柱840一第2種電話柱770

        第3種電話柱i,200第3種電話柱1,100

        その他の柱類鐙その他の柱類墾

        (略)(略)

        路上に設ける変圧器i個につきi年5io一路上に設ける変圧器1個につき1年470

        地下に設ける変圧器占用面積i平方メートルにつきi年320一地下に設ける変圧器占用面積!平方メートルにつき1年290
        変圧塔その他i個に三,三〇〇変圧塔その他1個に960
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         これに類するつきこれに類するつき

         もの及び公衆i年もの及び公衆1年

         電話所電話所

         郵便差出箱及440一郵便差出箱及400

         び信書便差出び信書便差出

         箱箱

         (略)(略)

         その他のもの占用面i,iOOその他のもの占用面960

         積i平積1平

         方メー方メー

         トルにトルに

         つきつき

         i年1年

         法第32外径が0.i5メ長さi47一法第32外径が0.15メ長さ143一

         条第1一トル未満のメート条第1一トル未満のメート

         項第2ものルにつ項第2ものルにつ

         号に掲外径が0.焉メきi63号に掲外径が0.15メき158
         一一

         げる物一トル以上0.2年げる物一トル以上0.2年

         件メートル未満件メートル未満

         のもののもの

         外径が0.2メーi30外径が0.2メー!20
         一

         トル以上0.4メトル以上0.4メ

         一トル未満の一トル未満の

         ものもの

         外径が0.4メー320玉径が0.4メー290
         一

         トル以上三メトル以一ヒ1メ

         一トル未満の一トル未満の

         ものもの

         外径がiメー630外径が1メー580
         一

         トル以上のもトル以上のも

         のの

         法第32自法第(略)長さi(略)法第32自法第(略)長さ1(略)
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条第1

項第3

号に掲

げる施

き几▲
口又

動
運

行
補

助
施

設

    2条その他メート11一

    第2のものルにつ

    項第きi

    5号年

    に規

    定す

    る自

    動運

    行装

    置に

    よる

    検知

    の対

    象と

    して

    設置

    する

    導線

    その

    他の

    線類

    道路の構造i本に840
    一

    又は交通のつき

    状況を表示i年

    する標示柱

    その他の柱

    類

    その上空に占用面530
    一

    他の設ける積i平

    ものもの方メー

    地下にトルに320
    一

    設けるつき

条第1

項第3

号に掲

げる施

慧几
口1又

動
運

行
補

助
施

設

    2条その他メート10一

    第2のものルにつ

    項第き1

    5号年

    に規

    定す

    る自

    動運

    行装

    置に

    よる

    検知

    の対

    象と

    して

    設置

    する

    導線

    その

    也の

    線類

    道路の構造1本に770

    又は交通のつき

    状況を表示1年

    する標示柱

    その他の柱

    類

    その上空に占用面480

    他の設ける責1平

    ものもの方メー

    地下にトルに290

    設けるつき
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            ものi年もの1年

            その他のものi,ioOその他のもの960

            皿960

            法第32条第1項第4号に掲げる施設法第32条第1項第4号に掲げる施設占用面積1平

            地下街及び地下室階数が1のもの占用面積i平方メートルにつきi年Aに0.一〇〇4を地下街及び地下室階数が1のものAに0一〇〇5を            法第32条第1項第5号に掲げる施設乗じて得た額法第32条第1項第5号に掲げる施設方メートルにつき1年乗じて得た額
            階数が2のものAに0.一〇〇6を階数が2のものAに0一〇〇8を

            乗じて得た額乗じて得た額

            階数が3以上のものAに0一〇〇7を階数が3以上のものAに0一〇1を
            乗じて得た額乗じて得た額

            上空に設ける通路940一.ヒ空に設ける通路970

            地下に設ける通路560一地下に設ける通路580
            その他のものi,ioOその他のもの960

            (略)(略)

            (略)(略)

            政令第7条第!号に掲げる物件標識三本につきi年840一政令第7条第三号に掲げる物件標識1本につき1年770
            (略)(略)

            アーチ(略)(略)アーチ(略)(略)

            その他のものi基につき三月940一その他のもの1基につき1月970
            },}OO960

            政令第7条第2号に掲げる工作物占用面積i平政令第7条第2号に掲げる工作物占用面積1平
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          政令第7条第3号に掲方メーAに0一政令第7条第3号に掲方メーAに0一

          げる施設トルに03iをげる施設トルに033を

          つき乗じてつき乗じて

          i年得た額1年得た額

          (略)占用面(略)(略)占用面(略)

          政令第7条第6号に掲積i平iio一政令第7条第6号に掲積1平96

          げる仮設建築物及び同方メーげる仮設建築物及び同方メー

          条第7号に掲げる施設トルに条第7号に掲げる施設トルに

          つきつき

          i月1月

          政令第トンネルの上占用面Aに0一政令第トンネルの上占用面Aに0一

          7条第又は高架の道積i平Oi2を7条第又は高架の道積1平Ol6を

          8号に路の路面下に方メー乗じて8号に路の路面下に方メー乗じて

          掲げる設けるものトルに得た額掲げる設けるものトルに得た額

          施設上空に設けるつきAに0.一施設上空に設けるつきAに0一

          ものi年Oi7をもの1年023を

          乗じて乗じて

          得た額得た額

          地下階数がAに0一地下階数がAに0.一

          (トン1のも004を(トン1のも005を

          、不ルのの乗じて、不ルのの乗じて

          上の地得た額上の地得た額

          下を除階数がAに0一下を除階数がAに0一

          く。)2のもOO6をく。)2のも008を

          に設けの乗じてに設けの乗じて

          るもの得た額るもの得た額

          階数がAに0呂階数がAに0一

          3以上007を3以上01を

          のもの乗じてのもの乗じて

          得た額得た額

          その他のものAに0一その他のものAに0.一

          025を033を
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政令第

7条第

9号に

掲げる

施設

政令第

7条第

10号に

掲げる

施設及

び自動

車駐車

場

政令第

7条第

11号に

掲げる

応急仮

設建築

物

物筑
木建

その他のもの

建築物

その他のもの

トンネルの上

又は高架の道

路の路面下に

設けるもの

上空に設ける

もの

その他のもの

政令第7条第12号に掲

げる器具

 
  

  
  

  
  

  
  

 
じた乗得iに5じたAO乗得iにーじたAO乗得2に2じたAO乗得iて額隻をて額隻をて額軌一をて額軌一をて額隻をて額伝をて額隻をて額砿一をにーじたAO乗得iに5じたAO乗得2に2じたAO乗得3にーじたAO乗得に52AO

第
第

に
る

令
条
号
げ
設

政
7
9
掲
施

政令第

7条第

io号に

掲げる

施設及

び自動

車駐車

場

政令第

7条第

慧号に

掲げる

応急仮

設建築

物

物築建

その他のもの

建築物

その他のもの

トンネルの上

又は高架の道

路の路面下に

設けるもの

上空に設ける

もの

その他のもの

政令第7条第12号に掲

げる器具

198

乗じて得た額

Aに0一〇16を

乗じて得た額

Aに0一〇12を

乗じて得た額

Aに0呂023を

乗じて得た額

Aに〇二〇12を

乗じて得た額

Aに0胤016を

乗じて得た額

Aに0一〇23を

乗じて得た額

Aに0一〇33を

乗じて得た額

Aに0一〇33を



        乗じて乗じて

        得た額得た額

        政令第トンネルの上Aに0一政令第トンネルの上Aに0一

        7条第又は自動車専Oi5を7条第又は自動車專016を

        13号に用道路(高架の乗じてi3号に用道路(高架の乗じて

        掲げるものに限る。)得た額掲げるものに限る。)得た額

        施設の路面下に設施設の路面下に設

        けるものけるもの

        上空に設けるAに0一上空に設けるAに0一

        もの022をもの023を

        乗じて乗じて

        得た額得た額

        その他のものAに0.一その他のものAに0一

        03iを033を

        乗じて乗じて

        得た額得た額

備考(略) 備考(略)

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。

(経過措置)

2改正後の別表の規定は、施行日以後に徴収すべき占用料について適用し、施

行日の前日までに徴収すべき占用料については、なお従前の例による。
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議案第43号

長岡市自転車駐車場条例の一部改正について

長岡市自転車駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

寺泊駅前自転車駐車場の位置を変更するもの
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長岡市自転車駐車場条例の一部を改正する条例

長岡市自転車駐車場条例(平成18年長岡市条例第28号)の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

    改正後改正前

    (名称及び位置)第3条駐車場の名称及び位置は、次のとおりとする。(名称及び位置)第3条駐車場の名称及び位置は、次のとおりとする。
    名称位置名称位置

    (略)(略)

    長岡市寺泊竹森io3長岡市寺泊竹森161

    長岡市寺泊駅前自転車駐車場9番地i7長岡市寺泊駅前自転車駐車場番地3
    (略)(略)

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第44号

長岡市水道条例の一部改正について

長岡市水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年3月4日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

水道法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市水道条例の一部を改正する条例

長岡市水道条例(平成10年長岡市条例第19号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後

(水道技術管理者の資格)

第17条の3法第19条第3項に規定す

る条例で定める資格は、次のとおり

とする。

(1)～(5)(田各)

(6)国十交通大臣及び環境大臣の

登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者

2(略)

改正前

(水道技術管理者の資格)

第i7条の3法第19条第3項に規定す

る条例で定める資格は、次のとおり

とする。

(1)～(5)(田各)

(6)厚生労働大臣の

登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者

2(略)

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月1日から施行する。

(経過措置)

2この条例の施行の日前に、厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者は、改正後の第17条の3第1項第6号の規定

による国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関す

る講習の課程を修了した者とみなす。
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議案第菊号

市道路線の雛変更及び廃止について

櫛線を次のとおり認憲変更及び廃止する。

令和6年3胆膿出

長岡市長
磯田達伸
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認

定

調 室
目

     起点幅員(m)

     路線名終点重要な経過地延長(m)摘要
     信濃二丁目903番1地先6.0-10.4図1ア～イ

     iOO2号線信濃二丁目962番地先123.4

     稲葉町字深池580番5地先8.0～i5.i図3ア～イ
     富瞥亀338号線稲保二丁目573番41地先140.4

     稲葉町字筆免533番29地先7.0～i4.i図3ウ～エ
     富曽亀339号線稲葉町字深池580番21地先54.7

     稲葉町字諏訪田425番23地先7.0～}4.}図3オ～カ
     當曽亀340号線稲葉町字深池580番12地先207.O

     稲葉町手筆免533番20地先7.0～i4.i図3キ～ク
     富曹亀341号線稲保二丁目541番16地先107.i

     稲葉町字深池580番35地先7.0～}4.三図3ケ～コ
     富曽亀342琴線稲葉町字深池580番3!地先69.2

     稲葉町字筆免533番32地先7.0～}4.i図3サ～シ
     富曽亀343暦線稲葉町字筆免533番25地先103.5

     稲葉町字諏訪田425番36地先7.0～}4.}図3ス～セ
     富曽亀344号線稲葉町手筆免533番2!地先145.2

     稲葉町字江マダキ509番20地先7.0～i4.2図3ソ～タ
     富曽亀345号線稲葉町字江マダキ509番12地先70.2

     稲葉町字江マダキ509番15地先7.0～i4.i図3チ～ツ
     富曽亀346号線稲葉町字諏訪田425番26地先70.3
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認

定

調 室
目

     起点幅員(m)

     路線名終点重要な経過地延長(m)摘要
     稲葉町字諏訪田425番30地先7.0-14.1図3テ～ト

     富曽亀347号線稲葉町字諏訪田425番27地先38.9

     稲葉町字江マダキ509番45地先4.0図3ナ～二
     宮瞥亀348号線稲葉町字諏訪田425番47地先26.3

     稲葉町字江マダキ509番41地先4.O図3ヌ～ネ
     富曽亀349号線稲保二丁目433番36地先29.8
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変

更 調 室
目

      起点幅員(m)

      旧新別路線名終点重要な経過地延長(m)摘要
      長倉町字砂田268番1地先3.2～9.O図2ア～イ

      旧山通贋号線長倉町字砂田293番1地先209.3

      長倉二丁目268番3地先3.2～10.4図2ア～ウ(20i.7m延長)      新山通4i号線長倉二丁目393番1地先41i.0

      長倉町字砂田282番1地先6.0～8.0図2エ～オ
      旧山通42号線長倉町字砂田292番3地先156.4

      長倉二丁目282番1地先6.O～8.O図2エーカt39.8m延長)      新山通42号線長倉二丁目299番地先196.2

      稲葉町字木ノ下337番1地先12.3～15.9図3ノ～ハ
      旧富曽亀333号線稲葉町字諏訪田425番3地先129.4

      稲葉彫字木ノ下337番1地先12.3～19.7図3ノ～ヒ(255.2m延長)      新富曽亀333暦線稲葉町字鷺イ乍676番:4地先384.6
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廃

止 調 室
目

     起点幅員(m)

     路線名終点重要な経過地延長(m〉摘要
     稲葉町字鷺作676番2地先2.2-5.5図3フ～へ

     富曽亀293号線稲葉町字前田274番2地先445.8
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議案第46号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    既存棟

    鉄筋コンクリート・鉄骨鉄

    筋コンクリート造り地上7

    階地下i階建て(鼓,685㎡)

    耐震補強、内外装の全面

    改修、一部除却等
    新潟市中央区八千代

    パッサージュ棟
    二丁目4番8号

    米百俵プレイ鉄骨造り5階建て(},900㎡)

    ス東館建築工増築5,830,000,000円清水・加賀田・大
    石米百俵プレイス

    事連絡棟
    東館建築特定共同

    鉄筋コンクリート造り3階
    企業体

    建て(415㎡)

    増築

    B-Cブリッジ棟

    鉄骨造り平家建て

    (34㎡)

    増築
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議案第47号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市新産3丁目

    6番地14

    米百俵プレイ宮下電設・大原電

    ス東館電気設電気設備工事一式1,076,900,000円業・石崎防災電設

    備丁事米百俵プレイス東

    館電気設備特定共

    同企業体
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議案第48号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市石動南町

    40番地5

    米百俵プレイ豊工業・越後交通

    ス東館機械設機械設備工事一式1,738,000,000円工業・拓越米百俵

    備丁事プレイス東館機械

    設備特定共同企業

    体
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議案第49号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を変更する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    校舎

    鉄筋コンクリート造り3階

    建て(1,658㎡)

    屋上防水、外壁、内装改

    修

    特別教室棟
    長岡市寺泊上田町

    鉄筋コンクリート造り3階
    変更前9769番地61

    日越小学校校建て(1,477㎡)240,!30,000円寺泊産業・中元組
    舎等大規模改屋上防水改修

    造工事渡り廊下棟変更後・松井組日越小学
    254,746,800円校校舎等大規模改

    鉄筋コンクリート造り平家
    造特定共同企業体

    建て(28㎡)

    屋上防水改修

    教室棟

    鉄筋コンクリート造り3階

    建て(70}㎡)

    屋上防水改修
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議案第50号

特定事業契約の締結について

次のとおり契約を変更する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

     事業名事業内容契約金額契約期間契約の相手方

     変更前

     次の1及び2の合計額

     1設計及び建設業務

     に係る金額

     i3,534,620,121円

     2運営及び維持管理

     業務に係る金額

     6,545,857,514円

     に物価変動、受入ごみ

     中之島新ごみの処理量の変動及び売電電力料の変動等によ令和2年長岡市城岡2丁目
     長岡市中之島処理施設の設る増減額を加えた額3月26日8番1号
     新ごみ処理施計及び建設並から令和

     設整備事業びに運営及び変更後次の1及び2の合計額21年3月長岡環境テクノロジー株式会社
     維持管理1設計及び建設業務31日まで

     に係る金額

     i4,253,600,691円

     2運営及び維持管理

     業務に係る金額

     6,545,857,514円

     に物価変動、受入ごみ

     の処理量の変動及び売

     電電力料の変動等によ

     る増減額を加えた額
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議案第51号

財産の処分について

次のとおり財産を処分する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸

1財産の表示

     所在地地番区分種目数量

     長岡市柿町字仲ノ坪1283iiのうち土地牧場1ナ32,004.21rげ

     長岡市柿町字平沢1597i三のうち〃〃1)103,52L66rぼ

     〃1634iのうち〃〃91,149.86r匪

     長岡市柿町字才ノ神平1780iのうち〃〃')52,073.69r匪

     〃1795iのうち〃〃ワ9!,524.O!毎

     合計5筆280,273.43㎡

2処分の目的

旧市営牧場敷地を売却するため

3処分予定価格

48,330,000円

4契約の相手方

新潟県阿賀野市保田5597番地

株式会社園山
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議案第52号

小千谷市との間における定住自立圏形成に関する協定の一部変更について

長岡市及び小千谷市の間において平成21年12月2i日に締結した定住自立圏形成

に関する協定の一部を次のとおり変更するため、長岡市定住自立圏の形成に係る

議会の議決に関する条例(平成21年長岡市条例第38号)の規定により、議会の議

決を求める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書

平成21年12月21日付けで長岡市(以下「甲」という。)と小千谷市(以下「乙」

という。)との間に締結した定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を

次のとおり締結する。

第3条第2号ウの項をエの項とし、同号イの項の次に次のように加える。

ウ地域内外の住民との交流・移住促進

移住・定住の促進

(ア)取組の内容

合同で移住セミナーや情報発信、移住者交流会等を実施することによ

り、移住者の選択肢が広がり、多くの移住希望者と最初の接点を持つこ

とで、圏域への移住者の拡大を図り、移住後の孤立化の抑制と定住化を

促進する。

(イ)甲の役割

乙と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

(ウ)乙の役割

甲と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各i通

を保有するものとする。

令和年月日

甲長岡市

長岡市長

乙小千谷市

小千谷市長
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議案第53号

見附市との問における定住自立圏形成に関する協定の一部変更について

長岡市及び見附市の間において平成21年12月2i日に締結した定住自立圏形成に

関する協定の一部を次のとおり変更するため、長岡市定住自立圏の形成に係る議

会の議決に関する条例(平成21年長岡市条例第38号)の規定により、議会の議決

を求める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書

平成21年12月21日付けで長岡市(以下「甲」という。)と見附市(以下「乙」と

いう。)との間に締結した定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を次

のとおり締結する。

第3条第2号ウの項をエの項とし、同号イの項の次に次のように加える。

ウ地域内外の住民との交流・移住促進

移住・定住の促進

(ア)取組の内容

合同で移住セミナーや情報発信、移住者交流会等を実施することによ

り、移住者の選択肢が広がり、多くの移住希望者と最初の接点を持つこ

とで、圏域への移住者の拡大を図り、移住後の孤立化の抑制と定住化を

促進する。

(イ)甲の役割

乙と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

(ウ)乙の役割

甲と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各!通

を保有するものとする。

令和年月日

甲長岡市

長岡市長

乙見附市

見附市長
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議案第54号

出雲崎町との間における定住自立圏形成に関する協定の一部変更について

長岡市及び出雲崎町の間において平成21年12月2i日に締結した定住自立圏形成

に関する協定の一部を次のとおり変更するため、長岡市定住自立圏の形成に係る

議会の議決に関する条例(平成21年長岡市条例第38号)の規定により、議会の議

決を求める。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書

平成21年12月21日付けで長岡市(以下「甲」という。)と出雲崎町(以下「乙」

という。)との間に締結した定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を

次のとおり締結する。

第3条第2号ウの項をエの項とし、同号イの項の次に次のように加える。

ウ地域内外の住民との交流・移住促進

移住・定住の促進

(ア)取組の内容

合同で移住セミナーや情報発信、移住者交流会等を実施することによ

り、移住者の選択肢が広がり、多くの移住希望者と最初の接点を持つこ

とで、圏域への移住者の拡大を図り、移住後の孤立化の抑制と定住化を

促進する。

(イ)甲の役割

乙と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

(ウ)乙の役割

甲と連携し、移住セミナーや相談会、移住者交流会等の事業を企画し、

実施するほか、その情報の共有や発信を行う。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各!通

を保有するものとする。

令和年月日

甲長岡市

長岡市長

町
長

奇
町

偉
大

可め

雲
雲

出
出

乙
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議案第55号

公共施設の相互利用に関する協定の一部変更について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の3第2項の規定に基づき、長岡

地域定住自立圏を構成する長岡市、小千谷市、見附市及び出雲崎町の間で平成22

年3月26日に締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を次のとおり変更

する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定書

平成22年3月26日付けで長岡市、小千谷市、見附市及び出雲崎町の間において

締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定を次のとおり締

結し、この協定による変更後の別表運動施設の表の規定は、令和6年4月生日か

ら適用する。

別表運動施設の表長岡市の項中

「1長岡市寺泊体育館1長岡市寺泊上田町7695番地ihを削り、同表小千谷
市の項中「1南部スポーツ広場1小千谷市真人町丁658番地il」を
「南部スポーツ広場小千谷市真人町丁658番地i

信濃川河川公園小千谷市東栄2丁目乙17i6番地2」に改める。

この協定の締結を証するため、本書4通を作成し、構成市町がそれぞれ記名押

印の上、各自1通保有するものとする。

令和年月日

長岡市長

小千谷市長

見附市長

出雲崎町長
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議案第56号

長岡市及び三条市における公の施設の相互利用に関する協定の一部変更に

ついて

地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の3第2項の規定に基づき、長岡

市及び三条市の問で平成29年3月30日に締結した長岡市及び三条市における公の

施設の相互利用に関する協定の一部を次のとおり変更する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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長岡市及び三条市における公の施設の相互利用に関する協定の一部

を変更する協定書

平成29年3月30日付けで長岡市(以下「甲」という。)と三条市(以下「乙」と

いう。)との間に締結した長岡市及び三条市における公の施設の相互利用に関する

協定の一部を変更する協定を次のとおり締結し、第i条の規定は令和6年4月i

日から、第2条の規定は同年7月20日から適用する。

第1条別表運動施設の表の一部を次のように変更する。

別表運動施設の表長岡市の項中

「1長岡市寺泊体育館1長岡市寺泊上田町7695番地il」を削る。

第2条別表集会・文化施設の表の一部を次のように変更する。

別表集会・文化施設の表三条市の項中

「1三条市三条東公民館1三条市興野一丁目i3番70号bを
「三条市三条東公民館三条市興野一丁目i3番70号

三条市歴史民俗産業資料館別館三条市元町1番6号」に改める。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙がそれぞれ記名押印の

上、各自1通を保有するものとする。

令和年月日

長岡市長

三条市長
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議案第57号

指総理者の指定について

地方自マ台マ去但召      '書 
者を次のとおセ)縦する・

令和碑3月4日提出
磯田達伸

長岡市長

長岡市小国診療所
施設の名称

医療法人崇徳会
指定する団体

令禾06年1。月・日から令和17年3脚まで
指定の期間
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報告第1号

長岡市国民保護計画の報告について

長岡市国民保護計画を変更したので、武力攻撃薯態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律(平成16年法律第112号)第35条第8項本文の規定により準

用する同条第6項の規定により、別紙のとおり報告する。

令和6年3月4日提出

長岡市長 磯田達伸
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